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第１章 調査の概要        

 

１．調査の背景・目的 

製造請負事業実態把握調査（以下、本調査という）は、製造業の請負事業において、 

いわゆる偽装請負をはじめとする労働関係法令違反、労働条件や処遇改善の必要性、 

入管法改正による在留資格「特定技能」の創設に伴う製造請負現場での外国人労働者 

の雇用増加あるいは派遣事業から請負事業に転換する新規参入事業者の適正な事業実 

施への支援等々、様々な問題・課題への対応が必要となっていることを背景に、2019 

年度厚生労働省委託事業「請負事業適正化・雇用管理改善推進事業」おいて、国内の 

請負事業者、メーカー事業所（発注者）及び現場有期雇用スタッフ（請負労働者）を 

対象に、製造業での請負事業の実態把握を目的として、事業受託団体である一般社団 

法人日本生産技能労務協会がアンケート調査を実施した。 

また、本調査は請負事業者、メーカー事業所（発注者）及び現場有期雇用スタッフ 

（請負労働者）が抱えている問題・課題を把握し、これらの支援や、製造請負事業全体 

 のさらなる向上を図るための今後の労動行政の方向付けに役立てるためのものである。 

  

２．調査の内容 

 

（１） 調査対象 

① 請負事業者 

調査対象事業者は、製造請負に関わるキーワードでのインターネット検索による 

    抽出企業、各都道府県労働局が情報提供している人材サービス企業、一般社団法人 

日本生産技能労務協会および中部アウトソーシング協同組合の会員・組合員等とし 

た。 

➢ 調査対象事業者数： 700 社 

② 現場有期雇用スタッフ（請負労働者） 

     上記、調査対象事業者のもとで働く現場有期雇用スタッフ（製造分野の請負労働者） 

を対象とし、１社につき 2 名とした。 

➢ 調査対象請負労働者数：1,400 名（1 社につき 2 名） 

③ メーカー事業所（発注者） 

 株式会社東京商工リサーチが保有する企業名簿の中から、全国の従業員 300 人以 

上規模の次の業種の製造業事業者の中から、調査対象事業所を無作為抽出した。 
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➢ 対象業種：輸送機器、電機、電子、情報通信機器、事務用機器、食品 

➢ 調査対象事業所数： 700 事業所 

 

（２）調査方法 

① 請負事業者調査 ： 郵送法 〔 郵送配布、記名回答、郵送返送 〕 

② 現場有期雇用スタッフ（請負労働者）調査： 

郵送法 〔 郵送配布、無記名回答、郵送返送及びＷｅｂ返信 〕 

※上記①請負事業者調査に 2部同封にて配布 

③ メーカー事業所（発注者）調査： 郵送法 〔 郵送配布、無記名回答、郵送返送 〕 

 

（３）調査期間 

    令和元年 9 月 24 日（火）～令和元年 10 月 31 日（木） 

 

（４）主な調査項目 

    主な調査項目は以下の通り。 

  ① 請負事業者調査 

   ・企業概要 

   ・製造分野における請負事業（構内請負）の概要 

（無期雇用者・有期雇用者・外国人雇用者の数） 

   ・有期雇用者の無期雇用化への対応 

   ・請負価格の交渉の状況 

   ・外国人労働者の活用状況と今後の方針 

   ・製造請負事業に関するガイドライン（認知度、活用状況、課題） 

   ・製造請負事業（構内請負）における事業運営 

（アピールポイント、今後の事業展開、経営戦略上の懸念事項） 

   ・行政への要望 

   ② 現場有期雇用スタッフ（請負労働者）調査 

  ・雇用（契約更新期間、希望する雇用形態、無期雇用転換の認識度、退職理由） 

    ・キャリア形成（キャリアパスの提示状況、キャリアアップに対する考え） 

・教育・研修等（教育研修の実施状況、能力評価・能力開発の情報提供状況） 

・プロフィール（性別、年齢、職場の主たる製品、現行会社での通算勤続年数） 

 

    (注) 製造分野の請負事業者以外の事業者については、製造分野の請負事業への関心 

の度合いを調査項目とした。また、現場有期雇用スタッフ（請負労働者）調査 

は対象外とした。 
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   ③ メーカー事業所（発注者）調査 

   ・企業/事業所概要 

   ・製造現場における請負事業者（構内請負）と派遣労働者の活用（状況、方針） 

   ・請負価格の交渉（状況、交渉への対応） 

   ・外国人労働者の受け入れ（状況、請負事業者の外国人活用に対する考え・課題） 

   ・製造請負事業に関するガイドライン（認知度、活用状況、課題） 

   ・製造請負優良適正事業者認定制度〔ＧＪ認定制度〕（認知度・方法、活用状況） 

     

（５）回収数・回収率 

① 請負事業者調査 

 ・有効発送数：695 [ 発送数 700 のうち、不達 5 ] 

 ・有効回収数：209（回収率：30.1％） [ 回収数 218 のうち、無効 9 ] 

【内訳】製造分野の請負事業者：141 その他事業者：68 

   ② 現場有期雇用スタッフ（製造分野の請負労働者）調査 

 ・有効発送数：1,390  [ 有効発送数 695 の 1 社につき 2 名分として ] 

 ・有効回収数：174（回収率：20.7％） [ 回収数 177 のうち、無効 3 ] 

【内訳】郵送回収数：162 Web 回収数：12 

     ※参考…上記①項の有効回収数のうち、製造分野の請負事業者 141 を基準にした 

場合、母数は 282 となり、回収率は 61.7％。 

   ③ メーカー事業所（発注者）調査 

・有効発送数：671  [ 発送数 700 のうち、不達 29 ] 

・有効回収数：190（ 回収率：28.3％） [ 回収数 193 のうち、無効 3 ] 

 【内訳】製造請負事業者を活用事業所数：82 

     製造請負事業者を活用していない事業所数：108 
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第２章 事業者調査の結果 

１．事業者の概要について 

（１）年間売上高 

（問 1.貴社全体の年間売上高（直近決算）について教えてください。） 

6.7 25.8 12.9 35.9 6.2 10.0 2.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=209)

1億円未満 1～5億円未満 5～10億円未満 10～50億円未満 50～100億円未満 100億円以上 無回答

【基本属性別/年間売上高】 

単位：％ 件数 1億円未

満

1～5億

円未満

5～10億

円未満

10～50

億円未満

50～100

億円未満

100億円

以上

無回答

全体 209 6.7 25.8 12.9 35.9 6.2 10.0 2.4

請負事業50％未満 140 7.1 28.6 13.6 31.4 7.1 10.0 2.1

請負事業50％以上 63 6.3 22.2 11.1 44.4 4.8 11.1 0.0

派遣事業50％未満 92 9.8 23.9 9.8 38.0 4.3 14.1 0.0

派遣事業50％以上 108 4.6 28.7 14.8 33.3 8.3 7.4 2.8

500人以上 69 0.0 2.9 1.4 50.7 17.4 27.5 0.0

100～500人未満 82 2.4 19.5 28.0 46.3 0.0 0.0 3.7

100人未満 55 21.8 65.5 5.5 1.8 1.8 3.6 0.0

30％未満 58 0.0 10.3 12.1 48.3 13.8 12.1 3.4

30～70％未満 38 2.6 15.8 10.5 44.7 2.6 23.7 0.0

70％以上 39 7.7 33.3 12.8 35.9 5.1 5.1 0.0

問2-1　請負事業

の売上比率

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3

従業員規模

問7

売上割合

問1.貴社全体の年間売上高（直近決算）について教えてください。

【基本属性別/平均年間売上高】 

件数 平均（百万

全体 204 4962.6

請負事業50％未満 137 5201.2

請負事業50％以上 63 4664.4

派遣事業50％未満 92 5027.8

派遣事業50％以上 105 5121.9

500人以上 69 12454.7

100～500人未満 79 1222.1

100人未満 55 938.9

30％未満 56 8193.7

30～70％未満 38 8418.5

70％以上 39 2566.1

年間売上高

問2-1　請負事業

の売上比率

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3

従業員規模

問7

売上割合

 

（１）年間売上高は、「10～50億円未満」が 35.9％で最も多く、次いで「1～5億円未満」が 25.8％で続い

ている。  
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（２）年間売上高に占める事業別売上比率 

（問 2.貴社の年間売上高に占める事業別の売上比率を教えてください。） 

67.0 

44.0 

85.6 

30.1 

51.7 

9.6 

2.9 

4.3 

4.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

請負事業

(n=209)

派遣事業

(n=209)

その他

(n=209)

50％未満 50％以上 無回答

 

※【基本属性別・年間売上高に占める事業別の売上比率】数値表は次ページ参照。 

（２）年間売上高に占める事業別の売上比率は、請負事業では「50％未満」の事業者が 67％を占め、派

遣事業では 44.0％となっている。 

 

※年間売上高に占める事業別の平均売上比率は次のとおり。 

【基本属性別/年間売上高に占める事業別の平均売上比率】 

件数 平均（%） 件数 平均（%） 件数 平均（%）

全体 203 34.6 200 51.3 199 13.2

請負事業50％未満 140 14.2 137 68.3 136 16.8

請負事業50％以上 63 79.9 63 14.4 63 5.7

派遣事業50％未満 92 61.2 92 13.9 90 24.0

派遣事業50％以上 108 12.4 108 83.2 108 4.4

500人以上 68 32.1 68 57.6 68 10.3

100～500人未満 79 36.5 79 52.4 79 11.1

100人未満 55 35.4 53 41.8 51 20.6

30％未満 58 19.4 55 72.1 56 8.3

30～70％未満 38 50.9 38 32.7 38 16.4

70％以上 38 86.1 38 11.5 38 2.4

その他派遣事業請負事業

問2-1　請負事業

の売上比率

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3

従業員規模

問7

売上割合
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【基本属性別/年間売上高に占める事業別の売上比率】【請負事業】 

単位：％ 件数 請負事業

50％未

満

請負事業

50％以

上

無回答

全体 209 67.0 30.1 2.9

請負事業50％未満 140 100.0 0.0 0.0

請負事業50％以上 63 0.0 100.0 0.0

派遣事業50％未満 92 32.6 67.4 0.0

派遣事業50％以上 108 99.1 0.9 0.0

500人以上 69 73.9 24.6 1.4

100～500人未満 82 63.4 32.9 3.7

100人未満 55 65.5 34.5 0.0

30％未満 58 94.8 5.2 0.0

30～70％未満 38 47.4 52.6 0.0

70％以上 39 5.1 92.3 2.6

問2-1　請負事業

の売上比率

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3

従業員規模

問7

売上割合

問2-1.貴社の年間売上高に占

める事業別の売上比率

【請負事業】

 

【基本属性別/年間売上高に占める事業別の売上比率】【派遣事業】 

単位：％ 件数 派遣事業

50％未

満

派遣事業

50％以

上

無回答

全体 209 44.0 51.7 4.3

請負事業50％未満 140 21.4 76.4 2.1

請負事業50％以上 63 98.4 1.6 0.0

派遣事業50％未満 92 100.0 0.0 0.0

派遣事業50％以上 108 0.0 100.0 0.0

500人以上 69 36.2 62.3 1.4

100～500人未満 82 41.5 54.9 3.7

100人未満 55 60.0 36.4 3.6

30％未満 58 13.8 81.0 5.2

30～70％未満 38 76.3 23.7 0.0

70％以上 39 92.3 5.1 2.6

問2-1　請負事業

の売上比率

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3

従業員規模

問7

売上割合

問2-2.貴社の年間売上高に占

める事業別の売上比率

【派遣事業】

 

【基本属性別/年間売上高に占める事業別の売上比率】【その他】 

単位：％ 件数 その他

50％未

満

その他

50％以

上

無回答

全体 209 85.6 9.6 4.8

請負事業50％未満 140 82.9 14.3 2.9

請負事業50％以上 63 100.0 0.0 0.0

派遣事業50％未満 92 77.2 20.7 2.2

派遣事業50％以上 108 99.1 0.9 0.0

500人以上 69 89.9 8.7 1.4

100～500人未満 82 90.2 6.1 3.7

100人未満 55 76.4 16.4 7.3

30％未満 58 89.7 6.9 3.4

30～70％未満 38 86.8 13.2 0.0

70％以上 39 97.4 0.0 2.6

問2-1　請負事業

の売上比率

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3

従業員規模

問7

売上割合

問2-3.貴社の年間売上高に占

める事業別の売上比率【その他】
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（３）全従業員規模 

（問 3.貴社の全従業員（現場スタッフ、外国人労働者などすべて含む）について教えてください。） 

18.2 14.8 21.1 18.2 11.5 7.2 7.7 1.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=209)

1000人以上 500人以上～1000人未満 250人以上～500人未満 100人以上～ 250人未満

50人以上～100人未満 25人以上～ 50人未満 25人未満 無回答

【基本属性別/全従業員規模】 

単位：％ 件数 1000人

以上

500人以

上～

1000人

未満

250人以

上～500

人未満

100人以

上～

250人未

満

50人以

上～100

人未満

25人以

上～ 50

人未満

25人未

満

無回答

全体 209 18.2 14.8 21.1 18.2 11.5 7.2 7.7 1.4

請負事業50％未満 140 21.4 15.0 19.3 17.9 12.1 7.1 6.4 0.7

請負事業50％以上 63 11.1 15.9 23.8 19.0 11.1 7.9 11.1 0.0

派遣事業50％未満 92 14.1 13.0 17.4 19.6 9.8 9.8 16.3 0.0

派遣事業50％以上 108 22.2 17.6 24.1 17.6 13.0 4.6 0.9 0.0

500人以上 69 55.1 44.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

100～500人未満 82 0.0 0.0 53.7 46.3 0.0 0.0 0.0 0.0

100人未満 55 0.0 0.0 0.0 0.0 43.6 27.3 29.1 0.0

30％未満 58 34.5 19.0 25.9 10.3 3.4 3.4 1.7 1.7

30～70％未満 38 28.9 18.4 21.1 15.8 13.2 2.6 0.0 0.0

70％以上 39 2.6 12.8 20.5 28.2 12.8 10.3 12.8 0.0

問2-1　請負事業

の売上比率

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3

従業員規模

問7

売上割合

問3.貴社の全従業員（現場スタッフ、外国人労働者などすべて含む）について教えてくださ

い。

【基本属性別/平均全従業員数】 

件数 平均（名）

全体 206 1024.5

請負事業50％未満 139 1104.7

請負事業50％以上 63 662.9

派遣事業50％未満 92 635.1

派遣事業50％以上 108 1266.4

500人以上 69 2708.6

100～500人未満 82 266.1

100人未満 55 42.6

30％未満 57 1626.6

30～70％未満 38 1796.9

70％以上 39 258.8

全従業員数

問2-1　請負事業

の売上比率

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3

従業員規模

問7

売上割合

 

（３）従業員規模は、「500人以上～1000人未満」が 21.1％で最も多い。次いで「1000人以上」と「100人

以上～250人未満」が同率の 18.2％で続いている。平均従業員数は 1,024.5名となっている。 

  



8 

 

（４）製造分野における請負事業・労働者派遣の実施 

（問 4.貴社では、製造分野における請負事業（構内請負）または労働者派遣を行っていますか。） 

12.4 55.0 23.9 8.6 0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=209)

請負事業（構内請負）のみを行っている。

請負事業（構内請負）と労働者派遣の両方とも行っている。

労働者派遣のみを行っている。

請負事業（構内請負）と労働者派遣の両方とも行っていない。

無回答

 

 

【基本属性別/製造分野における請負事業（構内請負）・労働者派遣の実施】 

単位：％ 件数 請負事業

（構内請

負）のみ

を行ってい

る。

請負事業

（構内請

負）と労

働者派遣

の両方とも

行ってい

る。

労働者派

遣のみを

行ってい

る。

請負事業

（構内請

負）と労

働者派遣

の両方とも

行っていな

い。

無回答

全体 209 12.4 55.0 23.9 8.6 0.0

請負事業50％未満 140 3.6 52.1 35.0 9.3 0.0

請負事業50％以上 63 31.7 61.9 0.0 6.3 0.0

派遣事業50％未満 92 25.0 55.4 3.3 16.3 0.0

派遣事業50％以上 108 0.0 55.6 42.6 1.9 0.0

500人以上 69 5.8 76.8 14.5 2.9 0.0

100～500人未満 82 12.2 56.1 28.0 3.7 0.0

100人未満 55 21.8 25.5 30.9 21.8 0.0

30％未満 58 8.6 91.4 0.0 0.0 0.0

30～70％未満 38 13.2 86.8 0.0 0.0 0.0

70％以上 39 41.0 59.0 0.0 0.0 0.0

問4.貴社では、製造分野における請負事業（構内請

負）または労働者派遣を行っていますか。

問2-1　請負事業

の売上比率

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3

従業員規模

問7

売上割合

 

 

（４））製造分野における請負事業または労働者派遣の実施は、「請負事業（構内請負）と労働者派遣の

両方とも行っている。」が大半を占め 55.0％で最も多く、「労働者派遣のみを行っている。」が 23.9％と続

いている。「請負事業（構内請負）のみを行っている。」は 12.4％、「請負事業（構内請負）と労働者派遣

の両方とも行っている。」55.0％と合わせて、請負事業を行っている事業者は 67.4％となる。 
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（５）製造分野における請負事業への関心 

（問 5. 問 4で「3.労働者派遣のみを行っている」「4.請負事業（構内請負）と労働者派遣の両方 

とも行っていない」と答えた方にお伺いします。製造分野おける請負事業にどの程度関心があ 

りますか。） 

19.1 26.5 29.4 23.5 1.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=68)

大いに関心がある。 ある程度関心がある。 あまり関心がない。 まったく関心がない。 無回答

【基本属性別/製造分野における請負事業への関心】 

単位：％ 件数 大いに関

心がある。

ある程度

関心があ

る。

あまり関心

がない。

まったく関

心がない。

無回答

全体 68 19.1 26.5 29.4 23.5 1.5

請負事業50％未満 62 21.0 29.0 30.6 17.7 1.6

請負事業50％以上 4 0.0 0.0 25.0 75.0 0.0

派遣事業50％未満 18 16.7 16.7 38.9 27.8 0.0

派遣事業50％以上 48 20.8 31.3 27.1 18.8 2.1

500人以上 12 16.7 0.0 58.3 16.7 8.3

100～500人未満 26 23.1 38.5 15.4 23.1 0.0

100人未満 29 17.2 27.6 31.0 24.1 0.0

問2-1　請負事業

の売上比率

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3

従業員規模

問5.問4で、「3.労働者派遣のみを行っている」「4.請負

事業（構内請負）と労働者派遣の両方とも行っていな

い」と答えた方にお伺いします。製造分野における請負事

業にどの程度関心がありますか。

 

（５）製造分野における請負事業を行っていない事業者の製造分野での請負事業への関心は、「あまり

関心がない。」が 29.4％、「ある程度関心がある。」が 26.5％、「全く関心がない」が 23.5％となっている。 

「大いに関心がある。」19.1％と「ある程度関心がある。」と合わせて、45.6％。約半数近くが関心を持っ 

ている。 

 

 

 

※――――――――――――――――――――※―――――――――――――――――――※ 

製造分野において請負事業（構内請負）を行っていない事業者については、問 5の設問 

をもって終了です。  

※――――――――――――――――――――※―――――――――――――――――――※ 
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２．製造分野における請負事業の現況 

1 ） 製造分野における請負事業の概要について 

（１）製造分野の請負事業に従事する従業員数 

（問 6.貴社の製造分野における請負事業に従事する従業員の数を無期雇用者・有期雇用 

者・外国労働者別にお答えください。） 

 （１）－１.製造分野の無期雇用者（正社員含む）・有期雇用者の従業員数 

31.2 

30.5 

17.0 

12.8 

9.2 

8.5 

17.0 

12.1 

18.4 

12.1 

7.8 

13.5 

11.3 

17.7 

23.4 

10.6 

10.6 

19.1 

5.0 

12.1 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

無期雇用者

(正社員含む)

(n=141)

有期雇用者

(n=141)

無期雇用者

+有期雇用者

(n=141)

30人未満 30～50人未満 50～100人未満 100～200人未満 200～500人未満 500人以上 無回答

※【基本属性別/製造分野における請負事業に従事する従業員数】数値表は次ページ参照。 

※【基本属性別/製造分野における請負事業に従事する無期雇用者比率】数値表は 12ページ参照。 

【基本属性別/製造分野における請負事業に従事する平均従業員数】 

件数 平均（名） 件数 平均（名） 件数 平均（名）

全体 134 188.1 124 290.7 141 434.4

請負事業50％未満 75 160.6 71 263.7 78 394.5

請負事業50％以上 58 225.4 52 332.3 59 514.4

派遣事業50％未満 72 217.7 64 291.4 74 463.8

派遣事業50％以上 58 160.9 57 304.4 60 444.7

500人以上 54 346.4 52 592.9 57 869.1

100～500人未満 54 85.7 51 93.9 56 168.2

100人未満 25 73.4 20 21.5 26 87.1

30％未満 57 173.9 50 240.8 58 378.5

30～70％未満 37 224.4 36 557.3 38 746.4

70％以上 39 175.0 36 102.9 39 270.0

問2-1　請負事業

の売上比率

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3

従業員規模

問7

売上割合

無期雇用者(正社員含む) 有期雇用者 無期雇用者+有期雇用者

（１）－１製造分野における請負事業に従事する従業員数では、無期雇用者（正社員含む）、有期雇用

者ともに「30人未満」が全体の 3割程度と最も多くなっている。30人以上においては、無期雇用者（正社

員含む）では「50～100 人未満」17.0％が多く、有期雇用者では「200～500 人未満」17.7％が多くなって

いる。平均従業員数においても有期雇用者が無期雇用者（正社員含む）より 100名以上多い。 

また、無期雇用者の比率は全体で平均 46.2％となっている。 

※――――――――――――――――――――※―――――――――――――――――――※ 

問 6以降は、製造分野において請負事業（構内請負）を行っている事業者への設問です。 

※――――――――――――――――――――※―――――――――――――――――――※ 
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【基本属性別/製造分野における請負事業に従事する従業員数】【無期雇用者(正社員含む)】 

単位：％ 件数 30人未

満

30～50

人未満

50～100

人未満

100～

200人未

満

200～

500人未

満

500人以

上

無回答

全体 141 31.2 12.8 17.0 12.1 11.3 10.6 5.0

請負事業50％未満 78 41.0 12.8 17.9 10.3 7.7 6.4 3.8

請負事業50％以上 59 20.3 13.6 15.3 15.3 16.9 16.9 1.7

派遣事業50％未満 74 18.9 13.5 18.9 16.2 14.9 14.9 2.7

派遣事業50％以上 60 48.3 11.7 13.3 8.3 8.3 6.7 3.3

500人以上 57 22.8 10.5 12.3 7.0 17.5 24.6 5.3

100～500人未満 56 30.4 10.7 21.4 23.2 10.7 0.0 3.6

100人未満 26 53.8 19.2 19.2 0.0 0.0 3.8 3.8

30％未満 58 46.6 15.5 12.1 8.6 6.9 8.6 1.7

30～70％未満 38 21.1 7.9 26.3 13.2 15.8 13.2 2.6

70％以上 39 23.1 15.4 17.9 15.4 15.4 12.8 0.0

問7

売上割合

問6-1-1.貴社の製造分野における請負事業に従事する従業員の数【無期雇用

者(正社員含む)】

問2-1　請負事業

の売上比率

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3

従業員規模

【基本属性別/製造分野における請負事業に従事する従業員の数】【有期雇用者】 

単位：％ 件数 30人未

満

30～50

人未満

50～100

人未満

100～

200人未

満

200～

500人未

満

500人以

上

無回答

全体 141 30.5 9.2 12.1 7.8 17.7 10.6 12.1

請負事業50％未満 78 32.1 9.0 12.8 7.7 17.9 11.5 9.0

請負事業50％以上 59 30.5 8.5 11.9 8.5 18.6 10.2 11.9

派遣事業50％未満 74 32.4 6.8 10.8 8.1 20.3 8.1 13.5

派遣事業50％以上 60 28.3 11.7 15.0 8.3 16.7 15.0 5.0

500人以上 57 8.8 5.3 15.8 8.8 26.3 26.3 8.8

100～500人未満 56 42.9 8.9 10.7 10.7 17.9 0.0 8.9

100人未満 26 50.0 19.2 7.7 0.0 0.0 0.0 23.1

30％未満 58 31.0 8.6 15.5 6.9 15.5 8.6 13.8

30～70％未満 38 23.7 5.3 10.5 10.5 21.1 23.7 5.3

70％以上 39 38.5 15.4 10.3 7.7 17.9 2.6 7.7

問2-1　請負事業

の売上比率

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3

従業員規模

問7

売上割合

問6-2-1.貴社の製造分野における請負事業に従事する従業員の数【有期雇用

者】

【基本属性別/製造分野における請負事業に従事する従業員の数】無期雇用者+有期雇用者 

単位：％ 件数 30人未

満

30～50

人未満

50～100

人未満

100～

200人未

満

200～

500人未

満

500人以

上

無回答

全体 141 17.0 8.5 18.4 13.5 23.4 19.1 0.0

請負事業50％未満 78 20.5 9.0 24.4 9.0 20.5 16.7 0.0

請負事業50％以上 59 8.5 8.5 11.9 18.6 28.8 23.7 0.0

派遣事業50％未満 74 9.5 8.1 13.5 18.9 29.7 20.3 0.0

派遣事業50％以上 60 21.7 8.3 25.0 6.7 18.3 20.0 0.0

500人以上 57 8.8 3.5 15.8 5.3 21.1 45.6 0.0

100～500人未満 56 17.9 3.6 14.3 26.8 37.5 0.0 0.0

100人未満 26 30.8 26.9 34.6 3.8 0.0 3.8 0.0

30％未満 58 24.1 8.6 27.6 6.9 17.2 15.5 0.0

30～70％未満 38 2.6 7.9 13.2 15.8 31.6 28.9 0.0

70％以上 39 10.3 10.3 12.8 23.1 25.6 17.9 0.0

問2-1　請負事業

の売上比率

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3

従業員規模

問7

売上割合

問6.無期雇用者+有期雇用者
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【基本属性別/製造分野における請負事業に従事する無期雇用者比率】 

件数 平均（%）

全体 122 46.2

請負事業50％未満 69 38.1

請負事業50％以上 52 56.6

派遣事業50％未満 64 56.9

派遣事業50％以上 55 31.8

500人以上 52 36.2

100～500人未満 50 51.2

100人未満 19 57.7

30％未満 49 35.6

30～70％未満 36 42.8

70％以上 36 64.3

問6.無期雇用者割合

問2-1　請負事業

の売上比率

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3　

従業員規模

問7　

売上割合
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（１）－2.製造分野の請負事業に従事する従業員数の内の外国人労働者数 

78.0 

60.3 

2.1 

6.4 

2.8 

3.5 

1.4 

7.1 

0.0 

6.4 

0.0 

2.1 

15.6 

14.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

無期雇用者(正社員

含む) その内

外国人労働者

(n=141)

有期雇用者 その内

外国人労働者

(n=141)

30人未満 30～50人未満 50～100人未満 100～200人未満 200～500人未満 500人以上 無回答

 

※【基本属性別/製造分野における請負事業に従事する従業員数 その内の外国人労働者数】数値表

は次ページ参照。 

 

【基本属性別/製造分野における請負事業に従事する従業員数 その内 平均外国人労働者数】 

件数 平均（名） 件数 平均（名）

全体 119 7.9 121 74.2

請負事業50％未満 65 6.9 69 61.2

請負事業50％以上 53 9.2 51 93.1

派遣事業50％未満 65 8.0 61 83.0

派遣事業50％以上 51 8.2 57 68.6

500人以上 45 13.1 50 142.5

100～500人未満 51 6.3 50 35.9

100人未満 22 1.4 20 2.6

30％未満 48 5.3 50 44.6

30～70％未満 34 12.7 34 148.0

70％以上 36 7.1 35 48.9

有期雇用者

その内外国人労働者

問2-1　請負事業

の売上比率

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3

従業員規模

問7

売上割合

無期雇用者(正社員含む)

その内外国人労働者

 

 

（１）－2 請負事業に従事する従業員数でその内の外国人労働者数は、無期雇用者（正社員含む）と有

期雇用者ともに「30人未満」が多くなっている。平均労働者数でみると、無期雇用者（（正社員含む）7.9 

名に対し、有期雇用者は 74.2名となっており、約 10倍の差がある。 
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【基本属性別/製造分野における請負事業に従事する従業員の数】 

【無期雇用者(正社員含む)】その内 外国人労働者 

単位：％ 件数 30人未

満

30～50

人未満

50～100

人未満

100～

200人未

満

200～

500人未

満

500人以

上

無回答

全体 141 78.0 2.1 2.8 1.4 0.0 0.0 15.6

請負事業50％未満 78 75.6 2.6 5.1 0.0 0.0 0.0 16.7

請負事業50％以上 59 84.7 1.7 0.0 3.4 0.0 0.0 10.2

派遣事業50％未満 74 83.8 1.4 0.0 2.7 0.0 0.0 12.2

派遣事業50％以上 60 75.0 3.3 6.7 0.0 0.0 0.0 15.0

500人以上 57 68.4 3.5 5.3 1.8 0.0 0.0 21.1

100～500人未満 56 85.7 1.8 1.8 1.8 0.0 0.0 8.9

100人未満 26 84.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 15.4

30％未満 58 75.9 5.2 1.7 0.0 0.0 0.0 17.2

30～70％未満 38 78.9 0.0 7.9 2.6 0.0 0.0 10.5

70％以上 39 89.7 0.0 0.0 2.6 0.0 0.0 7.7

問2-1　請負事業

の売上比率

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3

従業員規模

問7

売上割合

問6-1-2.貴社の製造分野における請負事業に従事する従業員の数【無期雇用

者(正社員含む)】その内　外国人労働者

 

【基本属性別製造分野における請負事業に従事する従業員の数】 

【有期雇用者】その内 外国人労働者 

単位：％ 件数 30人未

満

30～50

人未満

50～100

人未満

100～

200人未

満

200～

500人未

満

500人以

上

無回答

全体 141 60.3 6.4 3.5 7.1 6.4 2.1 14.2

請負事業50％未満 78 59.0 6.4 5.1 11.5 5.1 1.3 11.5

請負事業50％以上 59 64.4 6.8 1.7 1.7 8.5 3.4 13.6

派遣事業50％未満 74 62.2 5.4 1.4 4.1 6.8 2.7 17.6

派遣事業50％以上 60 60.0 8.3 6.7 11.7 6.7 1.7 5.0

500人以上 57 47.4 5.3 7.0 14.0 8.8 5.3 12.3

100～500人未満 56 67.9 8.9 1.8 3.6 7.1 0.0 10.7

100人未満 26 73.1 3.8 0.0 0.0 0.0 0.0 23.1

30％未満 58 60.3 8.6 5.2 6.9 5.2 0.0 13.8

30～70％未満 38 52.6 2.6 5.3 15.8 7.9 5.3 10.5

70％以上 39 71.8 7.7 0.0 0.0 7.7 2.6 10.3

問2-1　請負事業

の売上比率

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3

従業員規模

問7

売上割合

問6-2-2.貴社の製造分野における請負事業に従事する従業員の数【有期雇用

者】その内　外国人労働者
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（２）製造分野における請負事業の年間売上高比率 

（問 7.貴社の製造分野における請負事業の年間売上高（直近決算）は、事業全体の年間売上 

のおよそ何％になるか、該当する番号に〇を付けてください。） 

19.1 12.1 9.9 3.5 8.5 7.8 7.1 5.0 5.7 7.8 9.2 4.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=141)

10％未満 10％以上～20％未満 20％以上～30％未満 30％以上～40％未満

40％以上～50％未満 50％以上～60％未満 60％以上～70％未満 70％以上～80％未満

80％以上～90％未満 90％以上～100％未満 100% 無回答

【基本属性別/製造分野における請負事業の年間売上高比率（直近決算）】 

単位：％ 件数 10％未

満

10％以

上～

20％未

満

20％以

上～

30％未

満

30％以

上～

40％未

満

40％以

上～

50％未

満

50％以

上～

60％未

満全体 141 19.1 12.1 9.9 3.5 8.5 7.8

請負事業50％未満 78 33.3 21.8 15.4 6.4 12.8 2.6

請負事業50％以上 59 1.7 0.0 3.4 0.0 3.4 15.3

派遣事業50％未満 74 4.1 2.7 4.1 4.1 8.1 14.9

派遣事業50％以上 60 38.3 25.0 15.0 3.3 10.0 0.0

500人以上 57 22.8 24.6 7.0 3.5 10.5 8.8

100～500人未満 56 17.9 5.4 14.3 3.6 7.1 7.1

100人未満 26 11.5 0.0 7.7 3.8 7.7 7.7

30％未満 58 46.6 29.3 24.1 0.0 0.0 0.0

30～70％未満 38 0.0 0.0 0.0 13.2 31.6 28.9

70％以上 39 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

単位：％ 件数 60％以

上～

70％未

満

70％以

上～

80％未

満

80％以

上～

90％未

満

90％以

上～

100％未

満

100% 無回答

全体 141 7.1 5.0 5.7 7.8 9.2 4.3

請負事業50％未満 78 1.3 0.0 1.3 1.3 0.0 3.8

請負事業50％以上 59 15.3 11.9 11.9 15.3 22.0 0.0

派遣事業50％未満 74 12.2 9.5 9.5 12.2 17.6 1.4

派遣事業50％以上 60 1.7 0.0 1.7 1.7 0.0 3.3

500人以上 57 8.8 1.8 1.8 1.8 5.3 3.5

100～500人未満 56 7.1 7.1 8.9 10.7 7.1 3.6

100人未満 26 3.8 7.7 7.7 15.4 23.1 3.8

30％未満 58 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

30～70％未満 38 26.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

70％以上 39 0.0 17.9 20.5 28.2 33.3 0.0

問2-1　請負事業

の売上比率

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3

従業員規模

問7

売上割合

問7.貴社の製造分野における請負事業の年間売上高（直近決

算）は、事業全体の年間売上のおよそ何％になるか、該当する番号

に〇を付けてください。

問2-1　請負事業

の売上比率

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3

従業員規模

問7

売上割合

 

（３）製造分野における請負事業の事業全体に対する年間売上高比率は、「10％未満」が 19.1％で最も

多く、「10％以上～20％未満」が 12.1％、「20％以上～30％未満」が 9.9％と続いている。「30％未満」で 

全体の 41.1％となっている。 
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２ ） 有期雇用者の無期雇用化への対応について 

（１）無期雇用化の今後の方針 

（問 8.有期雇用者の無期雇用化（無期転換ルールを除く）について、今後の方針に最も近い 

もの１つに〇を付けてください。） 

31.2 51.1 

1.4 

0.0 

4.3 6.4 

2.1 

3.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=141)

無期雇用化をさらに充実させていく。 無期雇用化を現状のまま継続していく。

無期雇用を縮小していく。 無期雇用化の導入を予定している。

無期雇用化の導入をこれから検討していく。 無期雇用化の導入は現在のところ考えていない。

その他 無回答

 

 

 

 

【基本属性別/有期雇用者の無期雇用化（無期転換ルールを除く）の今後の方針】 

単位：％ 件数 無期雇用

化をさらに

充実させ

ていく。

無期雇用

化を現状

のまま継

続してい

く。

無期雇用

を縮小し

ていく。

無期雇用

化の導入

を予定し

ている。

無期雇用

化の導入

をこれから

検討して

いく。

無期雇用

化の導入

は現在の

ところ考え

ていない。

その他 無回答

全体 141 31.2 51.1 1.4 0.0 4.3 6.4 2.1 3.5

請負事業50％未満 78 35.9 52.6 1.3 0.0 3.8 3.8 1.3 1.3

請負事業50％以上 59 25.4 50.8 1.7 0.0 5.1 8.5 3.4 5.1

派遣事業50％未満 74 23.0 54.1 1.4 0.0 5.4 8.1 2.7 5.4

派遣事業50％以上 60 41.7 48.3 1.7 0.0 3.3 3.3 1.7 0.0

500人以上 57 35.1 56.1 0.0 0.0 1.8 5.3 1.8 0.0

100～500人未満 56 28.6 50.0 1.8 0.0 5.4 10.7 1.8 1.8

100人未満 26 30.8 38.5 3.8 0.0 7.7 0.0 3.8 15.4

30％未満 58 41.4 50.0 0.0 0.0 1.7 3.4 3.4 0.0

30～70％未満 38 28.9 52.6 5.3 0.0 5.3 5.3 0.0 2.6

70％以上 39 17.9 53.8 0.0 0.0 5.1 12.8 2.6 7.7

問2-1　請負事業

の売上比率

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3

従業員規模

問7

売上割合

問8.有期雇用者の無期雇用化（無期転換ルールを除く）について、今後の方針に最も近い

もの１つに〇を付けてください。

 

（１）有期雇用者の無期雇用化の今後の方針は、「無期雇用化を現状のまま継続していく。」が 51.1％と

半数を占めている。次いで「無期雇用化をさらに充実させていく」が 31.2％となっている。一方、「無期雇

用を縮小していく。」が 1.4％、「無期雇用化の導入は現在のところ考えていない。」6.4％であり、無期雇

用化に明らかに消極的な事業者は 7.8％となっている。 

 

  

＜その他＞ 
・高年齢者雇用のため（短時間労働者） 

・有期雇用は定年退職者のみ（請負） 
・対象者がいない 
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（２）無期雇用に転換する場合の労働条件の変更 

（問 9. 問 8で、「1.無期雇用化をさらに充実させていく」または「2.無期雇用化を現状のまま継 

続していく」と答えた方にお伺いします。無期雇用に転換する場合の労働条件の変更につい 

て、最も近いもの１つに〇を付けてください。） 

49.1 25.0 11.2 10.3 4.3 0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=116)

雇用期間の変更以外、労働条件・待遇は変えていない。

できるだけ正社員に近い労働条件・待遇に変更している。

正社員と同じ労働条件・待遇に変更している。(正社員化）

新たな基準を設け、それに基づいた労働条件・待遇に変更している。

その他

無回答

 

 

 

 

 

【基本属性別/無期雇用に転換する場合の労働条件の変更】 

単位：％ 件数 雇用期間

の変更以

外、労働

条件・待

遇は変え

ていない。

できるだけ

正社員に

近い労働

条件・待

遇に変更

している。

正社員と

同じ労働

条件・待

遇に変更

している。

(正社員

化）

新たな基

準を設け、

それに基

づいた労

働条件・

待遇に変

更してい

る。

その他 無回答

全体 116 49.1 25.0 11.2 10.3 4.3 0.0

請負事業50％未満 69 55.1 24.6 5.8 11.6 2.9 0.0

請負事業50％以上 45 40.0 24.4 20.0 8.9 6.7 0.0

派遣事業50％未満 57 42.1 26.3 19.3 7.0 5.3 0.0

派遣事業50％以上 54 59.3 24.1 0.0 13.0 3.7 0.0

500人以上 52 50.0 26.9 5.8 13.5 3.8 0.0

100～500人未満 44 56.8 22.7 9.1 6.8 4.5 0.0

100人未満 18 27.8 27.8 33.3 5.6 5.6 0.0

30％未満 53 50.9 26.4 5.7 13.2 3.8 0.0

30～70％未満 31 51.6 29.0 9.7 6.5 3.2 0.0

70％以上 28 39.3 17.9 25.0 10.7 7.1 0.0

問2-1　請負事業

の売上比率

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3

従業員規模

問7

売上割合

問9.問8で、「1.無期雇用化をさらに充実させていく」または「2.無期

雇用化を現状のまま継続していく」と答えた方にお伺いします。無期雇

用に転換する場合の労働条件の変更について、最も近いもの１つに

〇を付けてください。

 

（２）無期雇用に転換する場合の労働条件は、「雇用期間の変更以外、労働条件・待遇は変えていな

い。」が 49.1％で半数を占める。次いで「できるだけ正社員に近い労働条件・待遇に変更している。」が 

25.0％となっている。  

＜その他＞ 
・正社員登用と雇用期間に応じた①内容の無期転換を併用 

・1番の人と 3番（正社員化）の人がいる。 
・「１」の内容に「転勤」ありを追加している 
・無期雇用者しかいない 

・有期雇用の実績なし 
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（３）無期雇用化の実施上の問題・課題 

（問 10.無期雇用化を実施する上での問題・課題について、該当するものに〇を付けてくださ 

い。）〔複数回答可〕 

24.8 

37.6 

36.2 

29.1 

30.5 

5.7 

7.1 

12.1 

0 10 20 30 40

有期雇用者が無期雇用化（無期転換ルール）

について理解、興味を示さない。

業務の繁閑への対応（雇用調整）が難しくなる。

雇用に係る費用負担（人件費、教育訓練費など）

が増える。

雇用形態の多様化・複雑化により、雇用管理

・運用面が大変になる。

無期雇用の対象となる労働者が勤務地変更や

職務変更を望まない。

「同一労働同一賃金」との関連性がよく分からい。

その他

無回答

(%)

全体

(n=141)

 

 

 

 

 

 

 

（３）無期雇用化を実施する上での問題・課題については、「業務の繁閑への対応（雇用調整）が難しく

なる。」が 37.6％で最も多くなっている。次いで「雇用に係る費用負担（人件費、教育訓練費など）が増

える。」が 36.2％、「無期雇用の対象となる労働者が勤務地変更や職務変更を望まない。」が 30.5％、

「雇用形態の多様化・複雑化により、雇用管理・運用面が大変になる。」が 29.1％、「有期雇用者が無期

雇用化（無期転換ルール）について理解、興味を示さない。」が 24.8％と続いている。 

 

  

＜その他＞ 

・弊社は無期にて雇用させていただいておりますが、退職するものが多数いること。 
・全員無期雇用 
・有期雇用の方が無期雇用より条件が良く無期雇用の転換を望まない。 

・無期雇用を望まない（責任の増大） 
・有期雇用は定年退職者もしくは類する 65歳以上のスタッフのみのため。 
・同一労働同一賃金による負担 

・対象者がいない 
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【基本属性別/無期雇用化を実施する上での問題・課題】 

単位：％ 件数 有期雇用

者が無期

雇用化

（無期転

換ルー

ル）につ

いて理

解、興味

を示さな

い。

業務の繁

閑への対

応（雇用

調整）が

難しくな

る。

雇用に係

る費用負

担（人件

費、教育

訓練費な

ど）が増

える。

雇用形態

の多様

化・複雑

化により、

雇用管

理・運用

面が大変

になる。

無期雇用

の対象と

なる労働

者が勤務

地変更や

職務変更

を望まな

い。

「同一労

働同一賃

金」との関

連性がよく

分からい。

その他 無回答

全体 141 24.8 37.6 36.2 29.1 30.5 5.7 7.1 12.1

請負事業50％未満 78 29.5 41.0 42.3 29.5 38.5 7.7 5.1 9.0

請負事業50％以上 59 20.3 33.9 28.8 28.8 20.3 3.4 10.2 15.3

派遣事業50％未満 74 21.6 36.5 31.1 25.7 18.9 2.7 9.5 14.9

派遣事業50％以上 60 30.0 41.7 43.3 33.3 46.7 10.0 5.0 6.7

500人以上 57 31.6 50.9 42.1 33.3 42.1 5.3 1.8 1.8

100～500人未満 56 21.4 35.7 33.9 30.4 23.2 8.9 10.7 12.5

100人未満 26 19.2 15.4 30.8 15.4 19.2 0.0 11.5 34.6

30％未満 58 25.9 50.0 48.3 29.3 37.9 8.6 3.4 6.9

30～70％未満 38 34.2 26.3 36.8 28.9 39.5 2.6 7.9 13.2

70％以上 39 15.4 33.3 20.5 30.8 12.8 5.1 10.3 17.9

問10.無期雇用化を実施する上での問題・課題について、該当するものに〇を付けてくださ

い。〔複数回答可〕

問2-1　請負事業

の売上比率

問3

従業員規模

問7

売上割合

問2-2　派遣事業

の売上比率
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３ ） 請負価格の交渉について 

（１）請負価格の値上げ交渉の有無 

（問 11.過去１年間に発注者（取引先）と請負価格の値上げ交渉を行ったことがありますか。） 

82.3 17.7 0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=141)

はい。 いいえ。 無回答

 

 

【基本属性別/過去１年間の発注者（取引先）と請負価格の値上げ交渉の有無】 

単位：％ 件数 はい。 いいえ。 無回答

全体 141 82.3 17.7 0.0

請負事業50％未満 78 76.9 23.1 0.0

請負事業50％以上 59 88.1 11.9 0.0

派遣事業50％未満 74 83.8 16.2 0.0

派遣事業50％以上 60 78.3 21.7 0.0

500人以上 57 82.5 17.5 0.0

100～500人未満 56 83.9 16.1 0.0

100人未満 26 76.9 23.1 0.0

30％未満 58 79.3 20.7 0.0

30～70％未満 38 84.2 15.8 0.0

70％以上 39 87.2 12.8 0.0

問2-1　請負事業

の売上比率

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3

従業員規模

問7

売上割合

問11.過去１年間に発注者（取

引先）と請負価格の値上げ交渉

を行ったことがありますか。

 

（１）過去 1年間における請負価格の値上げ交渉は、82.3％と全体の 8割を超えている。 
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（２）価格交渉の結果 

（問 12. 問 11で、「1.はい」と答えた方にお伺います。価格交渉を行った結果について、該当 

するもの１つに〇を付けてください。） 

8.6 63.8 12.9 2.6 

1.7 

8.6 1.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=116)

要望通りの価格を認めてもらえた。 要望通りではないが、値上げは認めてもらえた。

値上げは認めてもらえなかった。 請負価格の値下げを要求された。

交渉に応じてもらえなかった。 その他

無回答

 

 

 

 

 

 

 

 

【基本属性別/価格交渉を行った結果】 

単位：％ 件数 要望通り

の価格を

認めてもら

えた。

要望通り

ではない

が、値上

げは認め

てもらえ

た。

値上げは

認めてもら

えなかっ

た。

請負価格

の値下げ

を要求さ

れた。

交渉に応

じてもらえ

なかった。

その他 無回答

116 10 74 15 3 2 10 2

100.0 8.6 63.8 12.9 2.6 1.7 8.6 1.7

請負事業50％未満 60 6.7 66.7 15.0 1.7 1.7 6.7 1.7

請負事業50％以上 52 9.6 61.5 11.5 3.8 1.9 9.6 1.9

派遣事業50％未満 62 9.7 58.1 16.1 3.2 1.6 9.7 1.6

派遣事業50％以上 47 4.3 74.5 10.6 2.1 2.1 6.4 0.0

500人以上 47 6.4 72.3 4.3 0.0 0.0 17.0 0.0

100～500人未満 47 4.3 63.8 19.1 6.4 2.1 4.3 0.0

100人未満 20 25.0 45.0 20.0 0.0 5.0 0.0 5.0

30％未満 46 4.3 71.7 8.7 2.2 2.2 8.7 2.2

30～70％未満 32 9.4 65.6 18.8 0.0 0.0 6.3 0.0

70％以上 34 11.8 52.9 14.7 5.9 2.9 8.8 2.9

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3　

従業員規模

問7　

売上割合

問12.問11で、「1.はい」と答えた方にお伺います。価格交渉を行った結果につい

て、該当するもの１つに〇を付けてください。

問2-1　請負事業

の売上比率

全体（件数）

全体（ ％　）

（２）価格交渉の結果については、「要望通りではないが、値上げは認めてもらえた。」が 63.8％で最も多い。

「要望通りの価格を認めてもらえた。」が 8.6％。「値上げは認めてもらえなかった。」が 12.9％、「請負価格の

値下げを要求された。」が 2.6％、「交渉に応じてもらえなかった。」が 1.7％と、全く認めてもらえなかった結果

は合わせて 17.2％となっている。 

＜その他＞ 

・業務改善、効率化等により値下げとなることが多い。 
・交渉中。 
・発注先により対応が違う。 

・事業による。 
・1(要望どおり),2（要望どおりではないが認めてもらった）, 
3（認めてもらえなかった）,4（値下げ要求された）全て該当。 

・一部のみ認めてもらった。 
・値上げＯＫとＮＧ両方あり。 
・事業所により異なる。 

・取引先により 1（要求どおり）or2（要望どおりではないが認めてもらった）。 
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４ ） 外国人労働者の活用について 

（１）製造請負現場での外国人労働者の活用の有無 

（問 13.現在、製造請負現場で外国人労働者を活用していますか。） 

61.0 39.0 0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=141)

はい。 いいえ。 無回答

 

 

【基本属性別/製造請負現場での外国人労働者活用の有無】 

単位：％ 件数 はい。 いいえ。 無回答

141 86 55 0

100.0 61.0 39.0 0.0

請負事業50％未満 78 57.7 42.3 0.0

請負事業50％以上 59 67.8 32.2 0.0

派遣事業50％未満 74 62.2 37.8 0.0

派遣事業50％以上 60 65.0 35.0 0.0

500人以上 57 78.9 21.1 0.0

100～500人未満 56 58.9 41.1 0.0

100人未満 26 30.8 69.2 0.0

30％未満 58 60.3 39.7 0.0

30～70％未満 38 68.4 31.6 0.0

70％以上 39 64.1 35.9 0.0

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3　

従業員規模

問7　

売上割合

問13.現在、製造請負現場で外

国人労働者を活用していますか。

問2-1　請負事業

の売上比率

全体（件数）

全体（ ％　）

 

 

（１） 製造現場での外国人労働者の活用は、61.0％と全体の 6割が活用している。 
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（２）製造請負現場で活用している外国人労働者の在留資格 

（問 14. 問 13で、「1.はい」と答えた方にお伺いします。現在活用している外国人労働者の在 

留資格について、該当するものに〇を付けてください。 

 

2.3 

46.5 

81.4 

19.8 

9.3 

1.2 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

特定技能外国人

技能実習生

身分に基づき在留する者

（日系人、日本人の配偶者等）

技術・人文知識・国際業務

その他

無回答

(%)

全体

(n=86)

 

 

【基本属性別/製造請負現場で活用している外国人労働者の在留資格】 

単位：％ 件数 特定技能

外国人

技能実習

生

身分に基

づき在留

する者

（日系

人、日本

人の配偶

者等）

技術・人

文知識・

国際業務

その他 無回答

全体 86 2.3 46.5 81.4 19.8 9.3 1.2

請負事業50％未満 45 0.0 44.4 77.8 17.8 11.1 2.2

請負事業50％以上 40 5.0 50.0 85.0 22.5 7.5 0.0

派遣事業50％未満 46 4.3 52.2 87.0 23.9 6.5 0.0

派遣事業50％以上 39 0.0 41.0 74.4 15.4 12.8 2.6

500人以上 45 4.4 55.6 73.3 22.2 11.1 2.2

100～500人未満 33 0.0 42.4 93.9 18.2 9.1 0.0

100人未満 8 0.0 12.5 75.0 12.5 0.0 0.0

30％未満 35 0.0 48.6 77.1 22.9 14.3 0.0

30～70％未満 26 7.7 50.0 88.5 19.2 7.7 3.8

70％以上 25 0.0 40.0 80.0 16.0 4.0 0.0

問14.問13で、「1.はい」と答えた方にお伺いします。現在活用してい

る外国人労働者の在留資格について、該当するものに〇を付けてくだ

さい。

問2-1　請負事業

の売上比率

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3

従業員規模

問7

売上割合

 

 

（２）製造現場で現在活用している外国人労働者の在留資格は、「身分に基づき在留する者（日系人、

日本人の配偶者等）」が 81.4％と 8割を超え、最も多くなっている。次いで「技能実習生」が 46.5％、 

「技術・人文知識・国際業務」が 19.8％と続いている。 

  

＜その他＞ 
・永住者（4） 

・留学生（2） 
・定住者（2） 
・資格外活動 

・家族滞在者 
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（３）製造請負現場で活用している外国人労働者の国籍 

（問15. 問13で、「1.はい」と答えた方にお伺いします。貴社で活用している外国人労働者の国籍は 

どこの国が多いですか。多い順に国名を 2つご記入ください。※大まかな順位で結構です。また 

1か国の場合は、１つのみ記入でお願いします。 

   □ 企業数６８社 ＊（ ）内は企業数 

       ＜最も多い国籍＞            ＜2番目に多い国籍＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・ベトナム（28） 

・ブラジル（27） 

・フィリピン（12） 

・中国（9） 

・ミャンマー（3） 

・タイ（2） 

・インドネシア 

・カンボジア 

・ネパール 

・ペルー 

（・東南アジア） 

 

          

 

          合計：８６ 

・中国（13） 

・フィリピン（10） 

・ベトナム（10） 

・ブラジル（7） 

・ペルー（4） 

・ミャンマー（3） 

・ネパール（2） 

・ボリビア（2） 

・台湾（2） 

・インドネシア 

・スリランカ 

・タイ 

・韓国 

・モンゴル 

         合計：58 
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（４）製造請負現場で外国人労働者活用企業の今後の活動方針 

（問 16. 問 13 で、「1.はい」と答えた方に、外国人労働者の今後の活用方針についてお伺いします。

最も近いもの１つに〇を付けてください。） 

27.9 38.4 26.7 

2.3 

4.7 0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=86)

積極的に増やしていく。 状況をみて増やしていく。 現状を維持する。 減らしていく。 決めかねている。 無回答

 

【基本属性別/製造請負現場で外国人労働者活用企業の今後の活用方針】 

単位：％ 件数 積極的に

増やしてい

く。

状況をみ

て増やして

いく。

現状を維

持する。

減らしてい

く。

決めかね

ている。

無回答

86 24 33 23 2 4 0

100.0 27.9 38.4 26.7 2.3 4.7 0.0

請負事業50％未満 45 42.2 40.0 17.8 0.0 0.0 0.0

請負事業50％以上 40 12.5 37.5 35.0 5.0 10.0 0.0

派遣事業50％未満 46 10.9 41.3 34.8 4.3 8.7 0.0

派遣事業50％以上 39 48.7 35.9 15.4 0.0 0.0 0.0

500人以上 45 35.6 37.8 20.0 2.2 4.4 0.0

100～500人未満 33 18.2 42.4 33.3 3.0 3.0 0.0

100人未満 8 25.0 25.0 37.5 0.0 12.5 0.0

30％未満 35 42.9 42.9 14.3 0.0 0.0 0.0

30～70％未満 26 19.2 34.6 34.6 3.8 7.7 0.0

70％以上 25 16.0 36.0 36.0 4.0 8.0 0.0

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3　

従業員規模

問7　

売上割合

問16.問13で、「1.はい」と答えた方に、外国人労働者の今後の活

用方針についてお伺いします。最も近いもの１つに〇を付けてくださ

い。

問2-1　請負事業

の売上比率

全体（件数）

全体（ ％　）

 

（４）外国人労働者の今後の活用方針は、「状況をみて増やしていく。」が 38.4％で最も多くなっている。

次いで「積極的に増やしていく。」が 27.9％と、外国人労働者を増やす活用方針が合わせて 66.3％、 

７割近くになっている。「現状を維持する。」は 26.7％。 
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（５）製造請負現場で外国人労働者未活用の企業の今後の活用方針 

（問 17. 問 13 で、「2.いいえ」と答えた方に、外国人労働者の今後の活用方針についてお伺いします。

最も近いもの１つに〇を付けてください。 

7.3 16.4 45.5 30.9 0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=55)

活用することが決定している。 現在活用を検討中。 将来活用を検討する。 今後も活用する気はない。 無回答

 

【基本属性別/製造請負現場で外国人労働者未活用の企業の今後の活用方針】 

単位：％ 件数 活用する

ことが決定

している。

現在活用

を検討

中。

将来活用

を検討す

る。

今後も活

用する気

はない。

無回答

55 4 9 25 17 0

100.0 7.3 16.4 45.5 30.9 0.0

請負事業50％未満 33 9.1 12.1 48.5 30.3 0.0

請負事業50％以上 19 5.3 21.1 36.8 36.8 0.0

派遣事業50％未満 28 3.6 14.3 39.3 42.9 0.0

派遣事業50％以上 21 14.3 19.0 42.9 23.8 0.0

500人以上 12 8.3 25.0 41.7 25.0 0.0

100～500人未満 23 13.0 8.7 47.8 30.4 0.0

100人未満 18 0.0 22.2 38.9 38.9 0.0

30％未満 23 17.4 4.3 65.2 13.0 0.0

30～70％未満 12 0.0 16.7 25.0 58.3 0.0

70％以上 14 0.0 21.4 28.6 50.0 0.0

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3　

従業員規模

問7　

売上割合

問17.問13で、「2.いいえ」と答えた方に、外国人労働者

の今後の活用方針についてお伺いします。最も近いもの１

つに〇を付けてください。

問2-1　請負事業

の売上比率

全体（件数）

全体（ ％　）

 

（５）外国人労働者未活用の事業者の今後の活用方針は、「将来活用を検討する。」が 45.5％で最も多

くなっている。「活用することが決定している。」が 7.3％、「現在活用を検討中。」が 16.4％と、合わせて 

全体の 69.2％、7 割が外国人労働者の活用に積極的な姿勢を示している。一方、「今後活用する気は

ない。」とする事業者も 30.9％ある。 
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（６）増やす対象としている外国人労働者の在留資格 

（問 18. 問 16で、「1.積極的に増やしていく」「2.状況をみて増やしていく」または問 17で、「1.活用 

することが決定している」と答えた方にお伺いします。増やす対象としている外国人労働者の在留資 

格ついて、該当するものに〇を付けてください。）〔複数回答可〕 

42.6 

63.9 

65.6 

32.8 

4.9 

0.0 

0 10 20 30 40 50 60 70

特定技能外国人

技能実習生

身分に基づき在留する者

（日系人、日本人の配偶者等）

技術・人文知識・国際業務

その他

無回答

(%)

全体

(n=61)

 

 

【基本属性別/増やす対象としている外国人労働者の在留資格】 

単位：％ 件数 特定技能

外国人

技能実習

生

身分に基

づき在留

する者

（日系

人、日本

人の配偶

者等）

技術・人

文知識・

国際業務

その他 無回答

全体 61 42.6 63.9 65.6 32.8 4.9 0.0

請負事業50％未満 40 45.0 55.0 70.0 30.0 5.0 0.0

請負事業50％以上 21 38.1 81.0 57.1 38.1 4.8 0.0

派遣事業50％未満 25 40.0 76.0 60.0 36.0 4.0 0.0

派遣事業50％以上 36 44.4 55.6 69.4 30.6 5.6 0.0

500人以上 34 47.1 64.7 64.7 32.4 8.8 0.0

100～500人未満 23 39.1 69.6 73.9 30.4 0.0 0.0

100人未満 4 25.0 25.0 25.0 50.0 0.0 0.0

30％未満 34 50.0 61.8 64.7 29.4 2.9 0.0

30～70％未満 14 42.9 64.3 92.9 42.9 7.1 0.0

70％以上 13 23.1 69.2 38.5 30.8 7.7 0.0

問2-1　請負事業

の売上比率

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3

従業員規模

問7

売上割合

問18.問16で、「1.積極的に増やしていく」「2.状況をみて増やしてい

く」または問17で、「1.活用することが決定している」と答えた方にお伺

いします。増やす対象としている外国人労働者の在留資格について、

該当するものに〇を付けてください。〔複数回答可〕

 

 

（６）増やす対象としている外国人労働者の在留資格は、「身分に基づき在留する者（日系人、日本人の

配偶者等）」が 65.6％で最も多くなっている。僅差で「技能実習生」が 63.9％で多くなっている。続いて

「特定技能外国人」の 42.6％となっている。 

  

＜その他＞ 
・留学生 
・留学（特定活動） 
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（７）外国人労働者を活用するにあたっての課題 

（問 19.外国人労働者を活用するにあたっての課題について、該当するものに〇を付けてください。） 

〔複数回答可〕 

23.4 

36.9 

23.4 

27.7 

24.1 

56.0 

16.3 

12.1 

15.6 

5.0 

2.1 

0 10 20 30 40 50 60

新たな在留資格、外国人労働者受入れ

の仕組みが分かりづらい。

登録・申請等の手続きが煩雑すぎる。

教育や生活支援への体制が思うように

取れない。

生活環境・労働環境を整えるのが難しい。

外国人労働者が請負現場で働くことに

対して,取引先の理解が得られない。

コミュニケーションが取りずらい。

（言語・文化・生活習慣等）

戦力になるのに時間がかかる。生産性が

上がらない。

離職率が高い。

行政の支援が足りない。

その他

無回答

(%)

全体

(n=141)

 

 

 

 

 

 

（７）外国人労働者を活用するにあたっての課題については、「コミュニケーションが取りづらい。（言語・

文化・生活習慣等）」が 56.0％で最も多くなっている。次いで「登録・申請等の手続きが煩雑すぎる。」が

36.9％となっている。続いて「生活環境・労働環境を整えるのが難しい。」27.7％、「外国人労働者が請

負現場で働くことに対して、取引先の理解が得られない。」24.1％となっている。 

また、「新たな在留資格、外国人労働者受入れの仕組みが分かりづらい。」23.4％、「教育や生活支援

の体制が思うように取れない。」23.4％と、同率で続いている。 

 

  

＜その他＞ 

・就労期間が短い、制度上。 
・現状は特に問題ない。 
・6（コミュニケーションが取りづらい）が一番ですが、自分の気持ちに

そぐわなければ態度が一変し、こちら側の言うことを無視して分から
ない振りをする。 
・無期雇用が出来ない。 

・制度が複雑すぎる。又、本当に必要な業種で活用出来ない。 
・取引先の確保が難しい。 
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【基本属性別/外国人労働者を活用するにあたっての課題】 

単位：％ 件数 新たな在

留資格、

外国人労

働者受入

れの仕組

みが分かり

づらい。

登録・申

請等の手

続きが煩

雑すぎる。

教育や生

活支援へ

の体制が

思うように

取れない。

生活環

境・労働

環境を整

えるのが難

しい。

外国人労

働者が請

負現場で

働くことに

対して、取

引先の理

解が得ら

れない。

コミュニ

ケーション

が取りずら

い。（言

語・文化・

生活習慣

等）

全体 141 23.4 36.9 23.4 27.7 24.1 56.0

請負事業50％未満 78 23.1 39.7 23.1 26.9 25.6 53.8

請負事業50％以上 59 23.7 33.9 22.0 27.1 22.0 57.6

派遣事業50％未満 74 21.6 32.4 24.3 27.0 23.0 60.8

派遣事業50％以上 60 25.0 45.0 20.0 26.7 23.3 48.3

500人以上 57 19.3 36.8 24.6 26.3 26.3 54.4

100～500人未満 56 23.2 37.5 23.2 25.0 19.6 58.9

100人未満 26 34.6 38.5 23.1 38.5 30.8 53.8

30％未満 58 25.9 39.7 24.1 25.9 24.1 53.4

30～70％未満 38 21.1 42.1 23.7 26.3 21.1 60.5

70％以上 39 23.1 25.6 17.9 28.2 25.6 56.4

単位：％ 件数 戦力にな

るのに時

間がかか

る。生産

性が上が

らない。

離職率が

高い。

行政の支

援が足り

ない。

その他 無回答

全体 141 16.3 12.1 15.6 5.0 2.1

請負事業50％未満 78 15.4 7.7 15.4 2.6 3.8

請負事業50％以上 59 16.9 18.6 16.9 8.5 0.0

派遣事業50％未満 74 16.2 18.9 16.2 5.4 0.0

派遣事業50％以上 60 15.0 5.0 15.0 5.0 5.0

500人以上 57 15.8 1.8 15.8 5.3 3.5

100～500人未満 56 12.5 16.1 16.1 3.6 1.8

100人未満 26 26.9 26.9 11.5 7.7 0.0

30％未満 58 17.2 5.2 19.0 3.4 3.4

30～70％未満 38 15.8 13.2 13.2 7.9 2.6

70％以上 39 12.8 23.1 15.4 5.1 0.0

問19.外国人労働者を活用するにあたっての課題について、該当する

ものに〇を付けてください。〔複数回答可〕

問2-1　請負事業

の売上比率

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3

従業員規模

問7

売上割合

問3

従業員規模

問7

売上割合

問2-1　請負事業

の売上比率

問2-2　派遣事業

の売上比率
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（８）行政へ希望する支援 

（問 20. 問 19で、「9.行政の支援が足りない」に○を付けた方にお伺いします。行政の支援で何を 

希望されますか。（自由記述）） 

 

  □教育に関すること 

・日本語教育支援 
・日本語教育、ボランティア 
・日本の文化、習慣等、基本的教育支援 
・外国人向けのセミナー等 
・権利のみ主張し、義務を守ろうとしない（ex.突然の離職等）。 
仕事に対し、義務もあることを教えてもらいたい。 
・地域による就労者ご子息の入学受け入れ態勢の格差改善 

  □資料に関すること 

・各書類の訳文が欲しい（市役所・ハローワーク等） 
・会社に課せられている安全衛生、労働法制に関する外国語の資料が揃って 
いないため、自社で翻訳する手間とコストがかかっている。外国語の資料 
を増やして欲しい。 

  □制度・手続きに関すること 

・もっと単純労働で簡単に使える制度が欲しい。 
・外国人が就労できる期間・職種等の範囲拡大。 
・技能実習生は人数枠があり職種が限定されて使えない。 
・技・人・国も限定的すぎて使えない。 
・特定技能は人数が少なすぎて回ってこない。 
・特に「特定技能」の受け入れに当たっては、細目がなかなか決まらず新たな条件が 
付加され対応しづらい。 
・受け入れの仕組みの簡素化を望みます。 
・手続きの簡素化、問合せ窓口のオープン化 
・外国人労働者活用にあたっての補助金、言語設備補助、企業への外国人 
受入義務（割合決め等） 

 ・助成金等、生産性が上がるまでなど。 
・助成金が受けられるかどうかが判断しにくい。 
・入管の対応が悪いし、遅い。 
・スピード/レスポンス（支援ではないが書類提出後の処理が遅い） 

 □その他 

・会社ではなく外国人労働者への支援があれば…。 
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５ ） 製造請負事業に関するガイドラインについて 

（１）製造請負事業に関するガイドライン（以下、ガイドラインという）の認知 

（問 21.上記ガイドラインをご存知ですか。） 

65.2 25.5 8.5 0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=141)

名前と「請負事業主が講ずべき措置」の内容ともに知っている。

名前は知っているが「請負事業主が講ずべき措置」の内容は知らない。

名前と「請負事業主が講ずべき措置」の内容ともに知らない。

無回答

 
※「製造請負事業に関するガイドライン」は、製造業の請負事業の雇用管理の改善及び適正化の促進に取り組む請負事業主が

講ずべき措置に関し、平成１９年に厚生労働省が策定したものです。 

 

【基本属性別/ガイドラインの認知】 

単位：％ 件数 名前と「請

負事業主

が講ずべき

措置」の

内容ともに

知ってい

る。

名前は

知っている

が「請負

事業主が

講ずべき

措置」の

内容は知

らない。

名前と「請

負事業主

が講ずべき

措置」の

内容ともに

知らない。

無回答

141 92 36 12 1

100.0 65.2 25.5 8.5 0.7

請負事業50％未満 78 70.5 23.1 6.4 0.0

請負事業50％以上 59 61.0 25.4 11.9 1.7

派遣事業50％未満 74 60.8 27.0 10.8 1.4

派遣事業50％以上 60 73.3 20.0 6.7 0.0

500人以上 57 77.2 19.3 3.5 0.0

100～500人未満 56 60.7 25.0 14.3 0.0

100人未満 26 50.0 38.5 7.7 3.8

30％未満 58 69.0 20.7 10.3 0.0

30～70％未満 38 78.9 15.8 5.3 0.0

70％以上 39 51.3 38.5 7.7 2.6

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3　

従業員規模

問7　

売上割合

問21.上記ガイドラインをご存知ですか。

問2-1　請負事業

の売上比率

全体（件数）

全体（ ％　）

 

 

（１）製造請負事業に関するガイドラインについては、「名前と「請負事業主が講ずべき措置」の内容とも

に知っている。」が 65.2％で最も多くなっている。次いで「名前は知っているが「請負事業主が講ずべき

措置」の内容は知らない。」が 25.5％、「名前と「請負事業主が講ずべき措置」の内容ともに知らない。」 

が 8.5％と、続いている。ガイドラインについては、全体の 34.0％、１／３の事業者が内容を知らない。 

  



32 

 

（２）ガイドラインの活用 

（問 22. 問 21で、「1.名前と「請負事業主が講ずべき措置」の内容ともに知っている」と答えた方に、 

ガイドラインの活用についてお伺します。該当するもの１つに〇を付けてください。） 

40.2 44.6 12.0 

0.0 

3.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=92)

事業活動に大いに活用している。 事業活動に一部活用している。 ほとんど活用していない。 その他 無回答

 

 

【基本属性別ガイドラインの活用】 

単位：％ 件数 事業活動

に大いに

活用して

いる。

事業活動

に一部活

用してい

る。

ほとんど活

用していな

い。

その他 無回答

92 37 41 11 0 3

100.0 40.2 44.6 12.0 0.0 3.3

請負事業50％未満 55 43.6 40.0 10.9 0.0 5.5

請負事業50％以上 36 36.1 50.0 13.9 0.0 0.0

派遣事業50％未満 45 33.3 53.3 13.3 0.0 0.0

派遣事業50％以上 44 47.7 36.4 11.4 0.0 4.5

500人以上 44 59.1 34.1 4.5 0.0 2.3

100～500人未満 34 23.5 52.9 20.6 0.0 2.9

100人未満 13 15.4 61.5 15.4 0.0 7.7

30％未満 40 47.5 35.0 12.5 0.0 5.0

30～70％未満 30 40.0 50.0 10.0 0.0 0.0

70％以上 20 30.0 50.0 15.0 0.0 5.0

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3　

従業員規模

問7　

売上割合

問22.問21で、「1.名前と「請負事業主が講ずべき措

置」の内容ともに知っている」と答えた方に、ガイドラインの

活用についてお伺します。該当するもの１つに〇を付けてく

ださい。

問2-1　請負事業

の売上比率

全体（件数）

全体（ ％　）

 

 

（２） ガイドラインの活用については、「事業活動に一部活用している。」が 44.6％、「事業活動に大いに

活用している。」が 40.2％と、ガイドラインの名前と請負事業主が講ずべき措置の内容ともに知って

いる事業者のうち 8割を超える事業者が活用している。 
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（３）ガイドラインの課題 

（問 23. 問 21で、「1.名前と「請負事業主が講ずべき措置」の内容ともに知っている」と答えた方にお 

伺いします。ガイドラインの課題と思われるものについて、該当するものに〇を付けてください。） 

〔複数回答可〕 

12.0 

35.9 

3.3 

45.7 

13.0 

17.4 

2.2 

5.4 

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

実態と合わなくなってきている。

取組み内容をどこまで行えばガイドライン

の要求条件に合致するかの判断しにくい。

偽装請負かどうかの判断基準が分かりづらい。

発注者の意向に左右されるケースが多く、

こちらの考え通りには進まない。

請負事業者の業界内での認知度が低い。

特にない。

その他

無回答

(%)

全体

(n=92)

【基本属性別/ガイドラインの課題】 

単位：％ 件数 実態と合

わなくなっ

てきてい

る。

取組み内

容をどこま

で行えば

ガイドライ

ンの要求

条件に合

致するかの

判断しにく

い。

偽装請負

かどうかの

判断基準

が分かりづ

らい。

発注者の

意向に左

右される

ケースが多

く、こちらの

考え通り

には進まな

い。

請負事業

者の業界

内での認

知度が低

い。

特にない。 その他 無回答

全体 92 12.0 35.9 3.3 45.7 13.0 17.4 2.2 5.4

請負事業50％未満 55 10.9 41.8 3.6 50.9 10.9 12.7 1.8 5.5

請負事業50％以上 36 13.9 27.8 2.8 38.9 16.7 22.2 2.8 5.6

派遣事業50％未満 45 15.6 31.1 2.2 40.0 15.6 17.8 2.2 6.7

派遣事業50％以上 44 9.1 43.2 4.5 52.3 11.4 13.6 2.3 4.5

500人以上 44 9.1 36.4 2.3 47.7 13.6 15.9 2.3 2.3

100～500人未満 34 17.6 38.2 5.9 41.2 14.7 23.5 2.9 5.9

100人未満 13 7.7 30.8 0.0 46.2 7.7 7.7 0.0 15.4

30％未満 40 7.5 42.5 5.0 57.5 12.5 12.5 2.5 2.5

30～70％未満 30 20.0 36.7 0.0 33.3 16.7 20.0 0.0 3.3

70％以上 20 10.0 20.0 5.0 45.0 10.0 20.0 5.0 15.0

問23.問21で、「1.名前と「請負事業主が講ずべき措置」の内容ともに知っている」と答えた方

にお伺いします。ガイドラインの課題と思われるものについて、該当するものに〇を付けてくださ

い。〔複数回答可〕

問2-1　請負事業

の売上比率

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3

従業員規模

問7

売上割合

（３）ガイドラインの課題については、「発注者の意向に左右されるケースが多く、こちらの考え通りには

進まない。」が 45.7％と最も多くなっている。次いで「取組み内容をどこまで行えばガイドラインの要求条

件に合致するかの判断しにくい。」が 35.9％で続いている。 

＜その他＞ 
・ＧＪマークの認知度が低く、メリットを感じない。 
・労働者に関わる点についてはやむを得ないと思うが、 

事業そのものに厚労省が関与するのはいかがなものか？ 
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（４）ガイドラインと実態 

（問24. 問23で、「1.実態と合わなくなってきている」に〇を付けた方にお伺いします。ガイドラインが 

実態と合わなくなってきていると思われることを教えてください。（自由記述）） 

 

  ＜ガイドラインが実態と合わなくなってきていると思われること＞ 

     ・部材の有償等、単価の出し方が悪い、設備賃借の金額の判断。 

・製造分野以外でも請負契約が増えており、間接部門や、接客・営業支援 

部門への対応が分かりづらい。 

・昨今の人手不足により請負のリスクが高まっており、人材育成より人材募集に 

注力せざるを得ない状況にある。 

・労働環境の変化。 

・発注者の意向に左右される事が多い。 

・小さな取引先での実態と合わない。 
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６ ） 製造請負事業（構内請負）における事業運営について 

（１）受注交渉を優位に進めるためのアピールポイント 

（問 25.受注交渉を優位に進めるためのアピールポイントについて、該当するものに〇を付けてくだ 

さい。）〔複数回答可〕 

65.2 

48.2 

41.1 

40.4 

19.9 

37.6 

42.6 

31.9 

24.1 

17.0 

36.9 

5.0 

17.0 

5.0 

5.7 

9.2 

36.9 

7.1 

0.0 

2.1 

0 10 20 30 40 50 60 70

作業品質

生産性

技術・ノウハウ

生産変動への対応

価格

改善提案力

コンプライアンス

安全衛生への取組み

雇用の安定

教育・研修制度

きめ細かな対応

会社の規模

ＧＪ認定制度の取得

ISO14001の取得

ISO9001の取得

ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰﾏｰｸの取得

取引きの実績

良い会社の評判

その他

無回答

(%)

全体

(n=141)

（１）受注交渉を優位に進めるためのアピールポイントについては、「作業品質」が 65.2％で最も多くなっ

ている。次いで「生産性」が 48.2％、「コンプライアンス」が 42.6％、「技術・ノウハウ」が 41.1％、「生産変

動への対応」が 40.4％、「改善提案力」が 37.6％、「きめ細やかな対応」と「取引きの実績」が同率の

36.9％と続いている。 
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【基本属性別/受注交渉を優位に進めるためのアピールポイント】 

単位：％ 件数 作業品質 生産性 技術・ノウ

ハウ

生産変動

への対応

価格 改善提案

力

コンプライ

アンス

全体 141 65.2 48.2 41.1 40.4 19.9 37.6 42.6

請負事業50％未満 78 64.1 47.4 38.5 42.3 20.5 38.5 46.2

請負事業50％以上 59 67.8 52.5 45.8 39.0 18.6 37.3 40.7

派遣事業50％未満 74 66.2 50.0 45.9 36.5 18.9 39.2 40.5

派遣事業50％以上 60 65.0 50.0 38.3 45.0 21.7 36.7 46.7

500人以上 57 71.9 50.9 36.8 45.6 24.6 42.1 61.4

100～500人未満 56 62.5 50.0 48.2 37.5 12.5 33.9 33.9

100人未満 26 57.7 38.5 38.5 38.5 26.9 38.5 19.2

30％未満 58 65.5 53.4 37.9 44.8 24.1 36.2 51.7

30～70％未満 38 65.8 42.1 39.5 42.1 18.4 42.1 52.6

70％以上 39 71.8 53.8 51.3 35.9 15.4 35.9 25.6

さらに充実させていく 44 65.9 43.2 27.3 40.9 25.0 43.2 50.0

縮小していく 2 100.0 50.0 50.0 50.0 0.0 50.0 50.0

単位：％ 件数 安全衛生

への取組

み

雇用の安

定

教育・研

修制度

きめ細かな

対応

会社の規

模

ＧＪ認定

制度の取

得

ISO140

01の取得

全体 141 31.9 24.1 17.0 36.9 5.0 17.0 5.0

請負事業50％未満 78 32.1 24.4 15.4 41.0 3.8 23.1 6.4

請負事業50％以上 59 32.2 23.7 18.6 32.2 6.8 10.2 3.4

派遣事業50％未満 74 35.1 28.4 21.6 33.8 6.8 13.5 6.8

派遣事業50％以上 60 28.3 16.7 10.0 40.0 3.3 23.3 3.3

500人以上 57 33.3 21.1 14.0 40.4 7.0 35.1 5.3

100～500人未満 56 32.1 17.9 21.4 41.1 1.8 5.4 5.4

100人未満 26 30.8 46.2 15.4 19.2 7.7 3.8 3.8

30％未満 58 34.5 22.4 13.8 43.1 3.4 20.7 3.4

30～70％未満 38 31.6 23.7 23.7 44.7 7.9 28.9 10.5

70％以上 39 30.8 28.2 15.4 20.5 5.1 2.6 2.6

さらに充実させていく 44 31.8 18.2 18.2 34.1 2.3 20.5 6.8

縮小していく 2 50.0 0.0 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0

単位：％ 件数 ISO900

1の取得

ﾌﾟﾗｲﾊﾞ

ｼｰﾏｰｸの

取得

取引きの

実績

良い会社

の評判

その他 無回答

全体 141 5.7 9.2 36.9 7.1 0.0 2.1

請負事業50％未満 78 5.1 12.8 35.9 9.0 0.0 3.8

請負事業50％以上 59 6.8 5.1 37.3 5.1 0.0 0.0

派遣事業50％未満 74 8.1 6.8 35.1 5.4 0.0 0.0

派遣事業50％以上 60 3.3 13.3 38.3 8.3 0.0 5.0

500人以上 57 8.8 17.5 35.1 3.5 0.0 0.0

100～500人未満 56 3.6 3.6 39.3 12.5 0.0 3.6

100人未満 26 3.8 3.8 34.6 3.8 0.0 3.8

30％未満 58 3.4 12.1 32.8 12.1 0.0 1.7

30～70％未満 38 13.2 15.8 47.4 5.3 0.0 0.0

70％以上 39 2.6 0.0 35.9 2.6 0.0 0.0

さらに充実させていく 44 6.8 6.8 31.8 9.1 0.0 2.3

縮小していく 2 0.0 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0

問3

従業員規模

問2-1　請負事業

の売上比率

問25.受注交渉を優位に進めるためのアピールポイントについて、該当するものに

〇を付けてください。〔複数回答可〕

問7

売上割合

問8　無期雇用化

の今後の方針

問2-1　請負事業

の売上比率

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3

従業員規模

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3

従業員規模

問7

売上割合

問8　無期雇用化

の今後の方針

問2-1　請負事業

の売上比率

問2-2　派遣事業

の売上比率

問7

売上割合

問8　無期雇用化

の今後の方針  
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（２）今後の製造請負事業の展開 

（問 26.今後の製造請負事業（構内請負）の展開についてお伺いします。最も近いもの１つに〇を付 

けてください。） 

60.3 33.3 5.7 0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=141)

拡大を考えている。 現状維持を考えている。 縮小を考えている。 無回答

 

 

【基本属性別/今後の製造請負事業（構内請負）の展開】 

単位：％ 件数 拡大を考

えている。

現状維持

を考えてい

る。

縮小を考

えている。

無回答

141 85 47 8 1

100.0 60.3 33.3 5.7 0.7

請負事業50％未満 78 62.8 32.1 3.8 1.3

請負事業50％以上 59 59.3 32.2 8.5 0.0

派遣事業50％未満 74 62.2 29.7 8.1 0.0

派遣事業50％以上 60 60.0 36.7 1.7 1.7

500人以上 57 66.7 31.6 1.8 0.0

100～500人未満 56 58.9 37.5 3.6 0.0

100人未満 26 50.0 26.9 19.2 3.8

30％未満 58 60.3 34.5 5.2 0.0

30～70％未満 38 76.3 21.1 2.6 0.0

70％以上 39 46.2 43.6 10.3 0.0

さらに充実させていく 44 72.7 22.7 4.5 0.0

縮小していく 2 100.0 0.0 0.0 0.0

全体（件数）

全体（ ％　）

問26.今後の製造請負事業（構内請負）

の展開についてお伺いします。最も近いもの１

つに〇を付けてください。

問2-1　請負事業

の売上比率

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3　

従業員規模

問7　

売上割合

問8　無期雇用化

の今後の方針  

 

（２）今後の製造請負事業の展開については、「拡大を考えている。」が 60.3％となっており、全体の 6割

が拡大の意向を示している。一方、「縮小を考えている。」のは 5.7％となっており、少ない。 
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（３）今後の製造請負事業の拡大の方向性 

（問 27. 問 26で、「1.拡大を考えている」と答えた方にお伺いします。拡大の方向性について、最も 

近いもの１つに〇を付けてください。） 

27.1 21.2 15.3 24.7 10.6 

1.2 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=85)

現在の取引先での拡大を目指す。 現在と同じ業種で新規取引先の拡大を目指す。

製造分野で成長が見込める他業種での拡大を目指す。 製造分野にこだわらず拡大を目指す。

現在行っている派遣業務を請負化して拡大を目指す。 その他

無回答

 

 

 

【基本属性別/今後の製造請負事業の拡大の方向性】 

単位：％ 件数 現在の取

引先での

拡大を目

指す。

現在と同

じ業種で

新規取引

先の拡大

を目指す。

製造分野

で成長が

見込める

他業種で

の拡大を

目指す。

製造分野

にこだわら

ず拡大を

目指す。

現在行っ

ている派

遣業務を

請負化し

て拡大を

目指す。

その他 無回答

全体 85 27.1 21.2 15.3 24.7 10.6 1.2 0.0

請負事業50％未満 49 26.5 18.4 14.3 24.5 14.3 2.0 0.0

請負事業50％以上 35 25.7 25.7 17.1 25.7 5.7 0.0 0.0

派遣事業50％未満 46 30.4 23.9 13.0 26.1 6.5 0.0 0.0

派遣事業50％以上 36 19.4 19.4 19.4 22.2 16.7 2.8 0.0

500人以上 38 18.4 15.8 15.8 34.2 15.8 0.0 0.0

100～500人未満 33 33.3 24.2 18.2 15.2 6.1 3.0 0.0

100人未満 13 38.5 30.8 7.7 15.4 7.7 0.0 0.0

30％未満 35 25.7 20.0 11.4 25.7 17.1 0.0 0.0

30～70％未満 29 31.0 17.2 24.1 20.7 6.9 0.0 0.0

70％以上 18 22.2 27.8 11.1 33.3 5.6 0.0 0.0

さらに充実させていく 32 28.1 21.9 21.9 15.6 9.4 3.1 0.0

縮小していく 2 0.0 50.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0

問2-1　請負事業

の売上比率

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3

従業員規模

問7

売上割合

問8　無期雇用化

の今後の方針

問27.問26で、「1.拡大を考えている」と答えた方にお伺いします。拡大の方向性

について、最も近いもの１つに〇を付けてください。

（３）拡大の方向性について、「現在の取引先での拡大を目指す。」が 27.1％となっている。次いで「製造

分野にこだわらず拡大を目指す。」が 24.7％、「現在と同じ業種で新規取引先の拡大を目指す。」が

21.2％で続いている。「現在行っている派遣業務を請負化して拡大を目指す。」も 10.6％ある。 

 

  

＜その他＞ 
・請負業をしたことがないので拡大・取引してみたい。 
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（４）今後の製造請負事業の縮小の要因 

（問 28. 問 26で、「3.縮小を考えている」と答えた方にお伺いします。縮小の要因について、該当す 

るものに〇を付けてください。） 

12.5 

37.5 

75.0 

25.0 

37.5 

12.5 

0.0 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

請負事業から派遣事業への転換。

現在の請負業務（取引先）の成長が見込めない。

雇用、採用、教育等の経費・人件費の増加を

吸収できず、適正利益の確保が困難になる。

取引先からの値引き要請により適正利益の

確保が困難になる。

雇用管理、生産変動等への対応リスクが増える

傾向にある。

その他

無回答

(%)

全体

(n=8)

 

【基本属性別/今後の製造請負事業の縮小の要因】 

単位：％ 件数 請負事業

から派遣

事業への

転換。

現在の請

負業務

（取引

先）の成

長が見込

めない。

雇用、採

用、教育

等の経

費・人件

費の増加

を吸収で

きず、適正

利益の確

保が困難

になる。

取引先か

らの値引

き要請に

より適正

利益の確

保が困難

になる。

雇用管

理、生産

変動等へ

の対応リス

クが増える

傾向にあ

る。

その他 無回答

全体 8 12.5 37.5 75.0 25.0 37.5 12.5 0.0

請負事業50％未満 3 0.0 66.7 33.3 33.3 33.3 0.0 0.0

請負事業50％以上 5 20.0 20.0 100.0 20.0 40.0 20.0 0.0

派遣事業50％未満 6 16.7 33.3 100.0 16.7 33.3 16.7 0.0

派遣事業50％以上 1 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

500人以上 1 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

100～500人未満 2 50.0 0.0 100.0 0.0 50.0 50.0 0.0

100人未満 5 0.0 40.0 80.0 40.0 40.0 0.0 0.0

30％未満 3 0.0 66.7 33.3 33.3 33.3 0.0 0.0

30～70％未満 1 0.0 0.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0

70％以上 4 25.0 25.0 100.0 25.0 25.0 25.0 0.0

さらに充実させていく 2 0.0 50.0 100.0 0.0 0.0 50.0 0.0

縮小していく 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

問2-1　請負事業

の売上比率

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3

従業員規模

問7

売上割合

問8　無期雇用化

の今後の方針

問28.問26で、「3.縮小を考えている」と答えた方にお伺いします。縮小の要因に

ついて、該当するものに〇を付けてください。〔複数回答可〕

 

（４）縮小の要因については、「雇用、採用、教育等の経費・人件費の増加を吸収できず、適正利益の確

保が困難になる。」が、75.0％と圧倒的に多い。次いで「現在の請負業務（取引先）の成長が見込めな

い。」と「雇用管理、生産変動等への対応リスクが増える傾向にある。」が、同率で 37.5％となっている。 

＜その他＞ 
・外国人活用にあたり、就労制限があるため、 

雇用・採用などの補完が出来る、とは言えない。 
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（５）派遣事業に転換する理由 

（問 29. 問 28で、「1.請負事業から派遣事業への転換」に〇をつけた方にお伺いします。派遣事業 

に転換する理由について、該当するものに〇を付けてください。）〔複数回答可〕 

100.0 

0.0 

100.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

生産変動への対応についてのリスク

・責任が請負事業に比べて少ない。

安定的な利益が確保できる。

業務管理に手間が掛からない。

事業の撤退がしやすい。

その他

無回答

(%)

全体

(n=1)

 

【基本属性別/派遣事業に転換する理由】 

単位：％ 件数 生産変動

への対応

についての

リスク・責

任が請負

事業に比

べて少な

い。

安定的な

利益が確

保できる。

業務管理

に手間が

掛からな

い。

事業の撤

退がしやす

い。

その他 無回答

全体 1 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

請負事業50％未満 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

請負事業50％以上 1 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

派遣事業50％未満 1 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

派遣事業50％以上 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

500人以上 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

100～500人未満 1 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

100人未満 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

30％未満 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

30～70％未満 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

70％以上 1 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

問29.問28で、「1.請負事業から派遣事業への転換」に〇をつけた

方にお伺いします。派遣事業に転換する理由について、該当するもの

に〇を付けてください。〔複数回答可〕

問2-1　請負事業

の売上比率

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3

従業員規模

問7

売上割合

 

 

（５）製造請負事業の「縮小を考えている。」として、その縮小の要因を「請負事業から派遣事業への転換」

とした事業者は 1社。「生産変動への対応についてのリスク・責任が請負事業に比べて少ない。」と「業

務管理に手間が掛からない。」を挙げている。 
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（６）経営戦略上の最懸念事項・解決すべき課題等 

（問 30.現在、経営戦略上で最も懸念される事項、または解決すべき課題等について、該当するもの 

に〇を付けてください。）〔複数回答可〕 

66.7 

72.3 

76.6 

27.7 

5.0 

5.7 

46.8 

9.2 

17.7 

7.1 

9.9 

15.6 

10.6 

0.7 

2.1 

1.4 

0 20 40 60 80 100

製造業・取引先の今後の動向

（受注減・工場統廃合・海外シフト等）

働き方改革関連法への対応とその影響

（コスト増・業務付加拡大等）

採用、人材の確保

外国人労働者の受入れ

生産性向上・各種改善の余地が少ない。

生産性向上・各種改善を行った成果

（付加価値）に対し、正当な評価がされない。

適正価格（利益）の確保、価格交渉の難航

競争の激化、偽装請負（悪徳）業者の増加

人事処遇・教育研修制度の整備、充実化

無期雇用化の推進

コンプライアンスの確保

生産性の向上

労働安全衛生への取り組み強化

特になし

その他

無回答

(%)

全体

(n=141)

 

 

（６）最も懸念される事項、または解決すべき課題については、「採用、人材の確保」が 76.6％で最も多く

なっている。次いで「働き方改革関連法への対応とその影響（コスト増・業務付加拡大等）」が 72.3％、

「製造業・取引先の今後の動向（受注減・工場統廃合・海外シフト等）」が 66.7％、「適正価格（利益）の

確保、価格交渉の難航」が 46.8％などと続いている。「外国人労働者の受入れ」は 27.7％となっている。 

 

 

＜その他＞ 
・請負の取引先を探すこと。 

・同一労働同一賃金に対する取組み。 
・偽装請負に関する発注者の理解不足。 
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【基本属性別/経営戦略上で最懸念事項・解決すべき課題等】 

単位：％ 件数 製造業・

取引先の

今後の動

向（受注

減・工場

統廃合・

海外シフト

等）

働き方改

革関連法

への対応

とその影響

（コスト

増・業務

付加拡大

等）

採用、人

材の確保

外国人労

働者の受

入れ

生産性向

上・各種

改善の余

地が少な

い。

生産性向

上・各種

改善を

行った成

果(付加

価値)に

対し､正

当な評価

がされな

い｡

全体 141 66.7 72.3 76.6 27.7 5.0 5.7

請負事業50％未満 78 69.2 73.1 80.8 34.6 5.1 3.8

請負事業50％以上 59 64.4 72.9 69.5 20.3 5.1 8.5

派遣事業50％未満 74 66.2 67.6 73.0 24.3 5.4 8.1

派遣事業50％以上 60 71.7 80.0 78.3 35.0 3.3 3.3

500人以上 57 78.9 75.4 82.5 36.8 5.3 3.5

100～500人未満 56 67.9 73.2 80.4 25.0 3.6 5.4

100人未満 26 42.3 65.4 53.8 15.4 7.7 11.5

30％未満 58 67.2 77.6 81.0 37.9 8.6 3.4

30～70％未満 38 71.1 68.4 81.6 26.3 0.0 5.3

70％以上 39 66.7 74.4 69.2 15.4 5.1 10.3

単位：％ 件数 適正価格

（利益）

の確保、

価格交渉

の難航

競争の激

化、偽装

請負（悪

徳）業者

の増加

人事処

遇・教育

研修制度

の整備、

充実化

無期雇用

化の推進

コンプライ

アンスの確

保

生産性の

向上

全体 141 46.8 9.2 17.7 7.1 9.9 15.6

請負事業50％未満 78 50.0 12.8 19.2 7.7 9.0 15.4

請負事業50％以上 59 42.4 5.1 15.3 5.1 11.9 15.3

派遣事業50％未満 74 43.2 4.1 17.6 6.8 13.5 18.9

派遣事業50％以上 60 50.0 16.7 18.3 6.7 5.0 11.7

500人以上 57 54.4 10.5 22.8 7.0 12.3 14.0

100～500人未満 56 37.5 10.7 16.1 5.4 7.1 17.9

100人未満 26 50.0 3.8 11.5 11.5 11.5 15.4

30％未満 58 55.2 13.8 17.2 6.9 10.3 15.5

30～70％未満 38 44.7 5.3 23.7 5.3 7.9 15.8

70％以上 39 38.5 7.7 12.8 7.7 10.3 17.9

単位：％ 件数 労働安全

衛生への

取り組み

強化

特になし その他 無回答

全体 141 10.6 0.7 2.1 1.4

請負事業50％未満 78 9.0 0.0 2.6 1.3

請負事業50％以上 59 11.9 1.7 1.7 1.7

派遣事業50％未満 74 14.9 1.4 1.4 1.4

派遣事業50％以上 60 3.3 0.0 3.3 1.7

500人以上 57 7.0 0.0 0.0 0.0

100～500人未満 56 14.3 0.0 5.4 0.0

100人未満 26 11.5 3.8 0.0 7.7

30％未満 58 6.9 0.0 1.7 0.0

30～70％未満 38 18.4 0.0 0.0 2.6

70％以上 39 10.3 2.6 2.6 0.0

問2-1　請負事業

の売上比率

問2-2　派遣事業

の売上比率

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3

従業員規模

問7

売上割合

問2-1　請負事業

の売上比率

問7

売上割合

問30.現在、経営戦略上で最も懸念される事項、または解決すべき

課題等について、該当するものに〇を付けてください。〔複数回答可〕

問3

従業員規模

問7

売上割合

問2-1　請負事業

の売上比率

問2-2　派遣事業

の売上比率

問3

従業員規模
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７ ） 製造分野における請負事業に関する行政への要望（自由記述） 

 

 □発注者に関すること 

・派遣料金は行政の力で上がるが請負の加工費はなかなか理解されない。 

・請負元は立場が弱いため価格交渉で不利な状況。 

・発注者がもう少し請負元を助ける立場（考え）を持ってもらえるように、なると良いと思う。 

・働き方改革を謳っても、発注者から、下請けへの要請が強くなるだけということもあるため、 

抜本的な改革を望みます。 

・請負元は請負先に対して金額交渉等がなかなか出来ない。行政から適正料金を指導して 

いただきたい。 

・最低賃金のように、取引単価の最低又は、標準の価格を定めて欲しい。ガイドラインを守る 

為にも、発注者へ指導をして欲しい。 

 □制度・手続きに関すること 

・人材の確保のための政策を考えて欲しい。外国人労働者の入国の手続きの簡素化。 

・請負も許可制にして、明暗はっきりすべきと考えます。また、法規制であれば、発注者の理解 

を得られやすいと存じます。 

・派遣だけでなく、構内請負においても、取引先の正社員等との同一労働・同一賃金の指針を 

出して欲しい。 

・仕事の性質上、発注者の施設を利用するケースが多く、時間調整には限界がある（欠員対応 

などもする為、人員の余剰も抱えるコスト、体力もない）。その状況下で残業の制限など入ると 

事業として成立しない。発注者への制限（罰則など）行政にはお願いしたい。派遣もですが、 

“元”に対しての規制が多く、人材業界には相当な重しとなっています。 

 □教育に関すること 
・無料セミナーの開催 

 □その他 

・働き方改革により時間外労働制限強化や、有給休暇５日間取得義務など請負 100％事業 

業務では人材の確保などが難しい昨今、上記を実行することに必死である。 

・事業そのものへの過度な関与は見直してもらいたい。 

 

 

 

 

  



44 

 

第３章 スタッフ調査の結果 

１．回答者プロフィール 

（１）性別 

（問 20.あなたの性別について、該当するものを選択してください。） 

【基本属性別/性別】 

単位：％ 件数 男性 女性 無回答

全体 174 67.8 31.6 0.6

2ヶ月以内～5ヶ月ごと 105 66.7 32.4 1.0

6ヶ月～1年ごと 59 67.8 32.2 0.0

正社員か無期雇用 76 71.1 27.6 1.3

有期雇用のまま 67 68.7 31.3 0.0

わからない＋その他 30 56.7 43.3 0.0

２０代以下 28 78.6 21.4 0.0

３０代 47 59.6 38.3 2.1

４０代 57 70.2 29.8 0.0

５０代以上 42 66.7 33.3 0.0

１年以内 37 73.0 27.0 0.0

２～３年未満 39 76.9 20.5 2.6

３～５年未満 58 55.2 44.8 0.0

５年以上 40 72.5 27.5 0.0

問1　雇用契約

の更新期間

問3

働き方の希望

問21

年代

問23

就労年数

（今の会社）

問20.あなたの性別について、該

当するものを選択してください。

 

 

（１）全体の 67.8％と 7割が男性スタッフ、女性スタッフは 31.6％、3割となっている。 

 

  

67.8 31.6 0.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=174)

男性 女性 無回答
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（２）年代 

（問 21.あなたの年齢について、該当するものを選択してください。 

 

【基本属性別/年齢】 

単位：％ 件数 10代 20代 ３０代 ４０代 50代 60代以

上

無回答

全体 174 0.0 16.1 27.0 32.8 19.5 4.6 0.0

2ヶ月以内～5ヶ月ごと 105 0.0 16.2 28.6 34.3 18.1 2.9 0.0

6ヶ月～1年ごと 59 0.0 16.9 25.4 30.5 20.3 6.8 0.0

正社員か無期雇用 76 0.0 14.5 28.9 38.2 17.1 1.3 0.0

有期雇用のまま 67 0.0 14.9 32.8 23.9 19.4 9.0 0.0

わからない＋その他 30 0.0 23.3 10.0 40.0 23.3 3.3 0.0

１年以内 37 0.0 29.7 18.9 40.5 5.4 5.4 0.0

２～３年未満 39 0.0 15.4 30.8 33.3 15.4 5.1 0.0

３～５年未満 58 0.0 13.8 31.0 29.3 24.1 1.7 0.0

５年以上 40 0.0 7.5 25.0 30.0 30.0 7.5 0.0

問21.あなたの年齢について、該当するものを選択してください。

問1　雇用契約

の更新期間

問3

働き方の希望

問23

就労年数

（今の会社）

（２）最も多かったのは、「40代」の 32.8％となっている。次いで「30代」が 27.0％、「50代」が 19.5％、「20

代」が 16.1％、「60代以上」は 4.6％となっている。 

  

0.0 16.1 27.0 32.8 19.5 4.6 0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=174)

10代 20代 ３０代 ４０代 50代 60代以上 無回答
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（３）職場の主な製品 

（問 22.あなたが現在働いている職場の主な製品について、該当するものを１つ選択してください。） 

 

 

 

 

 

【基本属性別/職場の主な製品】 

単位：％ 件数 自動車・

同部品

電機電

子・同部

品

鋼材・金

属

産業機械 食品 医薬品 その他 無回答

全体 174 31.0 29.3 6.9 7.5 6.9 1.1 16.7 0.6

2ヶ月以内～5ヶ月ごと 105 30.5 34.3 3.8 8.6 7.6 0.0 14.3 1.0

6ヶ月～1年ごと 59 33.9 18.6 13.6 5.1 5.1 1.7 22.0 0.0

正社員か無期雇用 76 27.6 35.5 9.2 10.5 5.3 1.3 10.5 0.0

有期雇用のまま 67 38.8 23.9 7.5 4.5 9.0 0.0 16.4 0.0

わからない＋その他 30 23.3 23.3 0.0 6.7 6.7 3.3 33.3 3.3

２０代以下 28 25.0 32.1 7.1 10.7 10.7 0.0 14.3 0.0

３０代 47 34.0 34.0 12.8 6.4 6.4 0.0 6.4 0.0

４０代 57 38.6 29.8 5.3 5.3 0.0 3.5 15.8 1.8

５０代以上 42 21.4 21.4 2.4 9.5 14.3 0.0 31.0 0.0

１年以内 37 29.7 40.5 10.8 5.4 2.7 0.0 10.8 0.0

２～３年未満 39 43.6 15.4 7.7 7.7 7.7 2.6 15.4 0.0

３～５年未満 58 22.4 34.5 8.6 5.2 13.8 1.7 13.8 0.0

５年以上 40 32.5 25.0 0.0 12.5 0.0 0.0 27.5 2.5

問21

年代

問23

就労年数

（今の会社）

問22.あなたが現在働いている職場の主な製品について、該当するものを１つ選択してくださ

い。

問1　雇用契約

の更新期間

問3

働き方の希望

（３）職場の主な製品については、「自動車・同部品」が 31.0％で最も多くなっている。次いで「電機電

子・同部品」が 29.3％、「産業機械」が 7.5％、「鋼材・金属」と「食品」が同率の 6.9％となっている。 

 

 

 

 

 

  

31.0 29.3 6.9 7.5 6.9 

1.1 

16.7 0.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=174)

自動車・同部品 電機電子・同部品 鋼材・金属 産業機械 食品 医薬品 その他 無回答

＜その他＞ 
・光学部品（2） ・塩ビ加工品 
・住宅関連  ・ケーブル 

・硝子  ・よう業 
・ランダム  ・アルミナ 
・有機化学工業製品 ・プラスチック製造 

・オムツ  ・女性用品 
・非球面レンズ 
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（４）勤続年数 

（問 23.現在の会社で働き始めてから通算およそ何年になりますか。） 

 

【基本属性別勤続年数】 

単位：％ 件数 １年以内 ２～３年

未満

３～５年

未満

５年以上 無回答

全体 174 21.3 22.4 33.3 23.0 0.0

2ヶ月以内～5ヶ月ごと 105 24.8 21.9 32.4 21.0 0.0

6ヶ月～1年ごと 59 16.9 23.7 37.3 22.0 0.0

正社員か無期雇用 76 21.1 21.1 39.5 18.4 0.0

有期雇用のまま 67 20.9 20.9 31.3 26.9 0.0

わからない＋その他 30 23.3 26.7 23.3 26.7 0.0

２０代以下 28 39.3 21.4 28.6 10.7 0.0

３０代 47 14.9 25.5 38.3 21.3 0.0

４０代 57 26.3 22.8 29.8 21.1 0.0

５０代以上 42 9.5 19.0 35.7 35.7 0.0

問1　雇用契約

の更新期間

問3

働き方の希望

問21

年代

問23.現在の会社で働き始めてから通算およそ何年になり

ますか。

 

【基本属性別平均勤続年数】 

件数 平均（年）

全体 174 4.1

2ヶ月以内～5ヶ月ごと 105 3.8

6ヶ月～1年ごと 59 4.4

正社員か無期雇用 76 3.8

有期雇用のまま 67 4.3

わからない＋その他 30 4.4

２０代以下 28 2.4

３０代 47 3.3

４０代 57 3.9

５０代以上 42 6.4

１年以内 37 0.9

２～３年未満 39 2.0

３～５年未満 58 3.4

５年以上 40 10.1

問1　雇用契約

の更新期間

問3

働き方の希望

問21

年代

問23

就労年数

（今の会社）

問23.現在の会社で働き始めてから通算お

よそ何年になりますか。

 

 

（４）勤続年数は、「3～5年未満」が 33.3％で最も多くなっている。平均勤続年数は 4.1年。 

  

21.3 22.4 33.3 23.0 0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=174)

１年以内 ２～３年未満 ３～５年未満 ５年以上 無回答
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２．製造現場で働く有期雇用スタッフの現況 

１ ） 雇用について 

（１）雇用契約の更新期間 

（問 1.あなたの雇用契約の更新期間についてお伺いします。該当するものを１つ選択してくださ 

い。） 

15.5 44.8 24.1 9.8 5.7 0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=174)

2ヶ月以内ごと 3ヶ月～5ヶ月ごと 6ヶ月～11ヶ月ごと 1年ごと その他 無回答

 

 

 

 

【基本属性別/雇用契約の更新期間】 

単位：％ 件数 2ヶ月以

内ごと

3ヶ月～

5ヶ月ごと

6ヶ月～

11ヶ月ご

と

1年ごと その他 無回答

全体 174 15.5 44.8 24.1 9.8 5.7 0.0

2ヶ月以内～5ヶ月ごと 105 25.7 74.3 0.0 0.0 0.0 0.0

6ヶ月～1年ごと 59 0.0 0.0 71.2 28.8 0.0 0.0

正社員か無期雇用 76 14.5 55.3 18.4 7.9 3.9 0.0

有期雇用のまま 67 16.4 34.3 31.3 14.9 3.0 0.0

わからない＋その他 30 16.7 43.3 23.3 3.3 13.3 0.0

２０代以下 28 21.4 39.3 28.6 7.1 3.6 0.0

３０代 47 14.9 48.9 17.0 14.9 4.3 0.0

４０代 57 17.5 45.6 22.8 8.8 5.3 0.0

５０代以上 42 9.5 42.9 31.0 7.1 9.5 0.0

１年以内 37 21.6 48.6 21.6 5.4 2.7 0.0

２～３年未満 39 5.1 53.8 23.1 12.8 5.1 0.0

３～５年未満 58 19.0 39.7 25.9 12.1 3.4 0.0

５年以上 40 15.0 40.0 25.0 7.5 12.5 0.0

問1.あなたの雇用契約の更新期間についてお伺いします。該当するも

のを１つ選択してください。

問1　雇用契約

の更新期間

問3

働き方の希望

問21

年代

問23

就労年数

（今の会社）

 

 

（１）雇用契約の更新期間については、「3 ヶ月～5 ヶ月ごと」が 44.8％で最も多くなっている。次いで「6

ヶ月～11 ヶ月ごと」が 24.1％となっている。「2 ヶ月以内ごと」が 15.5％あり、「3 ヶ月～5 ヶ月ごと」と合わ

せて、6か月未満が 60.3％、全体の 6割となる。比較的安定的な「1年ごと」は 9.8％、1割となっている。 

 

 

 

＜その他＞ 
・５年 

・わからない 
・契約なし 
・自動更新 
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（２）無期転換ルールの認知 

（問 2.契約期間に定めがある有期雇用者が、同一の会社で通算５年を超えたときに、労働者の申し 

込みによって、期間の定めのない雇用契約に転換することができるという、「無期転換ルール」（労 

働契約法）を知っていますか。どちらか１つを選択してください。） 

 

77.0 23.0 0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=174)

知っている。 知らない。 無回答

【基本属性別/無期転換ルール（労働契約法）の認知】 

単位：％ 件数 知ってい

る。

知らない。 無回答

全体 174 77.0 23.0 0.0

2ヶ月以内～5ヶ月ごと 105 78.1 21.9 0.0

6ヶ月～1年ごと 59 76.3 23.7 0.0

正社員か無期雇用 76 80.3 19.7 0.0

有期雇用のまま 67 80.6 19.4 0.0

わからない＋その他 30 60.0 40.0 0.0

２０代以下 28 67.9 32.1 0.0

３０代 47 76.6 23.4 0.0

４０代 57 80.7 19.3 0.0

５０代以上 42 78.6 21.4 0.0

１年以内 37 64.9 35.1 0.0

２～３年未満 39 76.9 23.1 0.0

３～５年未満 58 82.8 17.2 0.0

５年以上 40 80.0 20.0 0.0

問2.契約期間に定めがある有期

雇用者が、同一の会社で通算５

年を超えたときに、労働者の申し

込みによって、期間の定めのない

雇用契約に転換することができると

いう、「無期転換ルール」（労働

契約法）を知っていますか。どちら

か１つを選択してください。

問1　雇用契約

の更新期間

問3

働き方の希望

問21

年代

問23

就労年数

（今の会社）

 

 

（２）無期転換ルール（労働契約法）の認知について、「知っている。」が 77.0％、全体の 8割近くが認知

している。 
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（３）近い将来の働き方（雇用契約）についての考え 

（問 3.近い将来の（２～５年後）に、どのような働き方（雇用契約）をしたいですか。該当するものを 

１つ選択してください。） 

43.7 37.4 1.1 16.7 

0.6 

0.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=174)

正社員か無期雇用（※）のいずれかを希望している。 有期雇用のままでよい。（製造現場のままでよい)

有期雇用のままでよい。（ただし、製造現場以外で働きたい） 分からない。

その他 無回答

※無期雇用とは、期間の定めのない雇用契約のことをいいます。 

 

【基本属性別/近い将来の（２～５年後）の働き方（雇用契約）についての考え）】 

単位：％ 件数 正社員か

無期雇用

（※）の

いずれかを

希望して

いる。

有期雇用

のままでよ

い。（製

造現場の

ままでよ

い)

有期雇用

のままでよ

い。（ただ

し、製造

現場以外

で働きた

い）

分からな

い。

その他 無回答

174 76 65 2 29 1 1

100.0 43.7 37.4 1.1 16.7 0.6 0.6

2ヶ月以内～5ヶ月ごと 105 50.5 31.4 1.0 17.1 0.0 0.0

6ヶ月～1年ごと 59 33.9 50.8 1.7 13.6 0.0 0.0

正社員か無期雇用 76 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

有期雇用のまま 67 0.0 97.0 3.0 0.0 0.0 0.0

わからない＋その他 30 0.0 0.0 0.0 96.7 3.3 0.0

２０代以下 28 39.3 35.7 0.0 25.0 0.0 0.0

３０代 47 46.8 42.6 4.3 4.3 2.1 0.0

４０代 57 50.9 28.1 0.0 21.1 0.0 0.0

５０代以上 42 33.3 45.2 0.0 19.0 0.0 2.4

１年以内 37 43.2 37.8 0.0 18.9 0.0 0.0

２～３年未満 39 41.0 33.3 2.6 20.5 0.0 2.6

３～５年未満 58 51.7 36.2 0.0 12.1 0.0 0.0

５年以上 40 35.0 42.5 2.5 17.5 2.5 0.0

問3.近い将来の（２～５年後）に、どのような働き方（雇用契

約）をしたいですか。該当するものを１つ選択してください。

問1　雇用契約

の更新期間

全体（件数）

全体（ ％　）

問3　

働き方の希望

問21　

年代

問23　

就労年数

（今の会社）

 

（３）近い将来の働き方（雇用契約）については、「正社員か無期雇用（※）のいずれかを希望している。」

が 43.7％で最も多くなっている。次いで「有期雇用のままでよい。（製造現場のままでよい)」が 37.4％と

なっている。無期雇用を求めない労働者も 38.5％と 4割近く存在している。 
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（４）無期雇用転換の条件・就業規則の認知 

（問 4.問 3で、「1.正社員か無期雇用のいずれかを希望している」とお答えの方にお伺いします。 

正社員登用や無期雇用転換の条件や就業規則の内容などをご存知ですか。該当するものを１つ 

選択してください。） 

34.2 55.3 10.5 
0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=76)

よく知っている。 あることは知っているが、内容はよく知らない。 あるかどうかも分からない。 その他 無回答

【基本属性別/正社員登用や無期雇用転換の条件・就業規則の認知】 

単位：％ 件数 よく知って

いる。

あることは

知っている

が、内容

はよく知ら

ない。

あるかどう

かも分から

ない。

その他 無回答

全体 76 34.2 55.3 10.5 0.0 0.0

2ヶ月以内～5ヶ月ごと 53 30.2 60.4 9.4 0.0 0.0

6ヶ月～1年ごと 20 40.0 45.0 15.0 0.0 0.0

正社員か無期雇用 76 34.2 55.3 10.5 0.0 0.0

有期雇用のまま 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

わからない＋その他 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

２０代以下 11 45.5 45.5 9.1 0.0 0.0

３０代 22 18.2 63.6 18.2 0.0 0.0

４０代 29 37.9 58.6 3.4 0.0 0.0

５０代以上 14 42.9 42.9 14.3 0.0 0.0

１年以内 16 25.0 56.3 18.8 0.0 0.0

２～３年未満 16 25.0 68.8 6.3 0.0 0.0

３～５年未満 30 30.0 63.3 6.7 0.0 0.0

５年以上 14 64.3 21.4 14.3 0.0 0.0

問1　雇用契約

の更新期間

問3

働き方の希望

問4.問3で、「1.正社員か無期雇用のいずれかを希望し

ている」とお答えの方にお伺いします。正社員登用や無期

雇用転換の条件や就業規則の内容などをご存知ですか。

該当するものを１つ選択してください。

問21

年代

問23

就労年数

（今の会社）

 

（４）正社員や無期雇用を希望している有期雇用者のうち、無期雇用転換の条件（正社員登用や無期雇 

用転換の条件や就業規則の内容）について、「あることは知っているが、内容はよく知らない。」が 55.3 

％で最も多くなっている。次いで「よく知っている」が 34.2％となっている。 
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（５）無期雇用の申し入れの経験 

（問 5. 問 3で、「1.正社員か無期雇用のいずれかを希望している」とお答えの方にお伺いします。 

これまでに無期雇用への申し入れを会社にしたことがありますか。どちらか１つを選択してくださ 

い。） 

14.5 82.9 2.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=76)

ある。 ない。 無回答

【基本属性別/無期雇用の申し入れの経験】 

単位：％ 件数 ある。 ない。 無回答

全体 76 14.5 82.9 2.6

2ヶ月以内～5ヶ月ごと 53 17.0 83.0 0.0

6ヶ月～1年ごと 20 5.0 85.0 10.0

正社員か無期雇用 76 14.5 82.9 2.6

有期雇用のまま 0 0.0 0.0 0.0

わからない＋その他 0 0.0 0.0 0.0

２０代以下 11 9.1 90.9 0.0

３０代 22 4.5 90.9 4.5

４０代 29 20.7 75.9 3.4

５０代以上 14 21.4 78.6 0.0

１年以内 16 12.5 75.0 12.5

２～３年未満 16 18.8 81.3 0.0

３～５年未満 30 0.0 100.0 0.0

５年以上 14 42.9 57.1 0.0

問5.問3で、「1.正社員か無期雇

用のいずれかを希望している」とお

答えの方にお伺いします。これまで

に無期雇用への申し入れを会社

にしたことがありますか。どちらか１

つを選択してください。

問23

就労年数

（今の会社）

問1　雇用契約

の更新期間

問3

働き方の希望

問21

年代

 

（５）無期雇用の申し入れについて、実際の無期雇用を希望するスタッフの申し入れ状況は 14.5％とな

っている。 
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（６）「有期雇用のままでよい」理由 

（問 6. 問 3で「2または 3」とお答えの方にお伺いします。「有期雇用のままでよい」とした理由につい 

て、該当するものを全て選択してください。〔複数回答可〕） 

68.7 

32.8 

25.4 

11.9 

22.4 

13.4 

26.9 

14.9 

11.9 

0.0 

6.0 

0.0 

0 20 40 60 80

責任が重くない働き方をしたい。

転勤などがない働き方をしたい。

残業や休日出勤はあまりしたくない。

転職しやすい働き方をしたい。

有期雇用であっても時給が高ければ良い。

一つの会社にしばられたくない。

自分の働きたい仕事につきたい。

正社員のような研修・勉強は苦手である。

有給休暇が取りやすい。

無期雇用への申し入れをしたが、断られた。

その他

無回答

(%)

全体

(n=67)

 

 

（６）「有期雇用のままでよい」理由は、「責任が重くない働き方をしたい。」が 68.7％で最も多くなってい

る。次いで「転勤などがない働き方をしたい。」が 32.8％、「自分の働きたい仕事につきたい。」が 26.9％、

「残業や休日出勤はあまりしたくない。」が 25.4％と続いている。 

 

  

＜その他＞ 
・有期雇用の方が条件が良い 
・年齢的に長期勤務が無理（定年退職後の継続） 

・不都合を感じていないから 
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【基本属性別/「有期雇用のままでよい」理由】 

単位：％ 件数 責任が重

くない働き

方をした

い。

転勤など

がない働き

方をした

い。

残業や休

日出勤は

あまりした

くない。

転職しや

すい働き

方をした

い。

有期雇用

であっても

時給が高

ければ良

い。

一つの会

社にしばら

れたくな

い。

全体 67 68.7 32.8 25.4 11.9 22.4 13.4

2ヶ月以内～5ヶ月ごと 34 76.5 35.3 32.4 8.8 23.5 11.8

6ヶ月～1年ごと 31 58.1 32.3 19.4 16.1 19.4 16.1

正社員か無期雇用 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

有期雇用のまま 67 68.7 32.8 25.4 11.9 22.4 13.4

わからない＋その他 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

２０代以下 10 70.0 20.0 20.0 20.0 10.0 20.0

３０代 22 77.3 31.8 36.4 18.2 18.2 22.7

４０代 16 50.0 50.0 18.8 6.3 37.5 6.3

５０代以上 19 73.7 26.3 21.1 5.3 21.1 5.3

１年以内 14 85.7 42.9 7.1 14.3 28.6 7.1

２～３年未満 14 71.4 7.1 28.6 7.1 21.4 28.6

３～５年未満 21 81.0 47.6 38.1 4.8 28.6 4.8

５年以上 18 38.9 27.8 22.2 22.2 11.1 16.7

単位：％ 件数 自分の働

きたい仕

事につきた

い。

正社員の

ような研

修・勉強

は苦手で

ある。

有給休暇

が取りやす

い。

無期雇用

への申し

入れをした

が、断られ

た。

その他 無回答

全体 67 26.9 14.9 11.9 0.0 6.0 0.0

2ヶ月以内～5ヶ月ごと 34 26.5 11.8 14.7 0.0 2.9 0.0

6ヶ月～1年ごと 31 25.8 19.4 9.7 0.0 9.7 0.0

正社員か無期雇用 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

有期雇用のまま 67 26.9 14.9 11.9 0.0 6.0 0.0

わからない＋その他 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

２０代以下 10 40.0 20.0 20.0 0.0 0.0 0.0

３０代 22 31.8 13.6 4.5 0.0 0.0 0.0

４０代 16 37.5 18.8 12.5 0.0 12.5 0.0

５０代以上 19 5.3 10.5 15.8 0.0 10.5 0.0

１年以内 14 35.7 7.1 14.3 0.0 0.0 0.0

２～３年未満 14 28.6 21.4 0.0 0.0 0.0 0.0

３～５年未満 21 14.3 9.5 23.8 0.0 4.8 0.0

５年以上 18 33.3 22.2 5.6 0.0 16.7 0.0

問1　雇用契約

の更新期間

問3

働き方の希望

問21

年代

問23

就労年数

（今の会社）

問6.問3で「2または3」とお答えの方にお伺いします。「有期雇用のま

までよい」とした理由について、該当するものを全て選択してください。

〔複数回答可〕

問1　雇用契約

の更新期間

問3

働き方の希望

問21

年代

問23

就労年数

（今の会社）
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（７）転職経験の有無 

（問 7.転職経験の有無についてお伺いします。該当するものを１つ選択してください。） 

91.4 6.9 1.7 

80% 100%

全体

(n=174)

転職した経験がある。 転職した経験がない。 無回答

 

【基本属性別/転職経験の有無】 

単位：％ 件数 転職した

経験があ

る。

転職した

経験がな

い。

無回答

174 159 12 3

100.0 91.4 6.9 1.7

2ヶ月以内～5ヶ月ごと 105 90.5 6.7 2.9

6ヶ月～1年ごと 59 93.2 6.8 0.0

正社員か無期雇用 76 94.7 2.6 2.6

有期雇用のまま 67 91.0 7.5 1.5

わからない＋その他 30 83.3 16.7 0.0

２０代以下 28 78.6 21.4 0.0

３０代 47 95.7 4.3 0.0

４０代 57 96.5 1.8 1.8

５０代以上 42 88.1 7.1 4.8

１年以内 37 89.2 10.8 0.0

２～３年未満 39 92.3 7.7 0.0

３～５年未満 58 91.4 5.2 3.4

５年以上 40 92.5 5.0 2.5

問7.転職経験の有無についてお

伺いします。該当するものを１つ選

択してください。

問1　雇用契約

の更新期間

問3　

働き方の希望

問21　

年代

問23　

就労年数

（今の会社）

全体（件数）

全体（ ％　）

 

（７）転職経験については、91.4％と全体の 9割以上が転職を経験している。 
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（８）前職の退職理由 

（問 8. 問 7で「1.転職した経験がある」とお答えになった方にお伺いします。前職を退職された理由 

について、該当するものを全て選択してください。〔複数回答可〕） 

24.5 

23.9 

9.4 

37.1 

9.4 

13.2 

20.8 

15.7 

5.0 

10.1 

10.1 

11.9 

14.5 

4.4 

0.0 

0 10 20 30 40

契約期間の満了。

給料の高い方を選んだ。

企業の将来性に疑問を感じた。

人間関係に不安があった。

社風・風土が合わない。

仕事のやりがいがなかった。

仕事の内容が思ったよりきつかった。

時間外労働や休日出勤が多かった。

福利厚生面が良くなかった。

体調を壊した。

評価や人事制度に不満があった。

他にやりたい仕事が見つかった。

家庭の事情。

その他

無回答

(%)

全体

(n=159)

 

 

（８）前職の退職理由については、「人間関係に不安があった。」が 37.1％で最も多くなっている。次いで

「契約期間の満了。」が 24.5％、「給料の高い方を選んだ。」が 23.9％、「仕事の内容が思ったよりきつか

った。」が 20.8％、「時間外労働や休日出勤が多かった。」が 15.7％と続いている。 

 

  

＜その他＞ 
・パワーハラスメント（2） 
・生産量の減少 

・自営業を廃業したため 
・早期退職制度利用 
・給与（残業・休出時の不払い） 
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【基本属性別/前職の退職理由】 

単位：％ 件数 契約期間

の満了。

給料の高

い方を選

んだ。

企業の将

来性に疑

問を感じ

た。

人間関係

に不安が

あった。

社風・風

土が合わ

ない。

全体 159 24.5 23.9 9.4 37.1 9.4

2ヶ月以内～5ヶ月ごと 95 25.3 31.6 8.4 31.6 7.4

6ヶ月～1年ごと 55 25.5 10.9 10.9 41.8 14.5

正社員か無期雇用 72 22.2 27.8 13.9 34.7 9.7

有期雇用のまま 61 32.8 19.7 4.9 44.3 13.1

わからない＋その他 25 12.0 24.0 8.0 24.0 0.0

２０代以下 22 13.6 22.7 9.1 45.5 13.6

３０代 45 26.7 26.7 4.4 42.2 8.9

４０代 55 27.3 29.1 10.9 32.7 9.1

５０代以上 37 24.3 13.5 13.5 32.4 8.1

１年以内 33 33.3 36.4 0.0 30.3 15.2

２～３年未満 36 19.4 27.8 11.1 47.2 5.6

３～５年未満 53 24.5 22.6 11.3 32.1 7.5

５年以上 37 21.6 10.8 13.5 40.5 10.8

単位：％ 件数 仕事のや

りがいがな

かった。

仕事の内

容が思っ

たよりきつ

かった。

時間外労

働や休日

出勤が多

かった。

福利厚生

面が良くな

かった。

体調を壊

した。

全体 159 13.2 20.8 15.7 5.0 10.1

2ヶ月以内～5ヶ月ごと 95 11.6 24.2 14.7 4.2 11.6

6ヶ月～1年ごと 55 16.4 18.2 16.4 5.5 9.1

正社員か無期雇用 72 23.6 19.4 18.1 5.6 5.6

有期雇用のまま 61 4.9 24.6 19.7 4.9 11.5

わからない＋その他 25 4.0 16.0 0.0 4.0 20.0

２０代以下 22 22.7 22.7 18.2 4.5 18.2

３０代 45 8.9 28.9 26.7 4.4 6.7

４０代 55 12.7 18.2 7.3 5.5 10.9

５０代以上 37 13.5 13.5 13.5 5.4 8.1

１年以内 33 15.2 18.2 15.2 9.1 18.2

２～３年未満 36 5.6 16.7 13.9 2.8 5.6

３～５年未満 53 11.3 26.4 15.1 1.9 7.5

５年以上 37 21.6 18.9 18.9 8.1 10.8

単位：％ 件数 評価や人

事制度に

不満が

あった。

他にやりた

い仕事が

見つかっ

た。

家庭の事

情。

その他 無回答

全体 159 10.1 11.9 14.5 4.4 0.0

2ヶ月以内～5ヶ月ごと 95 7.4 13.7 12.6 3.2 0.0

6ヶ月～1年ごと 55 14.5 9.1 18.2 5.5 0.0

正社員か無期雇用 72 12.5 11.1 13.9 5.6 0.0

有期雇用のまま 61 8.2 14.8 16.4 1.6 0.0

わからない＋その他 25 8.0 8.0 12.0 8.0 0.0

２０代以下 22 13.6 9.1 9.1 4.5 0.0

３０代 45 8.9 8.9 11.1 4.4 0.0

４０代 55 9.1 10.9 18.2 5.5 0.0

５０代以上 37 10.8 18.9 16.2 2.7 0.0

１年以内 33 12.1 3.0 21.2 6.1 0.0

２～３年未満 36 5.6 11.1 11.1 0.0 0.0

３～５年未満 53 11.3 11.3 18.9 1.9 0.0

５年以上 37 10.8 21.6 5.4 10.8 0.0

問3

働き方の希望

問21

年代

問23

就労年数

（今の会社）

問1　雇用契約

の更新期間

問3

働き方の希望

問21

年代

問23

就労年数

（今の会社）

問8.問7で「1.転職した経験がある」とお答えになった方に

お伺いします。前職を退職された理由について、該当する

ものを全て選択してください。〔複数回答可〕

問1　雇用契約

の更新期間

問3

働き方の希望

問21

年代

問23

就労年数

（今の会社）

問1　雇用契約

の更新期間
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２ ） キャリア形成支援について 

（１）キャリアパスの提示の有無 

（問 9.キャリアパスを会社から示されましたか。どちらか１つを選択してください。） 

54.0 44.3 1.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=174)

示されている。 示されていない。 無回答

 

※キャリアパスとは、ある職位や職務に就くために必要な一連の業務経験や習熟レベル、職群移動などの筋道や基準条件を示

すことで、個人が目指す仕事や能力を描きやすくする人材育成制度のことをいいます。 

 

【基本属性別/キャリアパスの提示の有無】 

単位：％ 件数 示されて

いる。

示されて

いない。

無回答

174 94 77 3

100.0 54.0 44.3 1.7

2ヶ月以内～5ヶ月ごと 105 53.3 44.8 1.9

6ヶ月～1年ごと 59 55.9 42.4 1.7

正社員か無期雇用 76 47.4 50.0 2.6

有期雇用のまま 67 68.7 31.3 0.0

わからない＋その他 30 36.7 60.0 3.3

２０代以下 28 39.3 60.7 0.0

３０代 47 70.2 27.7 2.1

４０代 57 57.9 42.1 0.0

５０代以上 42 40.5 54.8 4.8

１年以内 37 45.9 54.1 0.0

２～３年未満 39 51.3 46.2 2.6

３～５年未満 58 55.2 43.1 1.7

５年以上 40 62.5 35.0 2.5

問3　

働き方の希望

問21　

年代

問23　

就労年数

（今の会社）

問9.キャリアパスを会社から示され

ましたか。どちらか１つを選択してく

ださい。

問1　雇用契約

の更新期間

全体（件数）

全体（ ％　）

 

（１）会社からキャリアパスを示されたかについては、54.0％、半数を超える事業者がキャリアパスを示し 

ているが、半数近く 44.3％が示していない。 
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（２）キャリアパスの提示方法 

（問 10. 問 9で、「1.示されている」とお答えになった方にお伺いします。どのような形でキャリアパス 

を提示されたか、該当するものを全て選択してください。〔複数回答可〕） 

33.0 

43.6 

28.7 

11.7 

7.4 

0.0 

0.0 

0 10 20 30 40 50

個人面談の際に書面による提示があった。

個人面談の際に口頭による説明があった。

スタッフが集合するタイミング（教育・研修等）

において提示または説明があった。

書面の配布・回覧またはインターネット配信

にて確認した。

会社に備え付けてある書面または社内LAN

（イントラネット）にて確認した。

その他

無回答

(%)

全体

(n=94)

【基本属性別/キャリアパスの提示方法】 

単位：％ 件数 個人面談

の際に書

面による

提示が

あった。

個人面談

の際に口

頭による

説明が

あった。

スタッフが

集合する

タイミング

（教育・

研修等）

において

提示また

は説明が

あった。

書面の配

布・回覧

またはイン

ターネット

配信にて

確認した。

会社に備

え付けて

ある書面

または社

内LAN

（イントラ

ネット）に

て確認し

た。

その他 無回答

全体 94 33.0 43.6 28.7 11.7 7.4 0.0 0.0

2ヶ月以内～5ヶ月ごと 56 35.7 42.9 25.0 16.1 3.6 0.0 0.0

6ヶ月～1年ごと 33 27.3 45.5 27.3 3.0 12.1 0.0 0.0

正社員か無期雇用 36 38.9 41.7 22.2 8.3 5.6 0.0 0.0

有期雇用のまま 46 30.4 47.8 28.3 6.5 8.7 0.0 0.0

わからない＋その他 11 27.3 27.3 45.5 45.5 9.1 0.0 0.0

２０代以下 11 27.3 45.5 18.2 9.1 0.0 0.0 0.0

３０代 33 30.3 51.5 30.3 6.1 6.1 0.0 0.0

４０代 33 39.4 39.4 21.2 12.1 9.1 0.0 0.0

５０代以上 17 29.4 35.3 47.1 23.5 11.8 0.0 0.0

１年以内 17 41.2 29.4 11.8 11.8 5.9 0.0 0.0

２～３年未満 20 40.0 45.0 25.0 10.0 5.0 0.0 0.0

３～５年未満 32 25.0 46.9 28.1 15.6 9.4 0.0 0.0

５年以上 25 32.0 48.0 44.0 8.0 8.0 0.0 0.0

問21

年代

問23

就労年数

（今の会社）

問1　雇用契約

の更新期間

問3

働き方の希望

問10.問9で、「1.示されている」とお答えになった方にお伺いします。どのような形で

キャリアパスを提示されたか、該当するものを全て選択してください。〔複数回答可〕

（２）キャリアパスを提示された形としては、「個人面談の際に口頭による説明があった。」が 43.0％で最も

多くなっている。「個人面談の際に書面による提示があった。」が 33.0％、「スタッフが集合するタイミング

（教育・研修等）において提示または説明があった。」が 28.7％で続いている。  
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（３）今後のキャリアアップに対する考え 

（問 11.今後のキャリアアップに対するあなたのお考えについてお伺いします。該当するものを１つ選 

択してください。） 

 

10.3 31.6 10.9 13.8 32.2 0.0 1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=174)

積極的に取り組んでいきたい。 キャリアアップの機会があれば取り組んでいきたい。

キャリアアップを積極的に取り組んでいこうとは思わない。 キャリアアップを負担に感じている。

特に考えていない。 その他

無回答

【基本属性別/今後のキャリアアップに対する考え】 

単位：％ 件数 積極的に

取り組ん

でいきた

い。

キャリアアッ

プの機会

があれば

取り組ん

でいきた

い。

キャリアアッ

プを積極

的に取り

組んでいこ

うとは思わ

ない。

キャリアアッ

プを負担

に感じてい

る。

特に考え

ていない。

その他 無回答

全体 174 10.3 31.6 10.9 13.8 32.2 0.0 1.1

2ヶ月以内～5ヶ月ごと 105 13.3 35.2 7.6 9.5 33.3 0.0 1.0

6ヶ月～1年ごと 59 6.8 27.1 16.9 18.6 28.8 0.0 1.7

正社員か無期雇用 76 19.7 43.4 5.3 2.6 27.6 0.0 1.3

有期雇用のまま 67 1.5 23.9 20.9 25.4 28.4 0.0 0.0

わからない＋その他 30 6.7 20.0 3.3 13.3 53.3 0.0 3.3

２０代以下 28 10.7 39.3 7.1 10.7 32.1 0.0 0.0

３０代 47 8.5 34.0 12.8 12.8 29.8 0.0 2.1

４０代 57 10.5 38.6 14.0 10.5 26.3 0.0 0.0

５０代以上 42 11.9 14.3 7.1 21.4 42.9 0.0 2.4

１年以内 37 8.1 37.8 10.8 10.8 32.4 0.0 0.0

２～３年未満 39 5.1 41.0 12.8 12.8 25.6 0.0 2.6

３～５年未満 58 8.6 27.6 10.3 17.2 34.5 0.0 1.7

５年以上 40 20.0 22.5 10.0 12.5 35.0 0.0 0.0

問11.今後のキャリアアップに対するあなたのお考えについてお伺いします。該当する

ものを１つ選択してください。

問1　雇用契約

の更新期間

問3

働き方の希望

問21

年代

問23

就労年数

（今の会社）

 

（３）キャリアアップに対する考えについては、「特に考えていない。」が 32.2％で最も多い。「キャリアアッ

プの機会があれば取り組んでいきたい。」が 31.6％で続いている。「積極的に取り組んでいきたい。」

10.3％と合わせて、キャリアアップに積極的な姿勢は、41.9％ととなり、4割を占める。 

また、「特に考えていない。」32.2％、「キャリアアップを負担に感じている。」13.8％、「キャリアアップを積

極的に取り組んでいこうとは思わない。」が 10.9％あり、キャリアアップに対して消極的姿勢が合わせて

56.9％、6割近くとなっている。 
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３ ） 教育・研修等について 

（１）会社主催の教育・研修の経験の有無 

（問 12.会社が主催する教育・研修を受けたことがありますか。該当するものを１つ選択してくだ 

さい。） 

71.8 9.8 17.2 1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=174)

受けたことがある。 機会があったが受けられなかった。 機会がなかった。 無回答

【基本属性別/会社主催の教育・研修の経験の有無】 

単位：％ 件数 受けたこと

がある。

機会が

あったが受

けられな

かった。

機会がな

かった。

無回答

174 125 17 30 2

100.0 71.8 9.8 17.2 1.1

2ヶ月以内～5ヶ月ごと 105 71.4 7.6 20.0 1.0

6ヶ月～1年ごと 59 72.9 13.6 11.9 1.7

正社員か無期雇用 76 77.6 3.9 18.4 0.0

有期雇用のまま 67 70.1 17.9 10.4 1.5

わからない＋その他 30 60.0 6.7 30.0 3.3

２０代以下 28 71.4 10.7 17.9 0.0

３０代 47 78.7 10.6 10.6 0.0

４０代 57 71.9 8.8 19.3 0.0

５０代以上 42 64.3 9.5 21.4 4.8

１年以内 37 64.9 10.8 21.6 2.7

２～３年未満 39 74.4 10.3 15.4 0.0

３～５年未満 58 74.1 10.3 13.8 1.7

５年以上 40 72.5 7.5 20.0 0.0

問12.会社が主催する教育・研修を受けたこ

とがありますか。該当するものを１つ選択してく

ださい。

問1　雇用契約

の更新期間

問3　

働き方の希望

問21　

年代

問23　

就労年数

（今の会社）

全体（件数）

全体（ ％　）

 

 

（１）会社主催の教育・研修については、71.8％と全体の 7割以上が何らかの教育や研修を受けている。 
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（２）過去２年間の教育・研修の内容 

（問 13. 問 12で、（会社が主催する教育・研修を）「1.受けたことがある」とお答えの方にお伺いしま 

す。ここ２年間に受けられた教育・研修の内容について、該当するものを全て選択してください。 

〔複数回答可〕） 

47.2 

44.8 

68.8 

29.6 

12.8 

7.2 

0.8 

1.6 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

新入社員研修

実務研修（機械操作など）

安全衛生研修

マナー講習

リーダー研修

その他

受けていない。

無回答

(%)

全体

(n=125)

 

 

 

 

【基本属性別/過去２年間の教育・研修の内容】 

単位：％ 件数 新入社員

研修

実務研修

（機械操

作など）

安全衛生

研修

マナー講

習

リーダー研

修

その他 受けてい

ない。

無回答

全体 125 47.2 44.8 68.8 29.6 12.8 7.2 0.8 1.6

2ヶ月以内～5ヶ月ごと 75 50.7 44.0 68.0 30.7 10.7 6.7 0.0 2.7

6ヶ月～1年ごと 43 37.2 48.8 69.8 25.6 14.0 2.3 2.3 0.0

正社員か無期雇用 59 47.5 40.7 67.8 32.2 18.6 5.1 0.0 1.7

有期雇用のまま 47 46.8 48.9 78.7 27.7 6.4 4.3 2.1 0.0

わからない＋その他 18 44.4 50.0 50.0 22.2 5.6 16.7 0.0 5.6

２０代以下 20 40.0 40.0 55.0 35.0 10.0 10.0 0.0 0.0

３０代 37 48.6 48.6 64.9 21.6 8.1 8.1 0.0 0.0

４０代 41 43.9 41.5 78.0 36.6 14.6 2.4 0.0 4.9

５０代以上 27 55.6 48.1 70.4 25.9 18.5 11.1 3.7 0.0

１年以内 24 66.7 37.5 50.0 37.5 8.3 0.0 0.0 4.2

２～３年未満 29 55.2 41.4 82.8 41.4 10.3 10.3 0.0 0.0

３～５年未満 43 41.9 58.1 74.4 23.3 9.3 2.3 0.0 2.3

５年以上 29 31.0 34.5 62.1 20.7 24.1 17.2 3.4 0.0

問1　雇用契約

の更新期間

問3

働き方の希望

問21

年代

問23

就労年数

（今の会社）

問13.問12で、「1.受けたことがある」とお答えの方にお伺いします。ここ２年間に受けられた

教育・研修の内容について、該当するものを全て選択してください。〔複数回答可〕

 

（２）過去２年間の教育・研修の内容については、「安全衛生研修」が 68.8％で最も多くなっている。次い

で「新入社員研修」が 47.2％、「実務研修（機械操作など）」が 44.8％、「マナー講習」が 29.6％と続いて

いる。 

 

  

＜その他＞ 
・品質研修（3） 

・人権研修（2） 
・コンプライアンス、 
・設備保全研修 

・アサーション・コーチング 
・外部資格 
・危険予知 

・パソコン研修 
・ＣＳＲ 
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（３）教育・研修の方法 

（問 14.教育・研修はどのような形で実施されましたか。該当するものを全て選択してください。 

〔複数回答可〕） ※問 12で、（会社が主催する教育・研修を）「1.受けたことがある」と答えた方へ 

の設問。 

70.4 

44.8 

22.4 

0.8 

3.2 

16.8 

1.6 

0.8 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

集合教育・研修

現場での実地訓練

ｅ-ラーニング

通信講座

指定教材による自宅学習

外部講習会への参加

その他

無回答

(%)

全体

(n=125)

 

【基本属性別/教育・研修の方法】 

単位：％ 件数 集合教

育・研修

現場での

実地訓練

ｅ-ラーニ

ング

通信講座 指定教材

による自

宅学習

外部講習

会への参

加

その他 無回答

全体 125 70.4 44.8 22.4 0.8 3.2 16.8 1.6 0.8

2ヶ月以内～5ヶ月ごと 75 69.3 40.0 22.7 0.0 2.7 12.0 2.7 1.3

6ヶ月～1年ごと 43 69.8 55.8 18.6 2.3 4.7 20.9 0.0 0.0

正社員か無期雇用 59 74.6 40.7 16.9 1.7 5.1 18.6 0.0 1.7

有期雇用のまま 47 72.3 51.1 21.3 0.0 2.1 14.9 2.1 0.0

わからない＋その他 18 50.0 44.4 44.4 0.0 0.0 11.1 5.6 0.0

２０代以下 20 80.0 35.0 5.0 0.0 0.0 10.0 0.0 5.0

３０代 37 67.6 45.9 24.3 0.0 10.8 10.8 2.7 0.0

４０代 41 65.9 46.3 26.8 0.0 0.0 19.5 2.4 0.0

５０代以上 27 74.1 48.1 25.9 3.7 0.0 25.9 0.0 0.0

１年以内 24 75.0 41.7 20.8 0.0 4.2 4.2 4.2 0.0

２～３年未満 29 79.3 48.3 20.7 0.0 0.0 20.7 0.0 0.0

３～５年未満 43 69.8 53.5 14.0 0.0 7.0 11.6 0.0 2.3

５年以上 29 58.6 31.0 37.9 3.4 0.0 31.0 3.4 0.0

問14.教育・研修はどのような形で実施されましたか。該当するものを全て選択してください。

〔複数回答可〕

問1　雇用契約

の更新期間

問3

働き方の希望

問21

年代

問23

就労年数

（今の会社）

 

（３）教育・研修の方法（形）については、「集合教育・研修」が 70.4％で最も多くなっている。次いで「現

場での実地訓練」が 44.8％、「ｅ-ラーニング」が 22.4％、「外部講習会への参加」が 16.8％と続いてい

る。 

  

＜その他＞ 
・入社時 
・書面 
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（４）教育・研修についての考え 

（問 15.教育・研修についてどのようにお考えですか。該当するものを全て選択してください。 

〔複数回答可〕） 

46.6 

28.2 

9.2 

13.2 

9.8 

8.0 

17.2 

1.7 

3.4 

0 10 20 30 40 50

あまり考えたことがない。

勤務時間外に実施されるのはいや。

機会をできるだけ増やしてもらいたい。

内容が時として難しく感じる。

本人の希望に沿ったテーマを設定して欲しい。

専門講師の教育研修を受けたい。

教育研修で身につけた知識・技能を給料に反映してほしい。

その他

無回答

(%)

全体

(n=174)

 

 

【基本属性別/教育・研修についての考え】 

単位：％ 件数 あまり考え

たことがな

い。

勤務時間

外に実施

されるのは

いや。

機会をで

きるだけ増

やしてもら

いたい。

内容が時

として難し

く感じる。

本人の希

望に沿っ

たテーマを

設定して

欲しい。

専門講師

の教育研

修を受け

たい。

教育研修

で身につ

けた知識・

技能を給

料に反映

してほし

い。

その他 無回答

全体 174 46.6 28.2 9.2 13.2 9.8 8.0 17.2 1.7 3.4

2ヶ月以内～5ヶ月ごと 105 42.9 30.5 11.4 14.3 7.6 8.6 23.8 1.0 3.8

6ヶ月～1年ごと 59 52.5 25.4 3.4 8.5 13.6 6.8 6.8 3.4 3.4

正社員か無期雇用 76 43.4 18.4 13.2 9.2 14.5 11.8 23.7 0.0 1.3

有期雇用のまま 67 50.7 37.3 4.5 16.4 7.5 3.0 9.0 4.5 6.0

わからない＋その他 30 43.3 33.3 10.0 13.3 3.3 10.0 20.0 0.0 3.3

２０代以下 28 46.4 21.4 3.6 14.3 14.3 10.7 28.6 0.0 0.0

３０代 47 40.4 34.0 14.9 14.9 17.0 14.9 23.4 0.0 2.1

４０代 57 50.9 24.6 10.5 15.8 3.5 1.8 15.8 5.3 3.5

５０代以上 42 47.6 31.0 4.8 7.1 7.1 7.1 4.8 0.0 7.1

１年以内 37 45.9 27.0 2.7 13.5 5.4 5.4 21.6 2.7 5.4

２～３年未満 39 64.1 33.3 2.6 12.8 10.3 5.1 7.7 0.0 0.0

３～５年未満 58 46.6 25.9 6.9 15.5 12.1 13.8 19.0 3.4 3.4

５年以上 40 30.0 27.5 25.0 10.0 10.0 5.0 20.0 0.0 5.0

問3

働き方の希望

問21

年代

問23

就労年数

（今の会社）

問15.教育・研修についてどのようにお考えですか。該当するものを全て選択してください。〔複数回答可〕

問1　雇用契約

の更新期間

（４）教育・研修についての考えについては、「あまり考えたことがない。」が 46.6％と半数のスタッフが考

えていない。次いで「勤務時間外に実施されるのはいや。」が 28.2％、「教育研修で身につけた知識・技

能を給料に反映してほしい。」が 17.2％と続いている。 

  

＜その他＞ 

・特に必要ない 
・今はあまり必要がない 
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（５）能力評価の仕組みの説明を受けた経験の有無 

（問 16.あなたの能力を評価する仕組み（制度）について、会社から説明を受けたことがありますか。 

該当するものを１つ選択してください。） 

47.7 24.1 26.4 1.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=174)

ある。 ない。 わからない。 無回答

 

 

【基本属性別/能力評価の仕組み（制度）の説明を受けた経験の有無】 

単位：％ 件数 ある。 ない。 わからな

い。

無回答

全体 174 47.7 24.1 26.4 1.7

2ヶ月以内～5ヶ月ごと 105 45.7 22.9 28.6 2.9

6ヶ月～1年ごと 59 50.8 27.1 22.0 0.0

正社員か無期雇用 76 46.1 30.3 23.7 0.0

有期雇用のまま 67 55.2 11.9 28.4 4.5

わからない＋その他 30 36.7 36.7 26.7 0.0

２０代以下 28 46.4 10.7 39.3 3.6

３０代 47 57.4 19.1 23.4 0.0

４０代 57 49.1 22.8 28.1 0.0

５０代以上 42 35.7 40.5 19.0 4.8

１年以内 37 32.4 18.9 43.2 5.4

２～３年未満 39 43.6 17.9 35.9 2.6

３～５年未満 58 43.1 32.8 24.1 0.0

５年以上 40 72.5 22.5 5.0 0.0

問16.あなたの能力を評価する仕組み（制

度）について、会社から説明を受けたことがあ

りますか。該当するものを１つ選択してくださ

い。

問1　雇用契約

の更新期間

問3

働き方の希望

問21

年代

問23

就労年数

（今の会社）

 

 

（５）能力を評価する仕組み（制度）について、説明を受けたスタッフは、47.7％と全体の半数程度となっ

ている。 
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（６）能力・実績の処遇への適正な評価についての考え 

（問 17.あなたの能力や実績が、給与などの処遇に適正に評価されていると思いますか。該当する 

ものを１つ選択してください。） 

16.7 50.6 21.8 10.3 0.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=174)

適正に評価されている。 まあまあ評価されている。 あまり評価されていない。 評価されていない。 無回答

 

【基本属性別/能力・実績の処遇への適正な評価についての考え】 

単位：％ 件数 適正に評

価されて

いる。

まあまあ評

価されて

いる。

あまり評価

されていな

い。

評価され

ていない。

無回答

全体 174 16.7 50.6 21.8 10.3 0.6

2ヶ月以内～5ヶ月ごと 105 14.3 45.7 29.5 9.5 1.0

6ヶ月～1年ごと 59 20.3 57.6 11.9 10.2 0.0

正社員か無期雇用 76 14.5 47.4 27.6 10.5 0.0

有期雇用のまま 67 13.4 62.7 17.9 4.5 1.5

わからない＋その他 30 30.0 30.0 16.7 23.3 0.0

２０代以下 28 25.0 46.4 10.7 17.9 0.0

３０代 47 10.6 57.4 25.5 6.4 0.0

４０代 57 15.8 47.4 29.8 7.0 0.0

５０代以上 42 19.0 50.0 14.3 14.3 2.4

１年以内 37 21.6 37.8 29.7 8.1 2.7

２～３年未満 39 17.9 51.3 23.1 7.7 0.0

３～５年未満 58 6.9 56.9 24.1 12.1 0.0

５年以上 40 25.0 52.5 10.0 12.5 0.0

問23

就労年数

（今の会社）

問17.あなたの能力や実績が、給与などの処遇に適正に

評価されていると思いますか。該当するものを１つ選択して

ください。

問1　雇用契約

の更新期間

問3

働き方の希望

問21

年代

 

 

（６）能力や実績が給与などの処遇への適正な評価については、「まあまあ評価されている。」が 50.6％

と最も多く、「適正に評価されている。」とする 16.7％と合わせて、評価されていると思っているスタッフは、

67.3％と 7割近くとなっている。評価されていないと思っているスタッフは 32.1％、全体の 3割を超えて

いる。 
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（７）教育プログラムの説明を受けた経験の有無 

（問 18.会社から「教育プログラム」の説明を受けたことがありますか。該当するものを１つ選択して 

ください。） 

39.1 30.5 29.3 1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=174)

ある。 ない。 わからない。 無回答

 

【基本属性別/会社から「教育プログラム」の説明を受けた経験の有無】 

単位：％ 件数 ある。 ない。 わからな

い。

無回答

全体 174 39.1 30.5 29.3 1.1

2ヶ月以内～5ヶ月ごと 105 35.2 30.5 33.3 1.0

6ヶ月～1年ごと 59 44.1 30.5 23.7 1.7

正社員か無期雇用 76 26.3 42.1 31.6 0.0

有期雇用のまま 67 55.2 16.4 26.9 1.5

わからない＋その他 30 33.3 33.3 30.0 3.3

２０代以下 28 42.9 32.1 25.0 0.0

３０代 47 36.2 29.8 34.0 0.0

４０代 57 40.4 24.6 33.3 1.8

５０代以上 42 38.1 38.1 21.4 2.4

１年以内 37 21.6 37.8 35.1 5.4

２～３年未満 39 41.0 20.5 38.5 0.0

３～５年未満 58 39.7 36.2 24.1 0.0

５年以上 40 52.5 25.0 22.5 0.0

問18.会社から「教育プログラム」の説明を受

けたことがありますか。該当するものを１つ選択

してください。

問1　雇用契約

の更新期間

問3

働き方の希望

問21

年代

問23

就労年数

（今の会社）

 

 

（７）会社から「教育プログラム」の説明を受けた経験については、39.1％と全体の 4 割程度が説明を受

けている。説明を受けたことが「ない」30.5％、「わからない」が 29.3％あり、合わせて 59.8％となる。全体 

の 6割となっている。 
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（８）能力開発に関する情報提供・相談の機会を得た経験の有無 

（問 19.会社から能力開発に関する情報の提供や相談の機会を設けてもらったことがありますか。 

該当するものを１つ選択してください。） 

42.5 34.5 21.8 1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=174)

ある。 ない。 わからない。 無回答

 

 

【基本属性別/能力開発に関する情報提供・相談の機会を得た経験の有無】 

単位：％ 件数 ある。 ない。 わからな

い。

無回答

全体 174 42.5 34.5 21.8 1.1

2ヶ月以内～5ヶ月ごと 105 41.0 34.3 22.9 1.9

6ヶ月～1年ごと 59 44.1 35.6 20.3 0.0

正社員か無期雇用 76 34.2 44.7 21.1 0.0

有期雇用のまま 67 56.7 20.9 19.4 3.0

わからない＋その他 30 30.0 40.0 30.0 0.0

２０代以下 28 46.4 32.1 21.4 0.0

３０代 47 38.3 36.2 25.5 0.0

４０代 57 45.6 26.3 26.3 1.8

５０代以上 42 40.5 45.2 11.9 2.4

１年以内 37 27.0 24.3 43.2 5.4

２～３年未満 39 48.7 33.3 17.9 0.0

３～５年未満 58 34.5 48.3 17.2 0.0

５年以上 40 62.5 25.0 12.5 0.0

問19.会社から能力開発に関する情報の提

供や相談の機会を設けてもらったことがあります

か。該当するものを１つ選択してください。

問1　雇用契約

の更新期間

問3　

働き方の希望

問21　

年代

問23　

就労年数

（今の会社）

 

 

（８）能力開発に関する情報の提供や相談の機会については、42.5％と全体の 4割程度が機会を設け

てもらっている。機会を設けてもらって「ない」34.5％、「わからない」が 21.8％あり、合わせて 56.3％とな

る。全体の 6割近くになっている。 
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第４章 メーカー事業所調査の結果 

１．企業・事業所概要について 

（１）会社全体の年間売上高 

（問 1.貴社全体の年間売上高（直近決算）についてご記入ください。） 

6.8 8.4 6.8 31.1 11.1 25.8 10.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=190)

10億円未満 10～50億円未満 50～100億円未満 100～500億円未満

500～1000億円未満 1000億円以上 無回答

【基本属性別/会社全体の年間売上高】 

単位：％ 件数 10億円

未満

10～50

億円未満

50～100

億円未満

100～

500億円

未満

500～

1000億

円未満

1000億

円以上

無回答

全体 190 6.8 8.4 6.8 31.1 11.1 25.8 10.0

500人以上 73 0.0 4.1 1.4 26.0 19.2 38.4 11.0

100～500人未満 84 4.8 9.5 11.9 39.3 6.0 19.0 9.5

100人未満 33 27.3 15.2 6.1 21.2 6.1 15.2 9.1

業務用機械器具 9 0.0 0.0 0.0 33.3 22.2 44.4 0.0

電子部品・デバイス 31 12.9 12.9 12.9 22.6 3.2 32.3 3.2

電気機械器具 52 5.8 11.5 9.6 34.6 5.8 21.2 11.5

情報通信機械器具 7 0.0 0.0 0.0 14.3 14.3 71.4 0.0

輸送用機械器具 59 3.4 6.8 5.1 35.6 15.3 25.4 8.5

食料品 13 15.4 7.7 15.4 0.0 7.7 23.1 30.8

その他 27 11.1 3.7 3.7 33.3 18.5 14.8 14.8

北海道東北 28 7.1 0.0 17.9 32.1 7.1 32.1 3.6

関東甲信越 50 8.0 6.0 2.0 38.0 10.0 26.0 10.0

東海北陸 73 2.7 12.3 4.1 23.3 12.3 31.5 13.7

近畿 17 11.8 0.0 0.0 35.3 17.6 29.4 5.9

中国四国 25 0.0 8.0 8.0 28.0 4.0 40.0 12.0

九州 28 10.7 7.1 7.1 25.0 10.7 25.0 14.3

拡大 5 20.0 0.0 20.0 20.0 0.0 20.0 20.0

縮小 23 0.0 13.0 8.7 21.7 8.7 34.8 13.0

拡大 3 0.0 0.0 66.7 33.3 0.0 0.0 0.0

縮小 18 0.0 0.0 11.1 33.3 5.6 38.9 11.1

問1.貴社全体の年間売上高（直近決算）についてご記入ください。

問2

従業員規模

問3

生産品目

問4

所在地

問8　今後の請負

事業者の活用

問9　今後の派遣

労働者の活用  

(注)表の中の「問 3.生産品目」について、「清涼飲料・酒類」は「その他」扱いとし、「その他」に加えた。 

 

（１）会社全体の年間売上高については、「100～500 億円未満」のメーカー企業が 31.1％で最も多くな

っている。次いで「1000億円以上」が 25.8％となっている。 
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（２）従業員数（外国人労働者含む） 

（問 2.貴事業所・工場の従業員数（外国人労働者含む）について、該当するもの１つに〇を付けて 

ください。） 

3.7 5.8 7.9 20.5 23.7 16.3 22.1 0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=190)

25人未満 25人以上～50人未満 50人以上～100人未満 100人以上～250人未満

250人以上～500人未満 500人以上～1,000人未満 1,000人以上 無回答

【基本属性別/従業員数（外国人労働者含む）】 

単位：％ 件数 25人未

満

25人以

上～50

人未満

50人以

上～100

人未満

100人以

上～250

人未満

250人以

上～500

人未満

500人以

上～

1,000人

未満

1,000人

以上

全体 190 3.7 5.8 7.9 20.5 23.7 16.3 22.1

500人以上 73 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 42.5 57.5

100～500人未満 84 0.0 0.0 0.0 46.4 53.6 0.0 0.0

100人未満 33 21.2 33.3 45.5 0.0 0.0 0.0 0.0

業務用機械器具 9 11.1 11.1 0.0 11.1 11.1 11.1 44.4

電子部品・デバイス 31 0.0 6.5 6.5 19.4 19.4 29.0 19.4

電気機械器具 52 1.9 0.0 11.5 21.2 30.8 15.4 19.2

情報通信機械器具 7 0.0 0.0 0.0 14.3 14.3 28.6 42.9

輸送用機械器具 59 3.4 3.4 5.1 25.4 23.7 11.9 27.1

食料品 13 15.4 7.7 7.7 38.5 7.7 15.4 7.7

その他 27 3.7 18.5 11.1 11.1 22.2 7.4 25.9

北海道東北 28 3.6 7.1 3.6 17.9 17.9 17.9 32.1

関東甲信越 50 2.0 4.0 8.0 22.0 16.0 18.0 30.0

東海北陸 73 4.1 4.1 5.5 17.8 26.0 9.6 32.9

近畿 17 5.9 5.9 17.6 17.6 11.8 11.8 29.4

中国四国 25 0.0 4.0 8.0 16.0 28.0 20.0 24.0

九州 28 3.6 7.1 14.3 17.9 21.4 17.9 17.9

拡大 5 40.0 0.0 0.0 0.0 20.0 40.0 0.0

縮小 23 0.0 0.0 4.3 8.7 30.4 13.0 43.5

拡大 3 0.0 0.0 0.0 0.0 66.7 33.3 0.0

縮小 18 0.0 0.0 0.0 5.6 33.3 22.2 38.9

問2

従業員規模

問3

生産品目

問4

所在地

問8　今後の請負

事業者の活用

問9　今後の派遣

労働者の活用

問2.貴事業所・工場の従業員数（外国人労働者含む）について、該当するも

の１つに〇を付けてください。

（２）従業員数（外国人労働者含む）は、「250 人以上 500 人未満」が 23.7％で最も多くなっている。次い

で「1000人以上」が 22.1％、「100人以上～250人未満」が 20.5％と続いている。 

  

※――――――――――――――――――――※―――――――――――――――――――※ 

問 2 の設問以降は、事業所・工場についての設問です。 

※――――――――――――――――――――※―――――――――――――――――――※ 
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（３）生産品目 

（問 3.貴事業所・工場での生産品目についてお伺いします。該当するものに〇を付けてください。 

〔複数回答可〕） 

4.7 

16.3 

27.4 

3.7 

31.1 

6.8 

2.1 

12.1 

0.5 

0 5 10 15 20 25 30 35

業務用機械器具

電子部品・デバイス

電気機械器具

情報通信機械器具

輸送用機械器具

食料品

清涼飲料・酒類

その他

無回答

(%)

全体

(n=190)

 

 

 

【基本属性別/生産品目】 

単位：％ 件数 業務用機

械器具

電子部

品・デバイ

ス

電気機械

器具

情報通信

機械器具

輸送用機

械器具

食料品 清涼飲

料・酒類

その他 無回答

全体 190 4.7 16.3 27.4 3.7 31.1 6.8 2.1 12.1 0.5

500人以上 73 6.8 20.5 24.7 6.8 31.5 4.1 1.4 11.0 1.4

100～500人未満 84 2.4 14.3 32.1 2.4 34.5 7.1 3.6 7.1 0.0

100人未満 33 6.1 12.1 21.2 0.0 21.2 12.1 0.0 27.3 0.0

業務用機械器具 9 100.0 22.2 0.0 11.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

電子部品・デバイス 31 6.5 100.0 9.7 3.2 0.0 0.0 0.0 3.2 0.0

電気機械器具 52 0.0 5.8 100.0 1.9 1.9 0.0 0.0 0.0 0.0

情報通信機械器具 7 14.3 14.3 14.3 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

輸送用機械器具 59 0.0 0.0 1.7 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

食料品 13 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

その他 27 0.0 3.7 0.0 0.0 0.0 0.0 14.8 85.2 0.0

北海道東北 28 3.6 28.6 32.1 10.7 21.4 7.1 0.0 14.3 0.0

関東甲信越 50 6.0 14.0 32.0 8.0 18.0 8.0 4.0 16.0 0.0

東海北陸 73 5.5 11.0 19.2 5.5 50.7 5.5 1.4 8.2 0.0

近畿 17 11.8 23.5 23.5 11.8 29.4 0.0 0.0 5.9 5.9

中国四国 25 12.0 28.0 20.0 8.0 16.0 4.0 4.0 16.0 0.0

九州 28 3.6 21.4 21.4 7.1 25.0 7.1 3.6 14.3 3.6

拡大 5 0.0 0.0 60.0 0.0 0.0 40.0 0.0 0.0 0.0

縮小 23 0.0 13.0 17.4 8.7 47.8 0.0 4.3 13.0 0.0

拡大 3 0.0 0.0 33.3 0.0 66.7 0.0 0.0 0.0 0.0

縮小 18 5.6 16.7 33.3 16.7 38.9 0.0 0.0 5.6 0.0

問3.貴事業所・工場での生産品目についてお伺いします。該当するものに〇を付けてください。〔複数回

答可〕

問2

従業員規模

問3

生産品目

問4

所在地

問8　今後の請負

事業者の活用

問9　今後の派遣

労働者の活用

（３）生産品目については、「輸送用機械器具」が 31.1％で最も多くなっている。次いで「電気機械器具」

が 27.4％、「電子部品・デバイス」が 16.3％で続いている。 

  

＜その他＞ 

・サービス業（２） ・自動車製造（2） 
・医療機器製造（2） ・OAサプライ 
・卸売業  ・金型表面加工 

・機能材料  ・健康関連機器 
・合成樹脂塗料 ・自動車部品 
・精密機械器具 ・船舶 

・電設資材  ・電力用製品 
・塗料  ・乳酸菌飲料 
・原子力、シールド掘削機、ジェットエンジン

部品等の産業用機械の製造 
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（４）所在地 

（問 4.貴事業所・工場の所在地の地域についてお伺いします。該当するものに〇を付けてくださ 

い。） 

3.2 

11.6 

6.8 

20.0 

32.6 

7.4 

8.9 

10.0 

4.2 

14.7 

0.0 

0 5 10 15 20 25 30 35

北海道

東北

甲信越

関東

東海

北陸

近畿

中国

四国

九州

無回答

(%)

全体

(n=190)

 

【基本属性別/所在地】 

単位：％ 件数 北海道 東北 甲信越 関東 東海 北陸 近畿 中国 四国 九州

全体 190 3.2 11.6 6.8 20.0 32.6 7.4 8.9 10.0 4.2 14.7

500人以上 73 5.5 13.7 6.8 27.4 39.7 6.8 9.6 12.3 4.1 13.7

100～500人未満 84 0.0 11.9 7.1 15.5 31.0 7.1 6.0 9.5 3.6 13.1

100人未満 33 6.1 6.1 6.1 15.2 21.2 9.1 15.2 6.1 6.1 21.2

業務用機械器具 9 0.0 11.1 22.2 11.1 33.3 11.1 22.2 33.3 0.0 11.1

電子部品・デバイス 31 6.5 19.4 12.9 9.7 9.7 19.4 12.9 19.4 3.2 19.4

電気機械器具 52 1.9 15.4 9.6 21.2 25.0 3.8 7.7 5.8 3.8 11.5

情報通信機械器具 7 0.0 42.9 28.6 42.9 42.9 28.6 28.6 28.6 14.3 28.6

輸送用機械器具 59 3.4 6.8 1.7 13.6 59.3 3.4 8.5 5.1 1.7 11.9

食料品 13 7.7 7.7 0.0 30.8 23.1 7.7 0.0 7.7 0.0 15.4

その他 27 0.0 14.8 3.7 33.3 18.5 7.4 3.7 11.1 11.1 18.5

北海道東北 28 21.4 78.6 7.1 14.3 14.3 10.7 14.3 7.1 3.6 14.3

関東甲信越 50 2.0 8.0 26.0 76.0 12.0 6.0 10.0 6.0 4.0 14.0

東海北陸 73 1.4 5.5 4.1 6.8 84.9 19.2 6.8 2.7 1.4 8.2

近畿 17 5.9 17.6 11.8 23.5 23.5 23.5 100.0 17.6 11.8 41.2

中国四国 25 0.0 8.0 8.0 8.0 4.0 8.0 12.0 76.0 32.0 12.0

九州 28 3.6 10.7 7.1 21.4 17.9 14.3 25.0 10.7 7.1 100.0

拡大 5 20.0 0.0 20.0 40.0 0.0 0.0 0.0 20.0 0.0 0.0

縮小 23 0.0 8.7 8.7 26.1 47.8 4.3 4.3 4.3 8.7 34.8

拡大 3 0.0 0.0 0.0 33.3 66.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

縮小 18 0.0 22.2 16.7 16.7 38.9 16.7 11.1 22.2 5.6 27.8

問2

従業員規模

問3

生産品目

問4

所在地

問8　今後の請負

事業者の活用

問9　今後の派遣

労働者の活用

問4.貴事業所・工場の所在地の地域についてお伺いします。該当するものに〇を付けてください。

 

（４）所在地については、「東海」が 32.6％で最も多くなっている。次いで「関東」が 20.0％、「九州」が

14.7％、「東北」が 11.6％、「中国」10.0％、「近畿」8.9％、「北陸」7.4％、「甲信越」6.8％、「四国」4.2％、

「北海道」3.2％と続いている。 
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２．製造現場における請負事業者（構内請負）と派遣労働者の活用

について 
 

（１）来年度の生産量（受注量）の予測 

（問 5.貴事業所・工場の来年度の生産量（受注量）の予測について、最も近いと思われるもの１つ 

に〇を付けてください。） 

 

12.6 43.7 19.5 23.2 1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=190)

増加する。 変わらない。 減少する。 分からない。 無回答

【基本属性別/来年度の生産量（受注量）の予測】 

単位：％ 件数 増加する。 変わらな

い。

減少する。 分からな

い。

無回答

全体 190 12.6 43.7 19.5 23.2 1.1

500人以上 73 13.7 39.7 20.5 26.0 0.0

100～500人未満 84 13.1 50.0 22.6 13.1 1.2

100人未満 33 9.1 36.4 9.1 42.4 3.0

業務用機械器具 9 22.2 33.3 0.0 44.4 0.0

電子部品・デバイス 31 19.4 25.8 25.8 29.0 0.0

電気機械器具 52 9.6 46.2 19.2 23.1 1.9

情報通信機械器具 7 14.3 28.6 0.0 57.1 0.0

輸送用機械器具 59 10.2 44.1 27.1 16.9 1.7

食料品 13 15.4 76.9 0.0 7.7 0.0

その他 27 7.4 48.1 14.8 29.6 0.0

北海道東北 28 3.6 42.9 25.0 28.6 0.0

関東甲信越 50 16.0 38.0 22.0 24.0 0.0

東海北陸 73 6.8 46.6 16.4 27.4 2.7

近畿 17 11.8 41.2 5.9 41.2 0.0

中国四国 25 20.0 36.0 16.0 28.0 0.0

九州 28 14.3 46.4 14.3 25.0 0.0

拡大 5 60.0 40.0 0.0 0.0 0.0

縮小 23 8.7 30.4 43.5 17.4 0.0

拡大 3 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

縮小 18 22.2 11.1 38.9 27.8 0.0

問5.貴事業所・工場の来年度の生産量（受注量）の

予測について、最も近いと思われるもの１つに〇を付けてく

ださい。

問2　

従業員規模

問3　

生産品目

問4　

所在地

問8　今後の請負

事業者の活用

問9　今後の派遣

労働者の活用  

（１）来年度の生産量（受注量）の予測については、43.7％と半数近くが「変わらない。」と回答している。 

  また、「減少する。」が 19.5％で、「増加する。」12.6％を 6.9ポイント上回っている。 
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（２）請負事業者及び派遣労働者の活用 

（問 6.現在、貴事業所・工場の製造現場における請負事業者及び派遣労働者の活用について 

お伺いします。該当するもの１つに〇を付けてください。） 

5.3 37.9 43.7 13.2 0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=190)

請負事業者のみ活用している。 請負事業者・派遣労働者の両方とも活用している。

派遣労働者のみ活用している。 請負事業者・派遣労働者の両方とも活用していない。

無回答

【基本属性別/請負事業者及び派遣労働者の活用】 

単位：％ 件数 請負事業

者のみ活

用してい

る。

請負事業

者・派遣

労働者の

両方とも

活用して

いる。

派遣労働

者のみ活

用してい

る。

請負事業

者・派遣

労働者の

両方とも

活用して

いない。

無回答

190 10 72 83 25 0

100.0 5.3 37.9 43.7 13.2 0.0

500人以上 73 1.4 52.1 42.5 4.1 0.0

100～500人未満 84 6.0 34.5 46.4 13.1 0.0

100人未満 33 12.1 15.2 39.4 33.3 0.0

業務用機械器具 9 11.1 55.6 11.1 22.2 0.0

電子部品・デバイス 31 3.2 25.8 51.6 19.4 0.0

電気機械器具 52 3.8 48.1 32.7 15.4 0.0

情報通信機械器具 7 0.0 57.1 42.9 0.0 0.0

輸送用機械器具 59 3.4 35.6 57.6 3.4 0.0

食料品 13 15.4 38.5 38.5 7.7 0.0

その他 27 7.4 29.6 37.0 25.9 0.0

北海道東北 28 3.6 28.6 60.7 7.1 0.0

関東甲信越 50 10.0 40.0 40.0 10.0 0.0

東海北陸 73 4.1 46.6 39.7 9.6 0.0

近畿 17 5.9 47.1 35.3 11.8 0.0

中国四国 25 0.0 44.0 28.0 28.0 0.0

九州 28 3.6 46.4 32.1 17.9 0.0

拡大 5 20.0 80.0 0.0 0.0 0.0

縮小 23 4.3 95.7 0.0 0.0 0.0

拡大 3 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

縮小 18 5.6 94.4 0.0 0.0 0.0

問6.現在、貴事業所・工場の製造現場における請負事

業者及び派遣労働者の活用についてお伺いします。該当

するもの１つに〇を付けてください。

問2　

従業員規模

問3　

生産品目

問4　

所在地

問8　今後の請負

事業者の活用

問9　今後の派遣

労働者の活用

全体（件数）

全体（ ％　）

 

（２）負事業者及び派遣労働者の活用については、「派遣労働者のみ活用している。」が 43.7％となって

いる。次いで「請負事業者・派遣労働者の両方とも活用している。」が 37.9％となっている。請負事業者

の活用は、「請負事業者のみ活用している」5.3％と「請負事業者・派遣労働者の両方とも活用している。」

を合わせて 43.2％となる。  
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（３）今後の活用計画 (※請負事業者を活用していない事業所・工場) 

（問 7. 問 6で、「3.派遣労働者のみ活用している」または「4.請負事業者・派遣労働者の両方とも活用し

ていない」と答えた方にお伺いします。今後の活用計画について、最も近いもの１つに〇を付けてくださ

い。） 

3.7 39.8 5.6 50.9 0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=108)

請負事業者の活用を検討したい。 派遣労働者の活用を検討したい。

請負事業者と派遣労働者の両方の活用を検討したい。 検討する予定はない。

無回答

【基本属性別/今後の活用計画】 

単位：％ 件数 請負事業

者の活用

を検討し

たい。

派遣労働

者の活用

を検討し

たい。

請負事業

者と派遣

労働者の

両方の活

用を検討

したい。

検討する

予定はな

い。

無回答

全体 108 3.7 39.8 5.6 50.9 0.0

500人以上 34 0.0 44.1 2.9 52.9 0.0

100～500人未満 50 2.0 44.0 10.0 44.0 0.0

100人未満 24 12.5 25.0 0.0 62.5 0.0

業務用機械器具 3 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0

電子部品・デバイス 22 0.0 31.8 18.2 50.0 0.0

電気機械器具 25 0.0 52.0 4.0 44.0 0.0

情報通信機械器具 3 0.0 33.3 0.0 66.7 0.0

輸送用機械器具 36 5.6 47.2 0.0 47.2 0.0

食料品 6 16.7 33.3 16.7 33.3 0.0

その他 17 5.9 23.5 5.9 64.7 0.0

北海道東北 19 10.5 31.6 5.3 52.6 0.0

関東甲信越 25 4.0 32.0 8.0 56.0 0.0

東海北陸 36 0.0 50.0 0.0 50.0 0.0

近畿 8 0.0 37.5 12.5 50.0 0.0

中国四国 14 0.0 35.7 14.3 50.0 0.0

九州 14 14.3 42.9 0.0 42.9 0.0

問2

従業員規模

問3

生産品目

問4

所在地

問7.問6で、「3.派遣労働者のみ活用している」または

「4.請負事業者・派遣労働者の両方とも活用していな

い」と答えた方にお伺いします。今後の活用計画について、

最も近いもの１つに〇を付けてください。

 

（３）今後の活用計画については、「検討する予定はない。」が 50.9％、次いで「派遣労働者の活用を検

討したい。」が 39.8％と続く。請負事業者の活用は、「請負事業者の活用を検討したい。」3.7％と「請負

事業者と派遣労働者の両方の活用を検討したい。」5.6％を合わせて 9.3％、1割程度となっている。 

 

 

 

※――――――――――――――――――――※―――――――――――――――――――※ 

製造現場で請負事業者（構内請負）を活用していない事業所・工場は、問 7の設問で終了です。 

※――――――――――――――――――――※―――――――――――――――――――※ 

 

※――――――――――――――――――――※―――――――――――――――――――※ 
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３．製造現場において請負事業者（構内請負）を活用している事業

所の現況 
１ ） 今後の請負事業者／派遣労働者の活用について 

（１）今後の請負事業者の活用 

（問 8. 問 6で、「1.請負事業者のみ活用している」「2.請負事業者・派遣労働者の両方とも活用し 

ている」と答えた方にお伺いします。今後の請負事業者の活用について、該当するもの１つに〇 

を付けてください。） 

6.1 57.3 20.7 7.3 

2.4 

4.9 1.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=82)

拡大を考えている。 現状維持を考えている。 縮小を考えている。 内製化を考えている。

考えていない その他 無回答

 

 

【基本属性別/今後の請負事業者の活用】 

単位：％ 件数 拡大を考

えている。

現状維持

を考えてい

る。

縮小を考

えている。

内製化を

考えてい

る。

考えてい

ない

その他 無回答

82 5 47 17 6 2 4 1

100.0 6.1 57.3 20.7 7.3 2.4 4.9 1.2

500人以上 39 5.1 53.8 23.1 10.3 2.6 5.1 0.0

100～500人未満 34 2.9 58.8 20.6 5.9 2.9 5.9 2.9

100人未満 9 22.2 66.7 11.1 0.0 0.0 0.0 0.0

業務用機械器具 6 0.0 66.7 0.0 0.0 16.7 16.7 0.0

電子部品・デバイス 9 0.0 55.6 33.3 0.0 0.0 11.1 0.0

電気機械器具 27 11.1 66.7 7.4 7.4 0.0 7.4 0.0

情報通信機械器具 4 0.0 50.0 25.0 25.0 0.0 0.0 0.0

輸送用機械器具 23 0.0 43.5 34.8 13.0 0.0 4.3 4.3

食料品 7 28.6 71.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

その他 10 0.0 50.0 30.0 10.0 10.0 0.0 0.0

北海道東北 9 11.1 55.6 22.2 0.0 0.0 11.1 0.0

関東甲信越 25 12.0 56.0 24.0 4.0 0.0 4.0 0.0

東海北陸 37 0.0 59.5 18.9 10.8 5.4 5.4 0.0

近畿 9 0.0 88.9 11.1 0.0 0.0 0.0 0.0

中国四国 11 9.1 63.6 18.2 0.0 0.0 0.0 9.1

九州 14 0.0 42.9 50.0 7.1 0.0 0.0 0.0

拡大 5 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

縮小 23 0.0 0.0 73.9 26.1 0.0 0.0 0.0

拡大 3 0.0 33.3 66.7 0.0 0.0 0.0 0.0

縮小 18 11.1 22.2 44.4 16.7 0.0 5.6 0.0

問8.問6で、「1.請負事業者のみ活用している」「2.請負事業者・派遣労働者の

両方とも活用している」と答えた方にお伺いします。今後の請負事業者の活用につ

いて、該当するもの１つに〇を付けてください。

問2　

従業員規模

問3　

生産品目

問4　

所在地

問8　今後の請負

事業者の活用

問9　今後の派遣

労働者の活用

全体（件数）

全体（ ％　）

（１）今後の請負事業者の活用については、「現状維持を考えている。」が 57.3％で最も多い。「縮小を

考えている。」が 20.7％、「内製化を考えている。」7.3％を合わせて、28.0％が縮小を考えている。一方、 

「拡大を考えている。」は 6.1％で、縮小を考えている比率を大きく下回っている。 

※――――――――――――――――――――※―――――――――――――――――――※ 

問 8以降は、製造現場で請負事業者（構内請負）を活用している事業所・工場への設問です。 

※――――――――――――――――――――※―――――――――――――――――――※ 

 

＜その他＞・事業動向による 
・入替が激しい、現状維持を考えている。 

・法改正による 
・分からない 
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（２）今後の派遣労働者の活用 

（問 9. 問 6で、「1.請負事業者のみ活用している」「2.請負事業者・派遣労働者の両方とも活用して 

いる」と答えた方にお伺いします。今後の派遣労働者の活用について、該当するもの１つに〇を付 

けてください。） 

3.7 53.7 20.7 1.2 11.0 2.4 7.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=82)

拡大を考えている。 現状維持を考えている。 縮小を考えている。 内製化を考えている。

考えていない その他 無回答

 

 

 

【基本属性別/今後の派遣労働者の活用】 

単位：％ 件数 拡大を考

えている。

現状維持

を考えてい

る。

縮小を考

えている。

内製化を

考えてい

る。

考えてい

ない

その他 無回答

全体 82 3.7 53.7 20.7 1.2 11.0 2.4 7.3

500人以上 39 2.6 53.8 25.6 2.6 5.1 2.6 7.7

100～500人未満 34 5.9 50.0 20.6 0.0 11.8 2.9 8.8

100人未満 9 0.0 66.7 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0

業務用機械器具 6 0.0 33.3 16.7 0.0 33.3 16.7 0.0

電子部品・デバイス 9 0.0 33.3 33.3 0.0 11.1 11.1 11.1

電気機械器具 27 3.7 59.3 22.2 0.0 3.7 3.7 7.4

情報通信機械器具 4 0.0 25.0 50.0 25.0 0.0 0.0 0.0

輸送用機械器具 23 8.7 47.8 30.4 0.0 8.7 0.0 4.3

食料品 7 0.0 85.7 0.0 0.0 14.3 0.0 0.0

その他 10 0.0 50.0 10.0 0.0 20.0 0.0 20.0

北海道東北 9 0.0 33.3 44.4 0.0 22.2 0.0 0.0

関東甲信越 25 4.0 56.0 20.0 0.0 4.0 4.0 12.0

東海北陸 37 5.4 51.4 21.6 2.7 13.5 2.7 2.7

近畿 9 0.0 66.7 22.2 0.0 11.1 0.0 0.0

中国四国 11 0.0 63.6 36.4 0.0 0.0 0.0 0.0

九州 14 0.0 50.0 35.7 0.0 0.0 0.0 14.3

拡大 5 0.0 40.0 40.0 0.0 20.0 0.0 0.0

縮小 23 8.7 21.7 43.5 4.3 0.0 0.0 21.7

拡大 3 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

縮小 18 0.0 0.0 94.4 5.6 0.0 0.0 0.0

問2

従業員規模

問3

生産品目

問4

所在地

問8　今後の請負

事業者の活用

問9　今後の派遣

労働者の活用

問9.問6で、「1.請負事業者のみ活用している」「2.請負事業者・派遣労働者の

両方とも活用している」と答えた方にお伺いします。今後の派遣労働者の活用につ

いて、該当するもの１つに〇を付けてください。

（２）今後の派遣労働者の活用については、「現状維持を考えている。」が 53.7％で最も多い。「縮小を

考えている。」が 20.7％、「内製化を考えている。」1.2％と合わせて、21.9％が縮小を考えている。一方、 

「拡大を考えている。」は 3.7％で、縮小を考えている比率を大きく下回っている。傾向としては、請負事

業者の活用と同じ傾向を示している。 

  

＜その他＞ 
・事業動向による 

・法令改正による 
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（３）請負事業者の活用について縮小・内製化を考えている理由 

（問 10. 問 8で、請負事業者の活用について「3.縮小を考えている」「4.内製化を考えている」と答え 

た方にお伺いします。その主な理由について、該当するものに〇を付けてください。 

〔複数回答可〕） 

21.7 

34.8 

8.7 

21.7 

34.8 

13.0 

34.8 

0.0 

0.0 

0.0 

0 10 20 30 40

働き方改革関連法等の影響により請負料金が

上昇し、委託のメリットが減少するため。

ＩＴ・ロボット等を活用し、自社の生産効率を更に

上げる必要があるため。

工場の縮小・閉鎖の計画があるため。

現在の請負事業者の運用管理、生産性、

価格等に問題があるため。

製造技術・ノウハウ等を社内に蓄積・伝承するため。

派遣労働者を活用するメリットの方が大きくなったため。

（生産・雇用へのフレキシブルな対応等）

内製化のメリットの方が大きくなったため。

（生産変動の減少、コストメリットの減少等）

特に理由なし。

その他

無回答

(%)

全体

(n=23)

 

 

（３）請負事業者の活用について縮小・内製化を考えている理由は、「ＩＴ・ロボット等を活用し、自社の生

産効率を更に上げる必要があるため。」、「製造技術・ノウハウ等を社内に蓄積・伝承するため。」、「内製

化のメリットの方が大きくなったため。（生産変動の減少、コストメリットの減少等）」が同率で最も多く、

34.8％となっている。次いで「働き方改革関連法の影響により請負料金が上昇し、委託のメリットが減少 

するため。」と「現在の請負事業者の運営管理、生産性、価格等に問題があるため。」が同率の 21.7％

で続いている。また、「派遣労働者を活用するメリットの方が大きくなったため。（生産・雇用へのフレキシ

ブルな対応等）」が 13.0％となっている。 
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【基本属性別/請負事業者の活用について縮小・内製化を考えている理由】 

単位：％ 件数 働き方改

革関連法

等の影響

により請負

料金が上

昇し、委

託のメリッ

トが減少

するため。

ＩＴ・ロ

ボット等を

活用し、

自社の生

産効率を

更に上げ

る必要が

あるため。

工場の縮

小・閉鎖

の計画が

あるため。

現在の請

負事業者

の運用管

理、生産

性、価格

等に問題

があるた

め。

製造技

術・ノウハ

ウ等を社

内に蓄

積・伝承

するため。

派遣労働

者を活用

するメリット

の方が大

きくなった

ため。

（生産・

雇用への

フレキシブ

ルな対応

等）

内製化の

メリットの

方が大きく

なったた

め。（生

産変動の

減少、コス

トメリットの

減少等）

全体 23 21.7 34.8 8.7 21.7 34.8 13.0 34.8

500人以上 13 30.8 38.5 7.7 15.4 38.5 7.7 38.5

100～500人未満 9 11.1 33.3 11.1 33.3 33.3 22.2 22.2

100人未満 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

業務用機械器具 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

電子部品・デバイス 3 0.0 66.7 0.0 0.0 66.7 0.0 33.3

電気機械器具 4 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0

情報通信機械器具 2 0.0 50.0 0.0 0.0 100.0 0.0 50.0

輸送用機械器具 11 27.3 36.4 18.2 36.4 9.1 27.3 18.2

食料品 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

その他 4 50.0 0.0 0.0 25.0 75.0 0.0 50.0

北海道東北 2 0.0 100.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0

関東甲信越 7 42.9 28.6 28.6 14.3 57.1 0.0 14.3

東海北陸 11 18.2 45.5 0.0 36.4 27.3 27.3 27.3

近畿 1 0.0 100.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

中国四国 2 50.0 50.0 0.0 0.0 100.0 0.0 50.0

九州 8 25.0 50.0 12.5 0.0 50.0 0.0 37.5

拡大 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

縮小 23 21.7 34.8 8.7 21.7 34.8 13.0 34.8

拡大 2 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 100.0 0.0

縮小 11 9.1 54.5 18.2 18.2 27.3 9.1 27.3

単位：％ 件数 特に理由

なし。

その他 無回答

全体 23 0.0 0.0 0.0

500人以上 13 0.0 0.0 0.0

100～500人未満 9 0.0 0.0 0.0

100人未満 1 0.0 0.0 0.0

業務用機械器具 0 0.0 0.0 0.0

電子部品・デバイス 3 0.0 0.0 0.0

電気機械器具 4 0.0 0.0 0.0

情報通信機械器具 2 0.0 0.0 0.0

輸送用機械器具 11 0.0 0.0 0.0

食料品 0 0.0 0.0 0.0

その他 4 0.0 0.0 0.0

北海道東北 2 0.0 0.0 0.0

関東甲信越 7 0.0 0.0 0.0

東海北陸 11 0.0 0.0 0.0

近畿 1 0.0 0.0 0.0

中国四国 2 0.0 0.0 0.0

九州 8 0.0 0.0 0.0

拡大 0 0.0 0.0 0.0

縮小 23 0.0 0.0 0.0

拡大 2 0.0 0.0 0.0

縮小 11 0.0 0.0 0.0

問2

従業員規模

問10.問8で、請負事業者の活用について「3.縮小を考えている」「4.内製化を

考えている」と答えた方にお伺いします。その主な理由について、該当するものに〇

を付けてください。〔複数回答可〕

問3

生産品目

問4

所在地

問8　今後の請負

事業者の活用

問9　今後の派遣

労働者の活用

問2

従業員規模

問3

生産品目

問4

所在地

問8　今後の請負

事業者の活用

問9　今後の派遣

労働者の活用   
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（４）請負事業者を選定する際に重視する項目 

（問 11.貴事業所・工場が請負事業者を選定する際に重視する項目について、該当するものに〇を 

付けてください。〔複数回答可〕） 

79.3 

45.1 

31.7 

36.6 

59.8 

18.3 

48.8 

28.0 

17.1 

6.1 

35.4 

8.5 

3.7 

6.1 

6.1 

1.2 

28.0 

7.3 

0.0 

1.2 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

作業品質

生産性

技術・ノウハウ

生産変動への対応

価格

改善提案力

コンプライアンス

安全衛生への取組み

雇用の安定

教育・研修制度

きめ細かな対応

会社の規模

ＧＪ認定制度の取得

ISO14001の取得

ISO9001の取得

ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰﾏｰｸの取得

取引きの実績

良い会社の評判

その他

無回答

(%)

全体

(n=82)

 

（４）請負事業者を選定する際に重視する項目としては、「作業品質」が 79.3％で最も多くなっている。次

いで「価格」が 59.8％、「コンプライアンス」が 48.8％、「生産性」が 45.1％、「生産変動への対応」が

36.6％、「きめ細かな対応」が 35.4％、「技術・ノウハウ」31.7％となっている。続いて「安全衛生への取り

組み」と「取引きの実績」が同率の 28.0％で並んでいる。「改善提案力」は意外に低く 18.3％となってい

る。 
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【基本属性別/請負事業者を選定する際に重視する項目】 

単位：％ 件数 作業品質 生産性 技術・ノウ

ハウ

生産変動

への対応

価格 改善提案

力

コンプライ

アンス

全体 82 79.3 45.1 31.7 36.6 59.8 18.3 48.8

500人以上 39 87.2 48.7 28.2 48.7 56.4 20.5 56.4

100～500人未満 34 73.5 44.1 35.3 26.5 61.8 14.7 38.2

100人未満 9 66.7 33.3 33.3 22.2 66.7 22.2 55.6

業務用機械器具 6 100.0 50.0 33.3 50.0 100.0 0.0 66.7

電子部品・デバイス 9 77.8 33.3 33.3 55.6 44.4 22.2 55.6

電気機械器具 27 88.9 63.0 40.7 51.9 55.6 29.6 48.1

情報通信機械器具 4 100.0 75.0 25.0 50.0 100.0 25.0 50.0

輸送用機械器具 23 65.2 21.7 26.1 17.4 60.9 13.0 39.1

食料品 7 57.1 14.3 14.3 28.6 57.1 0.0 57.1

その他 10 90.0 70.0 40.0 30.0 70.0 10.0 60.0

北海道東北 9 100.0 44.4 11.1 55.6 77.8 11.1 44.4

関東甲信越 25 80.0 56.0 28.0 44.0 64.0 28.0 52.0

東海北陸 37 75.7 40.5 29.7 27.0 62.2 10.8 45.9

近畿 9 100.0 33.3 55.6 55.6 77.8 22.2 33.3

中国四国 11 81.8 54.5 27.3 36.4 72.7 9.1 36.4

九州 14 92.9 35.7 28.6 42.9 42.9 28.6 28.6

拡大 5 80.0 40.0 0.0 40.0 60.0 20.0 60.0

縮小 23 73.9 47.8 21.7 26.1 56.5 21.7 47.8

拡大 3 33.3 33.3 33.3 33.3 100.0 33.3 33.3

縮小 18 83.3 55.6 22.2 44.4 66.7 16.7 38.9

単位：％ 件数 安全衛生

への取組

み

雇用の安

定

教育・研

修制度

きめ細かな

対応

会社の規

模

ＧＪ認定

制度の取

得

ISO140

01の取得

全体 82 28.0 17.1 6.1 35.4 8.5 3.7 6.1

500人以上 39 30.8 17.9 2.6 43.6 12.8 7.7 7.7

100～500人未満 34 17.6 14.7 5.9 20.6 5.9 0.0 2.9

100人未満 9 55.6 22.2 22.2 55.6 0.0 0.0 11.1

業務用機械器具 6 33.3 16.7 0.0 16.7 0.0 0.0 0.0

電子部品・デバイス 9 22.2 33.3 0.0 22.2 11.1 0.0 0.0

電気機械器具 27 37.0 18.5 7.4 40.7 3.7 7.4 11.1

情報通信機械器具 4 25.0 75.0 0.0 25.0 0.0 25.0 0.0

輸送用機械器具 23 17.4 8.7 8.7 43.5 13.0 0.0 4.3

食料品 7 28.6 28.6 14.3 71.4 28.6 0.0 0.0

その他 10 40.0 10.0 0.0 0.0 0.0 0.0 10.0

北海道東北 9 22.2 22.2 0.0 55.6 0.0 0.0 0.0

関東甲信越 25 44.0 20.0 8.0 48.0 12.0 8.0 8.0

東海北陸 37 13.5 18.9 5.4 29.7 8.1 2.7 2.7

近畿 9 22.2 33.3 11.1 44.4 0.0 0.0 11.1

中国四国 11 18.2 36.4 0.0 27.3 9.1 0.0 9.1

九州 14 14.3 21.4 0.0 21.4 7.1 0.0 7.1

拡大 5 40.0 0.0 0.0 80.0 0.0 20.0 0.0

縮小 23 30.4 13.0 0.0 21.7 8.7 4.3 8.7

拡大 3 33.3 0.0 0.0 33.3 33.3 33.3 33.3

縮小 18 27.8 27.8 0.0 33.3 11.1 11.1 5.6

単位：％ 件数 ISO900

1の取得

ﾌﾟﾗｲﾊﾞ

ｼｰﾏｰｸの

取得

取引きの

実績

良い会社

の評判

その他 無回答

全体 82 6.1 1.2 28.0 7.3 0.0 1.2

500人以上 39 7.7 2.6 28.2 7.7 0.0 0.0

100～500人未満 34 2.9 0.0 32.4 5.9 0.0 0.0

100人未満 9 11.1 0.0 11.1 11.1 0.0 11.1

業務用機械器具 6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

電子部品・デバイス 9 0.0 0.0 11.1 11.1 0.0 11.1

電気機械器具 27 11.1 3.7 40.7 14.8 0.0 0.0

情報通信機械器具 4 0.0 0.0 25.0 25.0 0.0 0.0

輸送用機械器具 23 4.3 0.0 34.8 0.0 0.0 0.0

食料品 7 0.0 0.0 0.0 14.3 0.0 0.0

その他 10 10.0 0.0 30.0 0.0 0.0 0.0

北海道東北 9 0.0 0.0 33.3 22.2 0.0 0.0

関東甲信越 25 8.0 4.0 40.0 12.0 0.0 0.0

東海北陸 37 2.7 0.0 21.6 2.7 0.0 0.0

近畿 9 11.1 0.0 11.1 0.0 0.0 0.0

中国四国 11 9.1 0.0 27.3 0.0 0.0 0.0

九州 14 7.1 0.0 21.4 0.0 0.0 7.1

拡大 5 0.0 0.0 40.0 20.0 0.0 0.0

縮小 23 8.7 0.0 26.1 0.0 0.0 4.3

拡大 3 33.3 33.3 33.3 33.3 0.0 0.0

縮小 18 5.6 0.0 27.8 5.6 0.0 0.0

問2

従業員規模

問3

生産品目

問2

従業員規模

問3

生産品目

問4

所在地

問4

所在地

問8　今後の請負

事業者の活用

問9　今後の派遣

労働者の活用

問8　今後の請負

事業者の活用

問9　今後の派遣

労働者の活用

問8　今後の請負

事業者の活用

問11.貴事業所・工場が請負事業者を選定する際に重視する項目について、該

当するものに〇を付けてください。〔複数回答可〕

問9　今後の派遣

労働者の活用

問2

従業員規模

問3

生産品目

問4

所在地

  



82 

 

  

２ ） 請負価格の交渉について 

（１）請負事業者の運営コストの上昇に対する考え 

（問 12.「有期雇用労働者の無期雇用化」「キャリア形成支援」「同一労働同一賃金」等への対応に 

よる請負事業者の運営コストの上昇について、どのようにお考えですか。該当するもの１つに〇を 

付けてください。） 

6.1 81.7 12.2 0.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=82)

よく理解できる。 ある程度理解できる。 あまり理解できない。 ほとんど理解できない。 その他 無回答

【基本属性別/請負事業者の運営コストの上昇に対する考え】 

単位：％ 件数 よく理解で

きる。

ある程度

理解でき

る。

あまり理解

できない。

ほとんど理

解できな

い。

その他 無回答

全体 82 6.1 81.7 12.2 0.0 0.0 0.0

500人以上 39 7.7 76.9 15.4 0.0 0.0 0.0

100～500人未満 34 5.9 85.3 8.8 0.0 0.0 0.0

100人未満 9 0.0 88.9 11.1 0.0 0.0 0.0

業務用機械器具 6 16.7 83.3 0.0 0.0 0.0 0.0

電子部品・デバイス 9 0.0 88.9 11.1 0.0 0.0 0.0

電気機械器具 27 0.0 81.5 18.5 0.0 0.0 0.0

情報通信機械器具 4 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

輸送用機械器具 23 13.0 69.6 17.4 0.0 0.0 0.0

食料品 7 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

その他 10 10.0 90.0 0.0 0.0 0.0 0.0

北海道東北 9 11.1 88.9 0.0 0.0 0.0 0.0

関東甲信越 25 4.0 88.0 8.0 0.0 0.0 0.0

東海北陸 37 8.1 78.4 13.5 0.0 0.0 0.0

近畿 9 11.1 88.9 0.0 0.0 0.0 0.0

中国四国 11 18.2 63.6 18.2 0.0 0.0 0.0

九州 14 7.1 85.7 7.1 0.0 0.0 0.0

拡大 5 0.0 40.0 60.0 0.0 0.0 0.0

縮小 23 4.3 82.6 13.0 0.0 0.0 0.0

拡大 3 0.0 33.3 66.7 0.0 0.0 0.0

縮小 18 11.1 72.2 16.7 0.0 0.0 0.0

問2

従業員規模

問3

生産品目

問4

所在地

問8　今後の請負

事業者の活用

問9　今後の派遣

労働者の活用

問12.「有期雇用労働者の無期雇用化」「キャリア形成支援」「同一

労働同一賃金」等への対応による請負事業者の運営コストの上昇に

ついて、どのようにお考えですか。該当するもの１つに〇を付けてくださ

い。

 

（１）請負事業者の運営コストの上昇について、「ある程度理解できる。」が 81.7％と最も多く、「よく理解 

できる。」6.1％と合わせて、87.8％、程度の違いはあるが、9割近くが理解を示している。 
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（２）請負事業者の運営コストの上昇に対する値上交渉の状況 

（問 13.請負事業者の運営コストの上昇に対する値上交渉の状況についてお伺いします。該当する 

もの１つに〇を付けてください。） 

37.8 4.9 6.1 22.0 26.8 1.2 1.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=82)

交渉を行ったことがある。 現在交渉を行っている。 これから交渉を行う予定。 交渉の予定がない。

分からない。 その他 無回答

 

 

【基本属性別/請負事業者の運営コストの上昇に対する値上交渉の状況】 

単位：％ 件数 交渉を

行ったこと

がある。

現在交渉

を行ってい

る。

これから交

渉を行う

予定。

交渉の予

定がない。

分からな

い。

その他 無回答

82 31 4 5 18 22 1 1

100.0 37.8 4.9 6.1 22.0 26.8 1.2 1.2

500人以上 39 38.5 5.1 7.7 20.5 28.2 0.0 0.0

100～500人未満 34 38.2 2.9 2.9 20.6 29.4 2.9 2.9

100人未満 9 33.3 11.1 11.1 33.3 11.1 0.0 0.0

業務用機械器具 6 16.7 16.7 33.3 16.7 16.7 0.0 0.0

電子部品・デバイス 9 22.2 0.0 22.2 33.3 22.2 0.0 0.0

電気機械器具 27 37.0 0.0 7.4 18.5 37.0 0.0 0.0

情報通信機械器具 4 50.0 0.0 25.0 0.0 25.0 0.0 0.0

輸送用機械器具 23 39.1 8.7 0.0 17.4 26.1 4.3 4.3

食料品 7 14.3 14.3 14.3 28.6 28.6 0.0 0.0

その他 10 60.0 0.0 0.0 30.0 10.0 0.0 0.0

北海道東北 9 22.2 11.1 11.1 22.2 33.3 0.0 0.0

関東甲信越 25 32.0 0.0 12.0 32.0 20.0 0.0 4.0

東海北陸 37 45.9 2.7 8.1 21.6 18.9 2.7 0.0

近畿 9 55.6 0.0 11.1 22.2 11.1 0.0 0.0

中国四国 11 54.5 18.2 9.1 9.1 9.1 0.0 0.0

九州 14 35.7 0.0 7.1 21.4 35.7 0.0 0.0

拡大 5 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 0.0 0.0

縮小 23 39.1 4.3 0.0 26.1 26.1 0.0 4.3

拡大 3 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

縮小 18 33.3 0.0 5.6 16.7 38.9 0.0 5.6

全体（件数）

全体（ ％　）

問9　今後の派遣

労働者の活用

問2　

従業員規模

問3　

生産品目

問4　

所在地

問8　今後の請負

事業者の活用

問13.請負事業者の運営コストの上昇に対する値上交渉の状況についてお伺い

します。該当するもの１つに〇を付けてください。

（２）請負事業者の運営コストの上昇に対する値上交渉の状況については、「交渉を行ったことがある。」

が37.8％で最も多くなっている。「分からない。」が 26.8％、「交渉の予定がない。」が 22.0％となっている。

「交渉を行ったことがある」37.8％、「現在交渉を行っている」4.9％と「これから交渉を行う予定」6.1％を

合わせて 48.8％、5割近くが交渉することを受け入れていることになる。 

  

＜その他＞ 
・本社一括 
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（３）請負事業者の運営コスト上昇に対する価格交渉の対応 

（問 14. 問 13で、「1.交渉を行ったことがある」「2.現在交渉を行っている」「3.これから交渉を行う予 

定」と答えた方にお伺いします。価格交渉の対応について、最も近いもの１つに〇を付けてくださ 

い。） 

57.5 37.5 2.5 

0.0 0.0 

0.0 

2.5 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=40)

妥当性があれば、値上げを認める。（認めた） 内容を見て判断するが、値上げを認めないこともあり得る。

交渉に応じるが、値上げは認めない。（認めなかった） 交渉に応じるつもりはない。（応じなかった）

値引要請を考えている。（した） 何も考えていない。

その他 無回答

 

 

【基本属性別/請負事業者の運営コスト上昇に対する価格交渉の対応】 

単位：％ 件数 妥当性が

あれば、値

上げを認

める。（認

めた）

内容を見

て判断す

るが、値上

げを認めな

いこともあ

り得る。

交渉に応

じるが、値

上げは認

めない。

（認めな

かった）

交渉に応

じるつもり

はない。

（応じな

かった）

値引要請

を考えてい

る。（し

た）

何も考え

ていない。

その他 無回答

全体 40 57.5 37.5 2.5 0.0 0.0 0.0 2.5 0.0

500人以上 20 60.0 35.0 5.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

100～500人未満 15 53.3 40.0 0.0 0.0 0.0 0.0 6.7 0.0

100人未満 5 60.0 40.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

業務用機械器具 4 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

電子部品・デバイス 4 75.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

電気機械器具 12 58.3 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 8.3 0.0

情報通信機械器具 3 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

輸送用機械器具 11 36.4 54.5 9.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

食料品 3 66.7 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

その他 6 66.7 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

北海道東北 4 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

関東甲信越 11 63.6 27.3 0.0 0.0 0.0 0.0 9.1 0.0

東海北陸 21 66.7 28.6 4.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

近畿 6 83.3 16.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

中国四国 9 55.6 44.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

九州 6 66.7 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

拡大 3 66.7 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

縮小 10 40.0 50.0 10.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

拡大 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

縮小 7 71.4 14.3 14.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

問2

従業員規模

問3

生産品目

問4

所在地

問8　今後の請負

事業者の活用

問9　今後の派遣

労働者の活用

問14.問13で、「1.交渉を行ったことがある」「2.現在交渉を行っている」「3.これから交渉を行

う予定」と答えた方にお伺いします。価格交渉の対応について、最も近いもの１つに〇を付けて

ください。

（３）価格交渉の対応については、「妥当性があれば、値上げを認める。（認めた）」が 57.5％で最も多く

なっている。「内容を見て判断するが、値上げを認めないこともあり得る。」が 37.5％と続いている。この

二つで全体の 95.0％を占めている。値上げを認める可能性としては、9割を超えることを示している。 

＜その他＞ 
・社内検討後の回答による 
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３ ） 外国人労働者の受け入れについて 

（１）外国人労働者の活用 

（問 15.現在、貴事業所・工場において外国人労働者を活用していますか。どちらかに〇を付けてく 

ださい。） 

65.9 32.9 1.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=82)

はい。 いいえ。 無回答

 

【基本属性別/外国人労働者の活用】 

単位：％ 件数 はい。 いいえ。 無回答

全体 82 65.9 32.9 1.2

500人以上 39 74.4 25.6 0.0

100～500人未満 34 67.6 29.4 2.9

100人未満 9 22.2 77.8 0.0

業務用機械器具 6 66.7 33.3 0.0

電子部品・デバイス 9 44.4 55.6 0.0

電気機械器具 27 66.7 33.3 0.0

情報通信機械器具 4 75.0 25.0 0.0

輸送用機械器具 23 78.3 17.4 4.3

食料品 7 57.1 42.9 0.0

その他 10 60.0 40.0 0.0

北海道東北 9 55.6 44.4 0.0

関東甲信越 25 68.0 28.0 4.0

東海北陸 37 75.7 24.3 0.0

近畿 9 66.7 33.3 0.0

中国四国 11 81.8 18.2 0.0

九州 14 57.1 42.9 0.0

拡大 5 40.0 60.0 0.0

縮小 23 56.5 39.1 4.3

拡大 3 33.3 66.7 0.0

縮小 18 77.8 16.7 5.6

問2

従業員規模

問3

生産品目

問4

所在地

問8　今後の請負

事業者の活用

問9　今後の派遣

労働者の活用

問15.現在、貴事業所・工場にお

いて外国人労働者を活用していま

すか。どちらかに〇を付けてくださ

い。

 

（１）外国人労働者の活用については、65.9％が活用している。 
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（２）請負事業者が外国人労働者を配置することについて 

（問 16.貴事業所・工場の製造現場に請負事業者が外国人労働者を配置することについて、どのよ 

うにお考えですか。最も近いと思われるもの１つに〇を付けてください。） 

50.0 28.0 9.8 6.1 4.9 1.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=82)

配置してもよい。 配置してもよいが、あまり多くを配置してもらいたくない。

できれば配置してもらいたくない。 配置はお断りする。

その他 無回答

 

 

 

 

【基本属性別/請負事業者が外国人労働者を配置することについて】 

単位：％ 件数 配置して

もよい。

配置して

もよいが、

あまり多く

を配置し

てもらいた

くない。

できれば

配置して

もらいたく

ない。

配置はお

断りする。

その他 無回答

全体 82 50.0 28.0 9.8 6.1 4.9 1.2

500人以上 39 61.5 20.5 7.7 2.6 7.7 0.0

100～500人未満 34 41.2 35.3 8.8 8.8 2.9 2.9

100人未満 9 33.3 33.3 22.2 11.1 0.0 0.0

業務用機械器具 6 66.7 16.7 0.0 16.7 0.0 0.0

電子部品・デバイス 9 66.7 22.2 0.0 11.1 0.0 0.0

電気機械器具 27 63.0 25.9 7.4 0.0 3.7 0.0

情報通信機械器具 4 50.0 25.0 25.0 0.0 0.0 0.0

輸送用機械器具 23 43.5 26.1 8.7 8.7 8.7 4.3

食料品 7 28.6 28.6 42.9 0.0 0.0 0.0

その他 10 30.0 50.0 0.0 10.0 10.0 0.0

北海道東北 9 55.6 11.1 22.2 0.0 11.1 0.0

関東甲信越 25 48.0 16.0 16.0 4.0 12.0 4.0

東海北陸 37 48.6 35.1 8.1 2.7 5.4 0.0

近畿 9 44.4 22.2 11.1 11.1 11.1 0.0

中国四国 11 72.7 9.1 9.1 9.1 0.0 0.0

九州 14 50.0 21.4 14.3 7.1 7.1 0.0

拡大 5 20.0 20.0 60.0 0.0 0.0 0.0

縮小 23 34.8 34.8 8.7 8.7 8.7 4.3

拡大 3 33.3 66.7 0.0 0.0 0.0 0.0

縮小 18 50.0 22.2 11.1 5.6 5.6 5.6

問2

従業員規模

問3

生産品目

問4

所在地

問8　今後の請負

事業者の活用

問9　今後の派遣

労働者の活用

問16.貴事業所・工場の製造現場に請負事業者が外国人労働者を

配置することについて、どのようにお考えですか。最も近いと思われるもの

１つに〇を付けてください。

 

（２）請負事業者が外国人労働者を配置することについては、「配置してもよい」が 50.0％、「配置しても

よいが、あまり多くを配置してもらいたくない。」28.0％と合わせて 78.0％。8割近くが配置することを受け

入れる姿勢を示している。 

＜その他＞ 

・語学力による 
・採用は本社主導のため未定 
・コミュニケーションが取れる人材または環境であるなら配置しても良い。 
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（３）請負事業者が外国人労働者を活用するにあたっての課題 

（問 17.貴事業所・工場において、請負事業者が外国人労働者を活用するにあたっての課題は何 

ですか。該当するものに〇を付けてください。〔複数回答可〕） 

32.9 

81.7 

11.0 

17.1 

7.3 

9.8 

2.4 

0 20 40 60 80 100

構内での生活・作業環境等

を整えるのが難しい。

コミュニケーションが取りずらい。

（言語・文化・生活習慣等）

戦力になるのに時間がかかる。

生産性が上がらない。

品質に不安を感じる。

行政の支援が足りない。

その他

無回答

(%)

全体

(n=82)

 

※【基本属性別/請負事業者が外国人労働者を活用するにあたっての課題】数値表は次ページ参照。 

（３）請負事業者が外国人労働者を活用するにあたっての課題としては、「コミュニケーションが取りづら

い。（言語・文化・生活習慣等）」が 81.7％と、圧倒的に多くなっている。次いで「構内での生活・作業環

境等を整えるのが難しい。」が 32.9％となっている。品質や生産性に関する課題としては、「品質に不安

を感じる。」が 17.1％、「戦力になるのに時間がかかる。生産性が上がらない。」が 11.0％となっている。 

 

（４）行政へ希望する支援 

（問 18. 問 17で、「5.行政の支援が足りない」に〇を付けた方にお伺いします。行政の支援で何を 

希望されますか。（自由記述）） 

 

   ＜行政へ希望する支援＞ 

・現場に適合した制度 

・拡大するばかりで人材が低下。地域の文化、風習になじんでいない。 

・事業主側のスタッフを含む、語学学習の無償化 

・住居の支援がない。 

・教育 

・派遣・請負の業者の知識レベルが低すぎる。行政の認可レベルが甘すぎる。 

もう少し行政がしっかりしなければ、人材業界の品質向上は見込めないように思います。 

＜その他＞ 

・外国人労働者特有の課題はなし 
・資格取得支援 
・顧客からの規制 

・近隣の治安維持 
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【基本属性別/請負事業者が外国人労働者を活用するにあたっての課題】 

単位：％ 件数 構内での

生活・作

業環境等

を整えるの

が難しい。

コミュニ

ケーション

が取りづら

い。（言

語・文化・

生活習慣

等）

戦力にな

るのに時

間がかか

る。生産

性が上が

らない。

品質に不

安を感じ

る。

行政の支

援が足り

ない。

その他 無回答

全体 82 32.9 81.7 11.0 17.1 7.3 9.8 2.4

500人以上 39 30.8 79.5 12.8 17.9 7.7 15.4 2.6

100～500人未満 34 29.4 85.3 2.9 17.6 8.8 5.9 2.9

100人未満 9 55.6 77.8 33.3 11.1 0.0 0.0 0.0

業務用機械器具 6 33.3 83.3 50.0 33.3 16.7 16.7 0.0

電子部品・デバイス 9 22.2 100.0 22.2 11.1 0.0 0.0 0.0

電気機械器具 27 29.6 81.5 3.7 22.2 3.7 11.1 0.0

情報通信機械器具 4 0.0 100.0 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0

輸送用機械器具 23 30.4 73.9 17.4 17.4 13.0 8.7 8.7

食料品 7 57.1 85.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

その他 10 40.0 80.0 0.0 0.0 10.0 20.0 0.0

北海道東北 9 0.0 77.8 0.0 22.2 0.0 22.2 0.0

関東甲信越 25 36.0 64.0 0.0 16.0 0.0 12.0 8.0

東海北陸 37 27.0 89.2 16.2 24.3 13.5 5.4 0.0

近畿 9 22.2 77.8 22.2 22.2 0.0 22.2 0.0

中国四国 11 27.3 90.9 0.0 18.2 9.1 18.2 0.0

九州 14 28.6 85.7 7.1 14.3 0.0 7.1 7.1

拡大 5 40.0 60.0 0.0 20.0 20.0 0.0 0.0

縮小 23 21.7 78.3 8.7 13.0 4.3 8.7 8.7

拡大 3 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

縮小 18 11.1 88.9 5.6 11.1 5.6 5.6 11.1

問2

従業員規模

問3

生産品目

問4

所在地

問8　今後の請負

事業者の活用

問9　今後の派遣

労働者の活用

問17.貴事業所・工場において、請負事業者が外国人労働者を活用するにあ

たっての課題は何ですか。該当するものに〇を付けてください。〔複数回答可〕
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４ ） 製造請負事業に関するガイドラインについて 

（１）製造請負事業に関するガイドライン（以下、ガイドラインという）の認知 

（問 19.上記ガイドラインをご存知ですか。該当するもの１つに〇を付けてください。） 

53.7 31.7 13.4 1.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=82)

名前と「発注者が講ずべき措置」の内容ともに知っている。 名前は知っているが「発注者が講ずべき措置」の内容は知らない。

名前と「発注者が講ずべき措置」の内容ともに知らない。 無回答

 
※「製造請負事業に関するガイドライン」は、製造業の請負事業の雇用管理の改善及び適正化の促進に取り組む発注者が講ず

べき措置に関し、平成１９年に厚生労働省が策定したものです。 

 

【基本属性別/ガイドラインの認知】 

単位：％ 件数 名前と「発

注者が講

ずべき措

置」の内

容ともに

知ってい

る。

名前は

知っている

が「発注

者が講ず

べき措置」

の内容は

知らない。

名前と「発

注者が講

ずべき措

置」の内

容ともに知

らない。

無回答

82 44 26 11 1

100.0 53.7 31.7 13.4 1.2

500人以上 39 74.4 15.4 10.3 0.0

100～500人未満 34 35.3 50.0 11.8 2.9

100人未満 9 33.3 33.3 33.3 0.0

業務用機械器具 6 50.0 16.7 33.3 0.0

電子部品・デバイス 9 44.4 33.3 22.2 0.0

電気機械器具 27 51.9 37.0 11.1 0.0

情報通信機械器具 4 50.0 25.0 25.0 0.0

輸送用機械器具 23 56.5 34.8 4.3 4.3

食料品 7 42.9 28.6 28.6 0.0

その他 10 60.0 20.0 20.0 0.0

北海道東北 9 66.7 0.0 33.3 0.0

関東甲信越 25 44.0 32.0 20.0 4.0

東海北陸 37 59.5 29.7 10.8 0.0

近畿 9 66.7 22.2 11.1 0.0

中国四国 11 54.5 27.3 18.2 0.0

九州 14 57.1 35.7 7.1 0.0

拡大 5 40.0 0.0 60.0 0.0

縮小 23 65.2 21.7 8.7 4.3

拡大 3 66.7 33.3 0.0 0.0

縮小 18 55.6 22.2 16.7 5.6

全体（件数）

全体（ ％　）

問8　今後の請負

事業者の活用

問9　今後の派遣

労働者の活用

問2　

従業員規模

問3　

生産品目

問4　

所在地

問19.上記ガイドラインをご存知ですか。該当

するもの１つに〇を付けてください。

 

（１）ガイドラインの認知については、「名前と「発注者が講ずべき措置」の内容ともに知っている。」が

53.7％と、半数が認知している。残りの半数は「発注者が講ずべき措置」の内容を知らない。 
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（２）ガイドラインの活用 

（問 20.  問 19で、「1.名前と「発注者が講ずべき措置」の内容ともに知っている」と答えた方に、ガイ 

ドラインの活用についてお伺いします。該当するもの１つに〇を付けてください。） 

50.0 36.4 9.1 2.3 2.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=44)

事業活動に大いに活用している。 事業活動に一部活用している。 ほとんど活用していない。 その他 無回答

 

 

 

【基本属性別/ガイドラインの活用】 

単位：％ 件数 事業活動

に大いに

活用して

いる。

事業活動

に一部活

用してい

る。

ほとんど活

用していな

い。

その他 無回答

全体 44 50.0 36.4 9.1 2.3 2.3

500人以上 29 58.6 27.6 6.9 3.4 3.4

100～500人未満 12 33.3 50.0 16.7 0.0 0.0

100人未満 3 33.3 66.7 0.0 0.0 0.0

業務用機械器具 3 66.7 33.3 0.0 0.0 0.0

電子部品・デバイス 4 75.0 0.0 0.0 0.0 25.0

電気機械器具 14 57.1 28.6 7.1 7.1 0.0

情報通信機械器具 2 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

輸送用機械器具 13 38.5 46.2 15.4 0.0 0.0

食料品 3 0.0 66.7 33.3 0.0 0.0

その他 6 66.7 33.3 0.0 0.0 0.0

北海道東北 6 50.0 16.7 16.7 16.7 0.0

関東甲信越 11 63.6 36.4 0.0 0.0 0.0

東海北陸 22 54.5 31.8 13.6 0.0 0.0

近畿 6 66.7 33.3 0.0 0.0 0.0

中国四国 6 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

九州 8 37.5 50.0 0.0 0.0 12.5

拡大 2 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

縮小 15 53.3 40.0 0.0 0.0 6.7

拡大 2 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

縮小 10 50.0 30.0 0.0 10.0 10.0

問2

従業員規模

問3

生産品目

問4

所在地

問8　今後の請負

事業者の活用

問9　今後の派遣

労働者の活用

問20.問19で、「1.名前と「発注者が講ずべき措置」の内

容ともに知っている」と答えた方に、ガイドラインの活用につ

いてお伺いします。該当するもの１つに〇を付けてくださ

い。

 

 

（２）ガイドラインの活用については、「事業活動に大いに活用している。」が 50.0％と最も多くなっている。

「事業活動に一部活用している。」が 36.4％あり、合わせて 86.4％となり、程度に違いはあるが 9割近く

が事業活動に活用している。 

  

＜その他＞ 
・現取引事業者は取得されていないが特に問題はない。 
只、実行できている会社はすばらしいと思う。 



91 

 

（３）ガイドラインの課題 

（問 21. 問 19.で「1.名前と「発注者が講ずべき措置」の内容ともに知っている」と答えた方にお伺い 

します。ガイドラインの課題と思われるものについて、該当するものに〇を付けてください。 

〔複数回答可〕） 

 

9.1 

52.3 

15.9 

9.1 

13.6 

25.0 

0.0 

4.5 

0 10 20 30 40 50 60

実態と合わなくなってきている。

取組み内容をどこまで行えばガイドライン

の要求条件に合致するかの判断しにくい。

偽装請負かどうかの判断基準が分かりづらい。

ガイドラインの認知度が低い。

請負事業者がガイドラインを知らない。

特にない。

その他

無回答

(%)

全体

(n=44)

 

 

※【基本属性別/ガイドラインの課題】数値表は次ページ参照。 

（３）ガイドラインの課題については、「取組み内容をどこまで行えばガイドラインの要求条件に合致する

かの判断しにくい。」が 52.3％と最も多くなっている。また、「偽装請負かどうかの判断基準が分かりづら

い。」が 15.9％となっている。 

 

 

（４）ガイドラインと実態 

（問22. 問21で、「1.実態と合わなくなってきている」に〇を付けた方にお伺いします。ガイドラインが 

実態と合わなくなってきていると思われることを教えて下さい。（自由記述）） 

 

＜ガイドラインが実態と合わなくなってきていると思われること＞ 

    ・人は全員同じレベルではない。 
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【基本属性別/ガイドラインの課題】 

単位：％ 件数 実態と合

わなくなっ

てきてい

る。

取組み内

容をどこま

で行えば

ガイドライ

ンの要求

条件に合

致するかの

判断しにく

い。

偽装請負

かどうかの

判断基準

が分かりづ

らい。

ガイドライ

ンの認知

度が低

い。

請負事業

者がガイド

ラインを知

らない。

特にない。 その他 無回答

全体 44 9.1 52.3 15.9 9.1 13.6 25.0 0.0 4.5

500人以上 29 13.8 55.2 13.8 10.3 13.8 24.1 0.0 6.9

100～500人未満 12 0.0 41.7 16.7 8.3 16.7 25.0 0.0 0.0

100人未満 3 0.0 66.7 33.3 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0

業務用機械器具 3 0.0 66.7 0.0 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0

電子部品・デバイス 4 0.0 75.0 25.0 0.0 0.0 25.0 0.0 0.0

電気機械器具 14 14.3 57.1 14.3 7.1 14.3 35.7 0.0 0.0

情報通信機械器具 2 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0

輸送用機械器具 13 7.7 46.2 23.1 7.7 30.8 0.0 0.0 15.4

食料品 3 0.0 100.0 33.3 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0

その他 6 0.0 16.7 16.7 16.7 0.0 50.0 0.0 0.0

北海道東北 6 0.0 50.0 16.7 16.7 16.7 33.3 0.0 16.7

関東甲信越 11 9.1 45.5 18.2 9.1 9.1 36.4 0.0 9.1

東海北陸 22 4.5 50.0 13.6 4.5 18.2 13.6 0.0 9.1

近畿 6 16.7 50.0 0.0 0.0 0.0 33.3 0.0 16.7

中国四国 6 16.7 50.0 0.0 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0

九州 8 12.5 62.5 12.5 25.0 0.0 25.0 0.0 12.5

拡大 2 50.0 100.0 50.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0

縮小 15 0.0 33.3 33.3 6.7 26.7 26.7 0.0 6.7

拡大 2 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

縮小 10 10.0 70.0 30.0 20.0 30.0 20.0 0.0 10.0

問2

従業員規模

問3

生産品目

問4

所在地

問8　今後の請負

事業者の活用

問9　今後の派遣

労働者の活用

問21.問19.で「1.名前と「発注者が講ずべき措置」の内容ともに知っている」と答えた方にお

伺いします。ガイドラインの課題と思われるものについて、該当するものに〇を付けてください。

〔複数回答可〕
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５ ） 製造請負優良適正事業者認定制度（ＧＪ認定制度）について 

（１）ＧＪ認定制度の認知 

（問 23.ＧＪ認定制度をご存知ですか。該当するもの１つに〇を付けてください。） 

14.6 53.7 29.3 2.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=82)

名前も内容も知っている。 名前は聞いたことがあるが、具体的な内容は知らない。 まったく知らない。 無回答

※ＧＪ認定制度とは、「製造請負事業に関するガイドライン」に即した業務遂行を行う上で、必要とされる事業体制やルール等を 

定め、基準を満たしている事業者かどうかの審査を行い、適正かつ優良と判断された事業者を「優良適正事業者」として認定 

する制度です。（厚生労働省の委託事業） 

 

   【基本属性別/ＧＪ認定制度の認知】 

             

（１）ＧＪ認定制度認知については、「名前は聞いたことがあるが、具体的な内容は知らない。」が 53.7％

で最も多く、「名前も内容も知っている。」は 14.6％に留まっている。「名前は聞いたことがあるが、具体 

的な内容は知らない。」と「まったく知らない。」29.3％を合わせると 83.0％となり、8割以上が内容を知ら

ない。 

単位：％ 件数 名前も内

容も知って

いる。

名前は聞

いたことが

あるが、具

体的な内

容は知ら

ない。

まったく知

らない。

無回答

82 12 44 24 2

100.0 14.6 53.7 29.3 2.4

500人以上 39 30.8 51.3 15.4 2.6

100～500人未満 34 0.0 61.8 38.2 0.0

100人未満 9 0.0 33.3 55.6 11.1

業務用機械器具 6 16.7 50.0 33.3 0.0

電子部品・デバイス 9 11.1 22.2 66.7 0.0

電気機械器具 27 22.2 51.9 18.5 7.4

情報通信機械器具 4 25.0 75.0 0.0 0.0

輸送用機械器具 23 13.0 69.6 17.4 0.0

食料品 7 0.0 42.9 57.1 0.0

その他 10 10.0 60.0 30.0 0.0

北海道東北 9 33.3 44.4 22.2 0.0

関東甲信越 25 24.0 52.0 24.0 0.0

東海北陸 37 13.5 59.5 24.3 2.7

近畿 9 22.2 33.3 33.3 11.1

中国四国 11 18.2 63.6 18.2 0.0

九州 14 14.3 64.3 21.4 0.0

拡大 5 20.0 20.0 60.0 0.0

縮小 23 17.4 60.9 21.7 0.0

拡大 3 33.3 66.7 0.0 0.0

縮小 18 22.2 55.6 22.2 0.0

全体（件数）

全体（ ％　）

問2　

従業員規模

問3　

生産品目

問4　

所在地

問8　今後の請負

事業者の活用

問9　今後の派遣

労働者の活用

問23.ＧＪ認定制度をご存知ですか。該当す

るもの１つに〇を付けてください。
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（２）ＧＪ認定制度の認知経路 

（問 24. 問 23.で「1.名前も内容も知っている」と答えた方にお伺いします。ＧＪ認定制度をどこで知り 

ましたか。該当するものに〇を付けてください。（複数回答可）） 

41.7 

0.0 

8.3 

33.3 

8.3 

33.3 

8.3 

0.0 

0 10 20 30 40 50

取引している請負事業者からの情報

専門誌の記事・広告を見て

セミナーで配布されたパンフレットを見て

ハローワーク、労働局に掲示されているパンフレットを見て

同業者・業界からの口コミ

インターネット検索（ホームページ）

その他

無回答

(%)

全体

(n=12)

 

【基本属性別/ＧＪ認定制度の認知経路】 

単位：％ 件数 取引して

いる請負

事業者か

らの情報

専門誌の

記事・広

告を見て

セミナーで

配布され

たパンフ

レットを見

て

ハローワー

ク、労働

局に掲示

されている

パンフレット

を見て

同業者・

業界から

の口コミ

インター

ネット検索

（ホーム

ページ）

その他 無回答

全体 12 41.7 0.0 8.3 33.3 8.3 33.3 8.3 0.0

500人以上 12 41.7 0.0 8.3 33.3 8.3 33.3 8.3 0.0

100～500人未満 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

100人未満 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

業務用機械器具 1 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

電子部品・デバイス 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

電気機械器具 6 50.0 0.0 0.0 50.0 16.7 33.3 0.0 0.0

情報通信機械器具 1 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

輸送用機械器具 3 33.3 0.0 0.0 33.3 0.0 33.3 33.3 0.0

食料品 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

その他 1 0.0 0.0 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

北海道東北 3 0.0 0.0 0.0 33.3 0.0 66.7 0.0 0.0

関東甲信越 6 33.3 0.0 0.0 16.7 16.7 66.7 0.0 0.0

東海北陸 5 40.0 0.0 0.0 20.0 0.0 40.0 20.0 0.0

近畿 2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

中国四国 2 50.0 0.0 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0

九州 2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

拡大 1 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

縮小 4 50.0 0.0 25.0 50.0 0.0 0.0 25.0 0.0

拡大 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

縮小 4 75.0 0.0 0.0 50.0 25.0 0.0 0.0 0.0

問2

従業員規模

問3

生産品目

問4

所在地

問8　今後の請負

事業者の活用

問9　今後の派遣

労働者の活用

問24.問23.で「1.名前も内容も知っている」と答えた方にお伺いします。ＧＪ認定制度をどこ

で知りましたか。該当するものに〇を付けてください。〔複数回答可〕

（２）ＧＪ認定制度の認知経路については、「取引している請負事業者からの情報」が 41.7％、「ハローワ

ーク、労働局に掲示されているパンフレットを見て」、「インターネット検索（ホームページ）」が同率の

33.3％となっている。  

＜その他＞ 
・本 
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（３）ＧＪ認定制度取得の業者選定基準としての活用状況 

（問 25. 問 23で、(GJ認定制度の)「1.名前も内容も知っている」と答えた方にお伺いします。請負事 

業者がＧＪ認定制度を取得していることを業者選定の基準として活用していますか。該当するもの１ 

つに〇を付けてください。） 

8.3 66.7 25.0 0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=12)

活用している。 参考にしている。 ほとんど活用していない。 無回答

 

【基本属性別/ＧＪ認定制度取得の業者選定基準としての活用状況】 

単位：％ 件数 活用して

いる。

参考にし

ている。

ほとんど活

用していな

い。

無回答

12 1 8 3 0

100.0 8.3 66.7 25.0 0.0

500人以上 12 8.3 66.7 25.0 0.0

100～500人未満 0 0.0 0.0 0.0 0.0

100人未満 0 0.0 0.0 0.0 0.0

業務用機械器具 1 0.0 100.0 0.0 0.0

電子部品・デバイス 1 0.0 0.0 100.0 0.0

電気機械器具 6 16.7 66.7 16.7 0.0

情報通信機械器具 1 0.0 100.0 0.0 0.0

輸送用機械器具 3 0.0 100.0 0.0 0.0

食料品 0 0.0 0.0 0.0 0.0

その他 1 0.0 0.0 100.0 0.0

北海道東北 3 0.0 33.3 66.7 0.0

関東甲信越 6 16.7 66.7 16.7 0.0

東海北陸 5 0.0 80.0 20.0 0.0

近畿 2 0.0 50.0 50.0 0.0

中国四国 2 0.0 50.0 50.0 0.0

九州 2 0.0 50.0 50.0 0.0

拡大 1 100.0 0.0 0.0 0.0

縮小 4 0.0 75.0 25.0 0.0

拡大 1 0.0 100.0 0.0 0.0

縮小 4 25.0 50.0 25.0 0.0

全体（件数）

全体（ ％　）

問4　

所在地

問8　今後の請負

事業者の活用

問9　今後の派遣

労働者の活用

問2　

従業員規模

問3　

生産品目

問25.問23で、「1.名前も内容も知っている」

と答えた方にお伺いします。請負事業者がＧ

Ｊ認定制度を取得していることを業者選定の

基準として活用していますか。該当するもの１

つに〇を付けてください。

 

（３）ＧＪ認定制度を取得していることを業者選定の基準として活用しているかという設問には、「参考にし

ている」が 66.7％と最も多くなっている。「活用している」8.3％と合わせて 75.0％。「名前も内容も知って

いる」場合は、程度に違いはあるが 7割を大きく超える活用となっている。 
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（４）GJ認定制度取得を業者選定基準として活用または参考にしている理由 

（問 26. 問 25で、「1.活用している」「2.参考にしている」と答えた方にお伺いします。その理由に 

ついて、該当するものに〇を付けてください。〔複数回答可〕） 

66.7 

77.8 

44.4 

22.2 

11.1 

22.2 

0.0 

0.0 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

請負事業者としての信頼が持てる。

コンプライアンスの面で安心できる。

安全衛生の面で安心できる。

生産変動・工程管理等への対応が安心して任せられる。

効率的な生産が期待できる。

偽装請負の問題が生じる可能性が少ない。

その他

無回答

(%)

全体

(n=9)

【基本属性別/ GJ認定制度取得を業者選定基準として活用または参考にしている理由】 

単位：％ 件数 請負事業

者としての

信頼が持

てる。

コンプライ

アンスの面

で安心で

きる。

安全衛生

の面で安

心できる。

生産変

動・工程

管理等へ

の対応が

安心して

任せられ

る。

効率的な

生産が期

待できる。

偽装請負

の問題が

生じる可

能性が少

ない。

その他 無回答

全体 9 66.7 77.8 44.4 22.2 11.1 22.2 0.0 0.0

500人以上 9 66.7 77.8 44.4 22.2 11.1 22.2 0.0 0.0

100～500人未満 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

100人未満 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

業務用機械器具 1 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

電子部品・デバイス 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

電気機械器具 5 80.0 80.0 60.0 20.0 20.0 40.0 0.0 0.0

情報通信機械器具 1 100.0 100.0 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

輸送用機械器具 3 66.7 66.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

食料品 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

その他 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

北海道東北 1 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

関東甲信越 5 80.0 60.0 60.0 20.0 20.0 40.0 0.0 0.0

東海北陸 4 75.0 75.0 25.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0

近畿 1 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

中国四国 1 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

九州 1 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

拡大 1 0.0 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

縮小 3 66.7 100.0 33.3 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0

拡大 1 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 0.0 0.0

縮小 3 66.7 100.0 66.7 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0

問2

従業員規模

問3

生産品目

問4

所在地

問8　今後の請負

事業者の活用

問9　今後の派遣

労働者の活用

問26.問25で、「1.活用している」「2.参考にしている」と答えた方にお伺いします。その理由に

ついて、該当するものに〇を付けてください。〔複数回答可〕

 

（４）GJ 認定制度取得を業者選定の基準として活用または参考にしている理由としては、コンプライアン

スの面で安心できる」77.8％が最も多く、「請負事業者としての信頼が持てる」66.7％、「安全衛生の 

面で安心できる」44.4％と続いている。 

 



97 

 

（５）GJ認定制度取得を業者選定基準として活用していない理由 

（問 27. 問 25で、「3.ほとんど活用していない」と答えた方にお伺いします。活用していない理由に 

ついて、該当するものに〇を付けてください。〔複数回答可〕） 

0.0 

0.0 

0.0 

66.7 

66.7 

0.0 

0 10 20 30 40 50 60 70

請負事業者にそこまでの優良性を求めていない。

コストが高くなる。

請負事業者との工程・時間管理の折衝が面倒になる。

GJ認定制度を取得していることの価値がよく分からない。

その他

無回答

(%)

全体

(n=3)

 

 

 

【基本属性別/ GJ認定制度取得を業者選定基準として活用していない理由】 

単位：％ 件数 請負事業

者にそこま

での優良

性を求め

ていない。

コストが高

くなる。

請負事業

者との工

程・時間

管理の折

衝が面倒

になる。

GJ認定制

度を取得

しているこ

との価値

がよく分か

らない。

その他 無回答

全体 3 0.0 0.0 0.0 66.7 66.7 0.0

500人以上 3 0.0 0.0 0.0 66.7 66.7 0.0

100～500人未満 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

100人未満 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

業務用機械器具 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

電子部品・デバイス 1 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

電気機械器具 1 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0 0.0

情報通信機械器具 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

輸送用機械器具 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

食料品 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

その他 1 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0

北海道東北 2 0.0 0.0 0.0 100.0 50.0 0.0

関東甲信越 1 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

東海北陸 1 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

近畿 1 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

中国四国 1 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0

九州 1 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

拡大 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

縮小 1 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0

拡大 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

縮小 1 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0 0.0

問2

従業員規模

問3

生産品目

問4

所在地

問8　今後の請負

事業者の活用

問9　今後の派遣

労働者の活用

問27.問25で、「3.ほとんど活用していない」と答えた方にお伺いしま

す。活用していない理由について、該当するものに〇を付けてください。

（複数回答可）

 

（５）GJ認定制度取得を業者選定基準として活用していない理由としては、「ＧＪ認定制度を取得して 

いることの価値がよく分からない」66.7％、「その他」66.7％となっている。 

＜その他＞ 

・認定企業と出会ったことがない。 
・判断基準となるレベルがよく理解できていない。 
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６ ） 製造請負事業者に期待すること（自由記述） 

 

 □事業者との協力・信頼に関すること 

・協力をしてもらうことが出来れば良い。 

・発注者と互いに立場を尊重し、誠意を持って対応する事で信頼関係を構築 

しようとする意識や、現場の改善・安全性向上や教育などに対して発注者と 

連携して取り組む事。 

 

 □品質・納期・コスト、安全衛生に関すること 

  ・従業員の定着を出来るようにしてほしい。請負会社に、保全スキルを上げて、 

生産品質を安定してほしい。 

・人材の確保とＱＣＤ向上を期待します。 

・納期、品質、コスト 

・コスト意識 

・品質と安全衛生面の管理（事故の防止） 

 

 □コンプライアンスに関すること 

・法改正への適切な対応含めたコンプライアンス 

 

 □ＧＪ認定制度に関すること 

・契約をしている請負事業者にＧＪ認定の取得の方向性を確認しますが、まず拠点 

責任者が制度を理解していません（認知度への課題）。 

・審査基準に於ける認定水準もレベルが理解できていません。審査基準の要求事項 

を確認する限りでは、簡単に取得出来る内容ではないとの認識です。 

 

 □その他 

・当社に過度に依存せず受注拡大、技術力向上に努め競争力をつけて欲しい。 
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〈 参考資料 〉 

 

  製造請負事業実態把握調査原票 
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（事業者調査票） 

 



101 

 

 

 



102 

 

 

 



103 

 

 

 



104 

 

 

 



105 

 

 

 



106 
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（スタッフ調査票） 
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（メーカー事業所調査票） 
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